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第1章　序論

1．1　研究の背景

　建築物はこれまで地震によって、多大な被害を被ってきた。特に、1995年兵庫県南部地

震では、6000人以上の人命が失われ、20万棟以上の建築物が全半壊となり、建築物の耐震

性能や都市における地震防災能力が問われる結果となった。1995年兵庫県南部地震後には、

全国の都道府県で地震被害想定が行われている。かねてより巨大地震の発生が危惧されて

いた東京都、静岡県、宮城県などの自治体でも、過去の地震被害想定の見直し、改善が行

われている。現在の地震被害想定では建築物の地震被害だけでなく、人的被害、ライフラ

イン、火災、交通被害などの地域的な地震被害を把握することを目的としており、地域の

防災対策を考えていく上では重要である。そして、多くの自治体では、地震被害想定結果

を地震危険度マップとして住民に配布することやWeb上での公開を行い、地域住民に対し

て地震防災への意識や建築物の耐震性に関心を促す試みも行われている。

　しかし、近年でも、2000年鳥取県西部地震、2001年芸予地震、2003年7．月26日宮城県

北部の地震、2004年新潟県中越地震など、建築物被害だけでなく人的被害も生じた地震が

数多く発生している。現在の地震被害想定では、建築物の地震被害低減や建築物の耐震性

能の向上に繋がっているとは必ずしも言えない。つまり、個別建築物に対する地震被害を

予測しているわけではなく、地域的な建築物の地震被害予測結果だけでは、個別建築物の

所有者である住民にとっては地震被害の現実性がなく、地震被害予測結果が他人事のよう

に思われることも一因であると考えられる。

　個別建築物の耐震性能を向上させる事が都市や地域の地震防災能力の向上も含めて、建

築物の地震被害低減の一っの方法であると言えよう。現在では、建築物の耐震診断を無料

で実施する制度や耐震補強に対して補助金を支給する制度も始まっており、既存建築物の

耐震性能を向上させやすい環境づくりも行われている。しかし、耐震補強の費用は高額で

あり、補助金だけでは耐震補強を行うことができないため、所有者である住民の意向が反

映される。また、現在良く用いられている一般診断法や精密診断法などの耐震診断では、建

築基準法で定められている大地震動における倒壊の可能性について診断されるが、診断結

果が曖昧な表現のため耐震補強や改修の効果も見えにくい上に、住民に対する説明不足の

部分が多く、わかりにくい可能性もある。そのため、建築物の地震被害を精度良く予測し、

建築物の地震被害を地震リスクとして評価することも耐震補強への動機付けを行うために

は必要と言えよう。

　一方、建築物の地震被害は建築物の耐震性能はもとより、表層地盤への入射地震動特性

や表層地盤の地震動増幅特性によっても被害傾向は異なる。っまり、地震時における建築
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物の被害予測を行う上では、盆地端部のエッジ効果や表層地盤の非線形増幅効果などを含

めて、地震動増幅特性を把握しておくことも重要となる。現在では、反射屈折法、重力探

査法、微動アレイ計測などの深部地下構造調査が行われており、地盤構造の基盤深さや基

盤形状、堆積地盤構造が明らかになりつつある。そして、防災科学研究所のK－NET、　KiK－

netや気象庁等によって、高密度に強震計が配備された事によって、地域の地震動特性につ

いても分析可能となり、観測事実が強震動予測にも反映されている。しかし、建築物の被

害要因である入射地震動、表層地盤の地震動増幅特性、建築物の耐震性能が応答・被害にど

のように影響を及ぼすか、もしくはその影響度について、地震被害も含めて総合的な観点

から十分な検討は行われていない。

　建築物の耐震性能によっても建物被害は大きく異なることから、建築物の耐震性能に応

じて建物被害が発生する条件（地震動強さ、建築物の最大応答変形角等）を定量的に把握し

ておく事は、都市の防災対策を考える上で、あるいは木造建物の耐震補強や性能設計を行

う上でも重要である。特に、木造建物はその構造特性（構法）や地域性によっても耐震性能

が大きく変化することは従来から指摘されている。木構造の分野では、実在木造建物の静

的加力実験や2階建て木造建物および土壁や筋交い等の耐震要素の実大振動実験などが行わ

れており、これらの研究成果は、木造建物の損傷状態と応答変形量との対応関係を評価す

る上では貴重な研究成果である。そして、過去の被害地震における建築物被害に基づいた

地震動強さと建物被害との関係についても多くの論文で分析されており、その結果得られ

た地震動強さと建物被害率との関係は、都市の地震被害想定などに用いられている。さら

に、1995年兵庫県南部地震以降、高密度に強震計が配備された事によって、地震動が高精

度で評価可能となり、木造建物の建物被害に合わせた地震動強さについても観測事実に基

づいて定量的な評価が可能となってきているが、木造建物の実験結果と過去の被害地震と

の整合性にっいて十分に検討されているわけではない。また、過去の被害地震における木

造建物被害にっいて、木造建物の耐震性能や構造特性を評価し、地震動強さと建物応答と

の関係や建物応答と建物被害との関係などの定量的な分析が行われている例はあまりなく、

過去の被害地震について十分に解釈できているわけではない。

　木造建物の既往の実験結果と地震被害経験に基づいて建物応答と建物被害との関係を定

量的に評価し、既存木造建物の耐震性能を考慮した地震被害予測手法を構築していくこと

は、木造建物の地震被害低減のための耐震補強や性能設計を考える上でも重要であると言

えよう。
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1．2　既往の研究

　現在では、全国の都道府県において地震被害低減を目的とした地震被害想定が実施され

Ll）、それ1と伴う研究は、建築学だけでなく地震学や地震工学をはじめとして、多岐の分野で

行われている。建築物の地震被害予測・地震損傷度予測を行う上では、想定断層からの強震

動特性つまりは建築物への入力地震動特性も重要となるが、その推定方法については扱わ

ない。本論文では、想定断層からの強震動特性（想定地震動）は得られるものとして扱い、

木造建物を対象とした地震時損傷度予測手法の構築を目的に研究を行う。なお、木造建物

の地震被害予測を行う上では、地震動による建物被害の他に液状化現象などの地盤変状な

どによっても建物被害は発生するが、地震動による被害のみを考慮する。以下では、本論

文の目的を明確にするために、木造建物を主とする地震被害予測手法（地震時損傷度予測手

法）に関する既往の研究について示す。

　まず、1．2．1では木造建物の建物被害の分類にっいて示す。建物被害の分類は損傷度予測

結果を明確にする上で重要となるが、その使用目的によって数多く示されている。次に、木

造建物の地震時損傷度予測手法にっいて示す。木造建物の地震被害予測手法は大きく分類

すると、1）過去の地震被害経験に基づく予測手法、2）応答解析に基づく予測手法の2つが

上げられる。L2．2では、過去の地震被害経験に基づく地震時損傷度予測手法として、木造

建物の被害率曲線に関する研究を中心に既往の研究について示す。そして、L2．3では、応

答解析に基づく地震時損傷度予測手法に関する既往の研究について示す。

1．2．1　木造建物被害の分類

　ここでは、木造建物の地震被害予測を行う上で最終的に示される建物被害の分類につい

て示す。木造建物の建物被害にっいては、使用目的によってその指標が異なり、様々な機

関によって定義されている。

　まず、罹災証明に用いられている全壊、半壊、一部損壊が代表的なものと言えよう。各

建物被害の定義は「全壊：住宅が滅失したもの、あるいは補修しても家屋として使用する

ことが困難なもの（損害の程度が50％以上のもの）」、「半壊：損壊が甚だしいが補修すれば

家屋として再使用できる程度のもの（損害の程度が20％以上50％未満のもの）」、「一部損

壊：損壊が局所的なもので、補修を要する程度のもの（損害の程度が20％未満のもの）」と

なる。これは、1995年の兵庫県南部地震で神戸市による自治体調査12）で用いられた建物被

害の判定基準であり、概ね1968年に内閣総理大臣官房審議室長から通知された災害の被害

認定統一基準（総審第115号）に示された判定基準に一部損壊が加えられたものである。た

だし、建物全体の被害割合の具体的な算定方法は自治体によって多少異なっていることは、

村尾・山崎13）によって指摘されている。さらに、同じ建物被害の判定基準であっても、全

体的な地震被害の規模によっても差が見られることが指摘されている1・4）。

　最近では、内閣府から「災害に係わる住宅等の被害認定基準指針」15）が公表されている。
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近年の住宅構造､形態､仕様の変化に着 目し､居住するための基本的機能を維持するため

に必要な構造要素で再整理され､住家の被害認定基準の見直しが行われている｡被害認定

のための調査方法は原則 として住家の外観 目視による調査 とし､住家の建物被害は被災住

家の部位別損害割合の合計によって判定される｡住家の傾斜も被害とし､木造･プレハブ家

屋の場合には､1/20rad以上は全壊､I/60rad以上1/20rad未満は損害割合を15%として部位

別損害割合による判定を行い､1/60rad未満は傾斜による判定は行わず部位別損害割合に

よって判定を行 うとしている｡

日本建築学会木構造分科会 16)が提案 している建物被害の判定基準では､木造建物の構造

的な被害に基づいてお り､倒壊､大破､中破､小破､被害軽微､無被害の6段階で示されて

いる｡各建物被害は以下のように定義される｡｢倒壊 :屋根･壁･床等の破損が全面にわたり､

建物の変形が著しい｡周辺地盤の崩壊により､建物の変形が著しい｡｣､｢大破 :大部分の壁 ･

垂れ壁が破損 し､内外装材がほとんど脱落している｡筋交いが破損 し､柱･はりに割れが生

じ､床が破損 している｡｣､｢中破 :大部分の壁･垂れ壁･腰壁にひび割れが生じ､一部が脱落

している｡大部分の屋根がわらが破損 している｡基礎のひび割れが著 しい｡｣､｢小破 :大部

部の壁仕上げ材が脱落 している｡基礎の一部にひび割れが生じている｡｣､｢被害軽微 :一部

の屋根がわらに損傷が見られるO-部の垂れ壁･腰壁･仕上げ材にひび割れが生 じている｡｣､

｢無被害 :外観上被害がまったくない｡｣となっている｡鈴木 ･藤原1･7)によって行われた1995

年兵庫県南部地震における日本建築学会近畿支部の調査でも､この建物被害の判定基準に

基づいて被害調査が行われている｡そして､鈴木有 1･8)は､調査結果から建物被害と木造建

物の残留変形角とを対応付け ｢大破:1/20rad以上｣､｢中破 :1/60-1/20rad｣､｢小破:1/60rad

以下｣としている｡

1995年兵庫県南部地震の震災特別委員会調査による判定基準1･9)では､建物の再使用が可

能であるか､修理･修繕が必要であるかに基づいて ｢全壊または大破 :再使用不可能｡住め

る見込みは非常に少ない｡｣､｢中程度の損傷 :大幅な修理で再使用可能｡大幅な修理で住め

る可能性ありO｣､｢軽微な損傷:軽微な損傷で使用可能｡少 しの修繕で住める可能性あり｡｣､

｢外観上被害なし(無被害):見た目には被害がない｡｣としている｡ 日本建築防災協会 1･10)に

よってまとめられている被災度判定基準では､基礎､床組､軸組､軸組壁､仕上げ材およ

び屋根の各部位について損傷率と損傷状況を調査し､これ らの調査結果を基に建物全体の

被災度を総合的に判定するものである｡建物被害は破壊､大破､中破､小破､軽微 として

表 している｡地震保険の支払いのための被災度判定基準日 1)では､建物 と家財のそれぞれに

対 して示されてお り､全損､半損の判定基準は被害認定統一基準の全壊､半壊 と概ね整合

するように定められている｡

建物の安全性の観点から判断される応急危険度判定1･12)もある｡応急危険度判定では､そ

の後に発生する余震などによる倒壊の危険性や外壁･窓ガラスの落下､付属設備の転倒など
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の危険性を判定することにより、人命にかかわる二次的災害を防止することを目的として

判定され、安全、要注意、危険の3段階で判定される。

　最近では、岡田・高井ll3）によって建物破壊パターンといった指標も提案され、2003年7

月26日宮城県北部の地震などの被害調査にも用いられているL14）。建物破壊パターンでは、

建物被害を過去の被害地震における外観目視から整理し、パターン化してDO～D5で分類

している。そして、その他の建物被害の指標間との対応関係についても示しており、自治

体によって行われる罹災証明の建物被害1・2）との対応関係はrDO：無被害」、　rDl、　D2：一

部損壊」、「D3：半壊」、「D4、　D5：全壊」となっている。そして、構造的な観点から判定さ

れる建物被害L6）との対応関係では、「DO：無被害」、「Dl：軽微～小破」、「D2：小破」、「D3：

中破」、「D4：中破～大破」、「D5：倒壊」となっている。しかし、鳥取県西部地震における

日野町の木造建物被害の調査結果では、D2とD3には殆ど違いが見られないことが指摘さ

れているL4）。

　宮腰・林他U5）は、』過去の被害地震における木造建物の被災度指標（建物被害）について、

建物被害程度を統一的に比較できるように、各種建物被害の対応関係を分析し、まとめて

いる。1995年兵庫県南部地震の各被災度調査における木造建物被害の対応関係では、日本

建築学会による建物被害ロ）は震災特別委員会の建物被害1・9）をより細かく分類したもので

あることを示している。また、自治体調査L2）の「全壊」は震災特別委員会の「軽微な損傷」

～「中程度の損傷」に対応し、自治体調査の「一部損壊」は震災特別委員会の「外観上被

害なし」に対応していることから、両調査の調査目的である建物の再使用可能と建物の財

産的価値の損害との観点が異なっていることを指摘している。

　以上のように、建物被害の分類方法はその使用目的によって数多く提案されている。そ

して、調査目的の違いによって建物被害の定義も大きく異なっている。そのため、地震被

害予測や地震損傷度予測を行う場合にも、その予測結果の使用目的によって建物被害の表

し方は異なり、注意する必要があると考えられる。

1．2．2　地震被害経験に基づいた地震時損傷度予測手法

　過去の地震被害経験に基づいた地震時損傷度予測手法では、過去の被害事例に基づいて

構築された地震動強さと建物被害との関係を表した被害率曲線がよく用いられる。想定断

層面からの地震動が推定されると容易に建物被害率を求めることができる。まず、1）では、

被害率曲線の基となる地震動特性と建物応答との関係についての既往の研究について示す。

次に、2）では、主に1995年兵庫県南部地震で作成されている被害率曲線に関する既往の研

究を示す。最後に、3）では、被害率曲線に建築物の耐震性能および地震動特性が考慮され

た損傷確率曲線に関する既往の研究について示す。
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（1）　地震動特性と建物応答との関係

　長橋・小林U6）は、地震観測記録を用いた1質点系モデルの弾塑性応答解析の結果から地

震動強さ指標と建物応答との関係について分析している。その結果、建物応答を評価する

簡便な地震動強さ指標は建築物の弾性周期によって変化することを示している。建築物の

弾性周期が0．2秒以下と剛性が高い建築物の場合には地震動の最大加速度が、建築物の弾性

周期が0．3～1秒程度の場合には地震動の最大速度が、弾性周期が1秒以上と剛性の低い建

築物の場合には地震動の最大変位が、それぞれ建物応答を適切に評価可能な地震動強さ指

標であることを示している。また、小林・長橋LI7）は地震観測記録を用いた多質点系モデル

の応答解析結果からも同様の検討を行っている。その結果、建築物の弾性周期が0．2～0．4

秒程度の場合には地震動の最大加速度が、建築物の弾性周期が0．4秒以上の長周期の建築物

の場合には地震動の最大速度が、建築物の弾性周期が1．5秒以上の長周期高層建築物の場合

には地震動の最大変位がそれぞれ建物応答を適切に評価可能な地震動強さ指標であること

を示している。なお、Housnerのスペクトル強さSI（h＝0．2）1・18）との関係についても分析して

おり、Housnerのスペクトル強さSI（h＝0．2）は地震動の最大変位よりも建物応答に対する相

関は高くなることを示しているが、その簡便さを考慮すれば、最大加速度や最大速度など

の地震動の最大振幅での評価が有効であるとしている。

　山本・金子他L19）は、過去の被害地震（1968年十勝沖地震、1978年伊豆大島近海地震、1978

年宮城県沖地震、1983年日本海中部地震）における強震記録を用いて、木造建物被害率と

地震動の応答スペクトル、SI値12°）（Housnerのスペクトル強さSI（h＝0．2）を平均化したもの

）との関係について分析している。その結果、地震動の周期特性や継続時間の要素を考慮で

きるSI値が、木造建物被害を説明する際の地震動強さ指標として有効であることを指摘し

ている。

　北原藤原1鋤は、木造建物の復元力特性をトリリニアモデルとスリップモデルの重ね合

わせで表した応答解析を行い、地震動強さ指標と木造建物の最大変位量との関係について

分析している。このとき、軸組構法の木造建物を建築年代によって3タイプに分類しモデル

化している。その結果、木造建物の最大変位は地震動の最大地動加速度との一般的な関係

を導くことは難しく、最大地動速度との相関が高いことを示している。

　松岡・翠川L22）は、地震動の最大速度が各種構造物の地震被害1・1転1・23・124）や液状化発生L25）を

評価するための指標として適切であること、気象庁震度階との相関も高いこと韮26）から地震

被害予測を行う単一的地震動強さ指標としては、最大速度が適切であるとしている。

　小檜山12ηは、木造建物の最大層問変形角に適した地震動強さ指標にっいて時刻歴応答解

析を行い検討している。木造建物の復元力特性は、鈴木・中治128）のモデルを参考に1質点

せん断型ばねモデルを作成している。その結果、固有周期の伸びを考慮した減衰20％の変

位応答・加速度応答が、比較的高い精度で木造建物の最大応答変形角を説明できることを示

している。
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　境・纐纈他1・29）は、1995年兵庫県南部地震などの強震記録と建物被害データとを用いて、

地震動の破壊力指標について建物被害率との相関性から検討している。その結果、建物被

害率を説明するのに適した地震動の破壊力指標として、水平2成分のベクトル和による加速

度もしくは速度応答スペクトル（減衰定数5％）の1．2～1．5秒の平均応答値を示している。

　以上のように、木造建物の建物応答・被害と相関の高い地震動強さ指標としては、SI値

や最大速度であることを指摘している研究が多く見られる。また、近年では、対象とする

構造物の周期特性が考慮できる応答スペクトルとの関係を示しているものも見られている。

（2）　被害率曲線

　建築物の地震被害経験に基づいた地震動強さと建物被害との関係についての研究は、物

部B°）により、はじめて行われている。ある地域における木造家屋の耐力をばらつきを有す

る確率変数とし、標準耐震度（倒壊率50％に対する合震度）を平均とする正規分布としてい

る。ある地域に建づ木造家屋の耐震度7の確率密度関数PRωはある地域の家屋の標準耐震

度κo、耐震度の標準偏差σから次式で表される。

　　　　　名ω一読σ圏　　　　　（Ll）

そして、木造家屋の倒壊率ろは標準正規分布関数Φ、墓石の転倒率Kとすると、次式で表

される。

　　　　　弓一Φ〔κ一κoσ〕　　　　　　　　（1の

このとき、関東大地震における標準耐震度K。は0．45～050、標準偏差σは0．07～0．10程

度であるとしている。柴田1・31）は、関東大地震における地震動の合震度と木造建物の倒壊率

との関係から、木造建物の耐力分布PROジは標準耐震度K。＝0．45、標準偏差σ＝0．08（変動係

数0．18）とする正規分布で表されることを示している。宮野1・32）は、1923年関東地震におけ

る木造建物の全壊率を説明できるように、墓石の転倒震度Kを用いて最小自乗法により標

準耐震度K。および標準偏差σを求めている。また、宮野蓋33）は、1948年福井地震、1952年

十勝沖地震、1974年伊豆半島沖地震、1975年大分県中部地震についても、墓石の転倒震度

Kと木造家屋の全壊率との関係を求めている。高橋1・34）および谷口・小林他1・35）は1948年福

井地震における墓石の転倒震度と木造家屋の全壊率を用いて被害率曲線を求めている。こ

のとき、高橋と谷口・小林他とでは、分析に用いているデータが違うためK。、σも異なって

いるが、標準耐震度はK。＝0．42～0．49、標準偏差はσ＝0．04～0．09程度となっている。諸

井・武村1・36）は1995年兵庫県南部地震における建物の被害調査結果を用いて、墓石の転倒

震度に対する木造住家全壊率の被害率曲線を求めている。

　現在では、防災科学研究所のK－NETl・37）、　KiK－net1・38）や気象庁139）等によって、高密度に強

震計が配備された事によって、墓石の転倒率と建物被害との関係を直接求めることは、あ
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まり行われていないが、地震動強さを推定する際に墓石の転倒率は用いられている14°」4D。

近年でも、2000年鳥取県西部地震L42・L43）や2003年宮城県北部の地震1・14）では、震源域にお

ける地震観測記録が少ないため、墓石の転倒率から地震動強さを推定し、建物被害との関

係について分析されている。その他、被害状況から地震動強さを推定する方法には、被災

地域における被害状況のアンケート調査から推定する方法1・44・145・146）なども用いられている。

　鏡味・小林147）は木造建物被害と地震動の加速度との関係にっいて、関東地震の川崎市に

おける木造建物の全壊率を対象に分析を行っている。表層地盤への入射地震動を125galと

した地表面での加速度分布は、物部13°）が関東地震の木造建物被害から求めた合震度と対応

しており、木造建物の全壊率を説明できることを示している。

　岡田・鏡味148）は、東京都防災会議の震度階解説表を基に、建物被害だけでなく家財被害、

負傷者数などの地震被害にっいて気象庁震度階に対する正規分布形の被害率曲線を提案し

ている。気象庁震度階に対する地震被害率乃は、気象庁震度階1」㎜、I」m、の平均値I」㎜。と標準

偏差σ、標準正規分布関数Φを用いて次式で表される。

　　　　　乃一Φ〔≒偏〕　　　　　　働

　童・山崎L49）は1978年～1993年の被害地震（1978年宮城県沖地震、1983年日本海沖地震、

1987年千葉県東方沖地震、1993年釧路沖地震、1993年北海道南西沖地震）における強震記

録と家屋被害率のデータを用いて、SI値と家屋被害率R（全壊＋半壊の比率）との関係式

を次式のように求めている。

　　　　　R－｛轡　3°ソ釘繊、。　　（1鴻

さらに、SI値と最大速度（VMAx）の間には高い相関があることを指摘し、SI値はSI＝1．18・VMAx

により、概ね回帰できることも示している。

　兵庫県南部地震の被害率曲線については、林・宮腰他15°）によって分析された最大地動速

度と建物被害との関係をはじめとして、多くの研究者によって研究されている。兵庫県南

部地震の被害データに基づく被害率曲線の多くは、最大地動速度Vに対する対数正規分布

形で表されている。建物被害率Pfは、最大地動速度ln（V）の平均値λv、標準偏差ζv、標準

正規分布関数Φを用いて次式で表される。

　　　　　弓一Φ〔㎞（割　　　　　　　（1司

　林・宮腰他L51・1・52・L53）は神戸市中央区三宮地域における再現地震動L54・玉55）と低層建物の被害

調査結果1・7・L9・156）を用いて最大地動速度と低層建物被害との関係式を構築している。そして、

その関係式に基づいて、神戸市域およびその周辺地域の地震動を推定し、建物用途に応じ

た全壊、全半壊率の被害率曲線を構築している。

　長谷川・翠川L・57）は、最大地動速度に対する木造建物の建築年代別の被害率曲線を算定し
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ている。東灘区西部地区の建物被害データ1・56）に、構造的被害に基づく村上・鈴木他L58）の調

査結果を利用して被災度定義の違いを考慮した上で、低層独立住宅の被害率を建築年代別

の被害率に換算している。また、低層集合住宅についても建築年代別の被害率曲線を算定

している。建物被害は「全壊または大破」、「中程度の損傷」、「軽微な損傷」としている。そ

して、提案した被害率曲線を用いて、横浜港の直下を震源とする想定地震動に対する神奈

川県北部地域の木造建物を対象とした地震被害予測を行っている。

　小檜山・堀越他L59）は、神戸大学工学部16°）が中心となって行った建物被害の調査結果を用

いて、最大加速度、最大速度、SI値に対する被害率曲線を算定している。推定地震動は神

戸地域の深層地盤と表層地盤の応答解析を行って推定している。被害率曲線は正規分布と

対数正規分布の両方で全壊、半壊以上、一部損壊以上の被害率に対して算定している。

　山口・山崎L61）は、兵庫県南部地震における17地点の強震観測記録とその周辺地域の建物

被害データを用いて、低層独立住宅の被害率曲線を提案している。そして、提案している

被害率曲線を用いて、面的な地震動強さを逆推定している。

　地域別の自治体による建物被害調査結果を用いた最大速度に対する構造種別、建築年代

別の被害率曲線も算定されている。村尾・山崎162・163）は芦屋市と神戸市灘区を対象として、

山口・山崎1・64）は西宮市を対象として、杉浦・山崎L65）は宝塚市を対象として、それぞれ全壊

率と全半壊率の被害率曲線を作成している。また、村尾・山崎L66）は、被災地域全域に渡っ

て調査された震災復興都市づくり特別委員会のデータ19）に建物の構造・建築年代などの

データが含まれた自治体（灘区）の建物被害データを用いて構造別、建築年代別の被害率曲

線も提案している。

　佐伯・翠川167）は、建物の地震被害をリスクとして表した被害率曲線を提案している。経

済被害評価の指標として居住物件を対象とした地震保険の判定結果（全損、半損、一部損）

を採用し、兵庫県南部地震の支払データから、地震動強さ（計測震度）と支払率との関係を

表す被害率曲線を求めている。さらに、家財保有に関する調査に基づいて各世帯の家財保

有モデルの作成手法を提案し、関東での地震被害予測を行っているL68）。

（3）　構造物の耐震性能を考慮した被害率曲線（損傷確率曲線）

　林・鈴木他169）は兵庫県南部地震におけるRC造建物群の被害率と最大地動速度の関係を表

す被害率曲線に基づいて、耐震性能の差を考慮した損傷確率曲線を実被害データに基づい

て評価している。RC造建物の耐震性能を耐震診断結果から得られるZ5値を用いて評価し、

個別RC造建物の損傷確率を与えるフラジリティ（損傷確率）曲線を実被害データに基づい

て求めている。

　梅村・山崎1・7°）は、林・鈴木他1・69）と同様の手法を用いて、木造建物の耐震性能を考慮した

損傷確率曲線を構築している。横浜市が実施した木造軸組構法の住宅に対する耐震診断結

果と、兵庫県南部地震における神戸市灘区の木造建物の被害率曲線とを結びつけ、個々の
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木造建物の耐震性能を考慮した損傷確率曲線を構築している。木造建物の耐震性能を耐震

診断結果（わが家の耐震診断と補強方法）L71）から得られる木造耐震性能指標（ハ〃値）で表し

ている。

　地域の耐震診断データを用いて、木造建物の地域性を考慮した建物被害関数の提案も行

われている。小檜山・山崎172）は加速度応答スペクトルと耐震診断結果（精密診断法）L71）か

ら、建築基準法で規定される木造建物の耐力と地震力の関係に着目し、一部損壊以上の被

害関数の定式化を行なっている。地震動の加速度応答スペクトルを耐震診断データの周期

的な要素であるIDEと耐力的な要素であるIABCFに等値して、地震動と建物特性を比較する事

で一部損壊以上の建物被害が発生するかどうかの判定を行っている。木造建物の建物被害

については、層間変形角1／60radで一部損壊以上の建物被害が発生するとしている。

　岡田・高井監73）は、既往の被害率曲線113）と耐震精密診断法から求められた耐震診断値L71）

との関係を用いて、地震動に対する損傷度関数を提案している。ある地域における耐震診

断値分布の非超過確率を入力地震に対する木造建物被害率とみなし、耐震診断値分布の非

超過確率と地域の被害率を確定的に1：1で対応させることで、損傷度関数と耐震診断値との

関係を求めている。木造建物の損傷度は、岡田・高井が提案している建物破壊パターン1・13）

を用いている。

　以上より、地震動強さと建物被害の関係については、数多くの論文で分析されており、過

去の地震被害に基づいた被害統計から最大地動速度や震度などの地震動強さ指標と関連づ

けた経験的な被害率曲線が構築されている。比較的大きな木造建物被害を対象としたもの

としては、兵庫県南部地震に関して地震動の面的推定結果と被害データを基にした多くの

研究成果が存在している。しかし、同地震にっいても、木造住宅の比較的小さな構造被害

の発生条件について検討するには、対応する地震動レベルの推定精度が十分とは言い難い。

そして、木造建物の場合には、木造建物の構造特性や地域性によってその耐震性能が大き

く異なることは以前から指摘されている1・74・1・75・176・韮77）。さらに、地震動特性によっても建物被

害は異なることから、過去の被害地震に基づいて求めた被害率曲線は、異なる地域の木造

建物や異なる地震動特性に対して適用する際には注意が必要である。木造建物の耐震診断

結果に基づいて、耐震性能を考慮した損傷確率曲線も提案されている。しかし、木造建物

の耐力評価に基づいたものがほとんどであり、木造建物の特徴である変形性能にっいては

十分に考慮されているとは言えない。
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1．2．3　応答解析を用いた地震時損傷度予測手法

　最後に、応答解析を用いた地震被害予測手法に関する既往の研究について示す。

　小林・長橋178）は、木造建物被害率から地震動強さを評価することを目的に、木造建物の

復元力特性をトリリニア型として扱い、弾塑性応答解析により木造建物の被害予測を行っ

ている。木造建物群モデルは木造建物の固有周期から推定し、標準周期7Mを中心として

0．67M、0．87船7謹1．27躍、1．4τMとなる木造建物がそれぞれ5％、25％、40％、25％、5％

の正規分布であると仮定している。木造建物の建物被害は、「全壊：応答変位が弾性限界変

位の6倍以上のもの」、「半壊：応答変位が弾性限界変位の3倍を超えて6倍以内に収まるも

の」と仮定し、木造建物群の被害率を求めている。なお、半壊とは地震動により応答せん

断力がその終局強度に達して塑性変形しているが、復元力を保持している過程を意味し、全

壊とは構造物の変形が許容できる塑性変形量より大きくなり、構造物が耐力を失って倒壊

に至る過程を意味している。

　望月L79）は、東京都内における木造家屋の壁率などに関する実態調査から、実在木造建物

の固有周期分布を求め、地震被害予測を行っている。木造建物の復元力特性はトリリニア

型を用い、初期剛性低下変位ア1は平屋建：0．7cm、2階建：1．Ocmとし、第2降伏変位ア、は

ア2＝3．0×ア、している。そして、木造建物の建物被害は平屋建と2階建とで区別し、平屋建は

「全壊：限界変位15cm」、「半壊：限界変位7．5cm」、2階建は「全壊：限界変位20cm」、「半

壊：限界変位10cm」としている。さらに、東京都の地盤を1次卓越振動数を基準として20

種類に分類し、各地盤ごとに弾塑性応答解析によって関東大地震の被害シミュレーション

を行っている。

　表・楢橋L8°）は、既往の実験データに基づいて木造建物の復元力モデルを構築し、地盤種

別ごとの人工地震波を用いて福岡市の地震被害予測を行っている。木造建物の分布につい

ては、新築建物297棟の建物用途別の壁率分布から固有周期分布特性を明らかにして求め

ている。木造建物の建物応答と建物被害との関係については、既往の実験結果から、層問

変形角1／100radを壁体の力学性状が変化するところであると共に木造建物に被害が発生し

始める限界変形、3／100radの層間変形角を中被害程度としている。

　柴田1・31）は、建物の耐震性能のばらつきと建物に作用する地震力のばらつきを考慮した建

物群の地震被害予測手法を提案している。建物の耐力および作用地震力のいずれにも対数

正規形の確率変数を考え、信頼性理論を適用して建物群の震害確率（被害率）を求めている。

また、エネルギー一定則を仮定して、弾性応答と弾塑性応答との関係を塑性率で結びっけ、

損傷程度を考慮に入れた建物群の地震被害予測手法も提案している。

　柴田・赤松L81）は、仙台市を対象に表層地盤の地震動増幅特性を考慮した弾塑性地震応答

解析を行い、1978年宮城県沖地震における被害シミュレーションを行っている。既往の実

験データに基づいて、木造建物の包絡線の折れ曲がり点を1／120rad、1／60radと定め、バイ

リニア型とスリップ型を重ね合わせてモデル化している。木造建物群の降伏震度分布は
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1978年宮城県沖地震における木造建物の被害率と地表面加速度との関係、木造建物の固有

周期と加速度応答倍率との関係を用いて推定している。そして、木造建物の建物被害は、最

大塑性率μから「無被害：μ＜1」、「一部壊：1≦μ＜2」、「半壊：2≦μ＜3」、「全壊：μ

＞3」として判定している。

　北原・藤原L21）は、木造建物の壁率分布から木造建物群の耐力分布を推定し、木造建物を

トリリニア型モデルとスリップ型モデルとの重ね合わせでモデル化した動的解析から最大

応答変位を求め、地震被害予測を行う手法を提案している。そして、京都市を対象とした

地震被害想定1・82）では、従来の木造建物被害の判定基準を用いて「全壊：層間変位10cm」、

「半壊：層問変位5cm」として被害率を求めている。

　損害保険率算定会L83・i・84）では、木造建物の耐震診断結果を活用した被害想定手法を提案し

ている。提案されている手法は精密診断法1・71）の診断結果を用いており、昭和35年以前の

専用住宅、昭和36年以降の専用住宅、店舗併用住宅の3つの建物グループに分類し、それ

ぞれ平屋、2階建て、別の計6グループについて、水平抵抗力の評点（D×E）の確率密度関

数を推定している。そして、降伏変形角を1／120radとした復元力（層せん弾力係数表示）を

推定し、想定した地盤条件、入力地震動に対する木造建物の復元力特性モデルを用いた動

的解析結果から、被害レベルを判定している。木造建物の建物被害については「倒壊：1／

15rad以上」、「大破：1／30rad以上」、「中破：1／60rad以上」、「小破：1／120rad以上」として

いる。

　吉田・大井他L85）は兵庫県南部地震における神戸市の木造建物被害から建物被害に対応し

た木造建物の耐力（耐震性能）について検討している。木造建物群モデルを建築年代と屋根

種別で分類し、建築年代ごとにその割合を変化させ、木造建物の重量、剛性等の不確定性

を考慮したモンテカルロ法を用いた非線形応答解析を行っている。その結果、建築年代に

よる木造建物群モデルの違いによらず、一部損壊では塑性率≒2．0（層間変形角1／60rad）、半

壊では塑性率≒3．0（層間変形角1／40rad）、全壊では塑性率≒4．0（層間変形角1／30rad）の場

合に建物被害と対応することを示している。

　長戸・川瀬L86）は地震被害予測を行うための木造建物モデルを非線形応答解析結果と1995

年兵庫県南部地震における木造建物被害率を用いて作成している。はじめに設計基準に基

づいて木造建物モデルを作成し、1995年兵庫県南部地震における再現強震動記録を入力と

した非線形応答解析を行い、同地震における木造建物被害率（大破率）を説明できように木

造建物モデルを求めている。このとき、木造建物の復元力特性はスリップ型とトリリニア

型を組み合わせ、木造建物の耐力を変更させている。木造建物の建物被害は「大破以上：最

大層間変形角1／10rad以上」として評価している。また、長戸・川瀬は同様の方法を用いて、

RC造建物、鉄骨造建物の地震被害予測モデルも作成しているL87・1・88）。そして、日奈久断層

系からの想定地震動を統計的グリーン関数法と3次元有限差分法を組み合わせたハイブリッ

ド法を用いて作成し、熊本市と八代市の建築物（木造、RC造、鉄骨造）の地震被害想定を

一1．12一



行っている1・89）。また、このとき、非線形応答解析の代りに簡略的に建物被害を算定できる

方法として、地震動強さPGA・PGVに対する被害率曲線を示している。

　木造建物の応答解析から地震被害予測を行う上では、建物応答と建物被害との関係をど

のように定義するかによって、地震被害予測結果は大きく変化する。応答解析を用いた地

震被害予測では、既往の木造建物の実験結果に基づいて、木造建物の建物応答と建物被害

の関係を確定値として設定している。木造建物の場合、その構造特性によって耐震性能は

異なり、また、建物被害の発生機構も異なる可能性がある。しかし、これまでのところ、建

物応答と建物被害との関係において、既往の実験結果と過去の被害地震における木造建物

被害との整合性について十分に検討されていない。さらに、過去の被害地震における木造

建物被害にっいて、木造建物の応答解析結果から建物応答と建物被害との関係について定

量的に分析された事例は少なく、木造建物の耐力や限界変形といった耐震性能指標の統計

的性質を把握できるような統計的資料の蓄積も十分ではない。
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1．3　研究の目的と構成

　本論文では、木造建物の被害経験に基づいて最大応答変形角と建物被害との関係（損傷確

率曲線）を設定し、木造建物の耐震性能を考慮した地震時損傷度予測手法（個別木造建物の

地震損傷度予測手法と木造建物群の地震被害予測手法）の構築を目的として研究を行う。

　本論文で提案する木造建物の地震時損傷度予測手法は、基本的に既往の研究に示した応

答解析を用いた地震時損傷度予測手法に基づいている。提案する木造建物の地震時損傷度

予測手法の概要を本論文の構成と併せて図1．1に示す。まず、地震時損傷度予測を行う木造

建物は、限界耐力計算による耐震性能評価に基づいてモデル化する。次に、第2章で提案す

る簡略的応答評価手法を用いて、想定地震動に対する木造建物応答を評価する。そして、第

3章～第5章では、第2章で提案する簡略的応答評価手法の有効性の確認と被害経験に基づ

いた最大応答変形角と建物被害との関係を求めるために、近年の被害地震における木造建

物被害について分析する。第3章では、地震被害要因が木造建物の応答・被害に及ぼす影響

についてのパラメータ解析とともに、近年の被害地震も含めて定性的な分析を行う。第4章

では、2001年芸予地震の木造建物被害を対象として、第5章では、2000年鳥取県西部地震

の木造建物被害を対象として、木造建物の被害経験から最大応答変形角と建物被害との関

係について定量的に分析を行う。最後に、第6章では、木造建物の被害経験に基づいて最大

応答変形角から建物被害を予測する損傷確率曲線を設定し、木造建物の耐震性能を考慮で

きる地震時損傷度予測手法を提案する。

　本論文は第1章から第7章で構成されており、以下に各章の内容について詳細に述べる。

　第1章序論では、研究の背景、既往の研究にっいて述べるとともに本論文の目的を明確

にし、本論文の位置づけについて説明する。

　第2章地盤と木造建物の簡略的応答評価手法の構築では、木造建物の被害要因となる表

層地盤への入射地震動特性、表層地盤の地震動増幅特性、木造建物の耐震性能が木造建物

の応答・被害に及ぼす影響について検討することを目的として、各影響要因や木造建物の

応答・被害への影響度の考察を容易とするための地盤と木造建物の簡略的応答評価手法を

提案する。

　第3章簡略的応答評価手法を用いた木造建物被害要因の定性的分析では、第2章で提案

した簡略的応答評価手法を用いて、木造建物の被害要因が建物応答・被害に及ぼす影響に

ついて定性的な分析を行う。まず、表層地盤への入射地震動特性、表層地盤の地震動増幅

特性が木造建物応答に及ぼす影響についてパラメータ解析を行い検討する。そして、近年

の地震被害事例である1995年兵庫県南部地震、2000年鳥取県西部地震、2001年芸予地震

における木造建物の被害要因について分析を行う。

　第4章2001年芸予地震における三原市の木造建物被害の分析では、2001年芸予地震時

に外壁のひび割れなどの比較的小さな構造被害が多数の木造建物に生じた三原市内の地域

を対象として、木造建物に比較的小さな構造被害が発生し始める地震動レベルと木造建物
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の最大応答変形角について定量的な評価を行う。まず、比較的小さな構造被害が多数の木

造建物に見られた地域を中心として、常時微動計測、表面波探査、アレイ微動計測を行い、

表層地盤モデルを構築している。そして、地震動および木造建物の最大応答変形角を推定

し、木造建物の被害分布との対応関係にっいて分析する。

　第5章2000年鳥取県西部地震における日野町の木造建物被害の分析では、2000年鳥取

県西部地震において震源域に位置する日野町の木造建物被害を対象として、地震動を推定

するとともに、被災木造建物に対して限界耐力計算に基づく耐震性能評価を行い、その結

果を用いて木造建物の最大応答変形角と建物被害との関係について分析を行う。まず、表

層地盤の地盤構造を推定するとともに、強震記録を用いて日野町の表層地盤の地震動増幅

特性が木造建物応答・被害に及ぼす影響について分析し、日野町の木造建物への入力地震

動特性について検討する。そして、限界耐力計算に基づく耐震性能評価の結果と推定地震

動を用いて被災木造建物の応答評価を行い、木造建物の最大応答変形角と建物被害との対

応関係について定量的に分析を行う。

　第6章木造建物の耐震性能を考慮した地震時損傷度予測手法の構築では、木造建物の被

害経験に基づいて最大応答変形角から建物被害を予測する損傷確率曲線を設定し、限界耐

力計算による耐震性能評価に基づいた地震時損傷度予測手法（個別木造建物の地震損傷度予

測手法と木造建物群の地震被害予測手法）を構…築する。そして、2000年鳥取県西部地震に

おける被災木造建物と京都市における個別木造建物の地震損傷度予測を行い、想定地震動

に対する木造建物の被害低減について考察する。

　第7章結論では、本論文で得られた結論と今後の課題をまとめる。

想定地震動
木造建物の

cfル化

最大応答変形角の評価

最大応答変形角と建物被害

@　　　との関係

地震時損傷度予測

ぐコ限界耐力計算　一…既往の実験結果

ぐコ　第2章簡略的応答評価手法の構築

　　　↓

　　被害経験に基づいた建物応答と建物被害⇔
　　との関係の定量的分析

第4章2001年芸予地震
第5章2000年鳥取県西部地震

層1

；

3

3

3

；

：

：

：

＜一一一

第6章木造建物の耐震性能を考慮した地震時損傷度予測手法の構築

図1．1本論文の構成
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第2章　地盤と木造建物の簡略的応答評価手法の構築

2．1概要

　木造建物の応答・被害については、建物被害率と地震動強さ指標との関係（被害関数）の

分析例えば21～23）や地表面の地震動特性と木造建物応答との関係についての解析的検討などが

行われている例えば24・25）。また、表層地盤の地震動増幅特性については、地震動増幅特性が

影響を受ける要因を限定し、その要因を考慮した簡略評価法も提案されている例えば2・6）。し

かし、表層地盤への入射地震動特性や表層地盤の地震動増幅特性を含めた木造建物応答の

簡略的評価手法は見あたらず、従って、表層地盤への入射地震動特性と表層地盤の地震動

増幅特性との関係、表層地盤の地震動増幅特性が建物応答・被害に及ぼす影響など、実際の

地震被害も含めて、総合的な観点から検討を行った研究は見あたらない。

　ここでは、表層地盤への入射地震動特性、表層地盤の地震動増幅特性が木造建物の応答・

被害に及ぼす影響と、木造建物の耐震性能による被害の違いについて検討することを目的

として、各影響要因や木造建物の応答・被害への影響度の考察を容易とするため、地盤と木

造建物の簡略的応答評価手法を提案する。

2．2　簡略的応答評価手法の概要

　表層地盤と木造建物の簡略的応答評価手法では、その概要を図2．1に示す様に、地盤と木

造建物を簡略的にモデル化する。すなわち、地盤は一様な表層地盤と表層地盤下層（以下で

はこれを基盤と呼ぶ）の2層地盤モデル、木造建物は1質点系モデルで表す。表層地盤およ

び木造建物の応答は、それぞれ解放基盤面および地表面の加速度応答スペクトルを基に、応

答スペクトル法によって評価する。

　表層地盤の応答はせん断歪みγから、逆に対応する解放基盤面の加速度応答スペクトル

S、B、および表層地盤の地震動増幅率Gsを求める。地表面の加速度応答スペクトルS、Sは解

放基盤面の加速度応答スペクトルS、Bに表層地盤の地震動増幅率G、を乗じて、以下のように

算定する。

3。3（7，乃＝0．05，γ）＝σ∫（7，γ）・3。β（τ，乃＝0．05，γ） （2．1）

　次に、木造建物の応答にっいては、木造建物の限界性能（限界耐力、限界変形）を性能等

価加速度応答スペクトルS。，S2・7）に換算する。そして・地表面の加速度応答スペクトルS、、と

比較（等値）する事で木造建物の応答を推定し、被害について考察する。以下に本手法の詳

細について述べる。
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2．3　地表面の加速度応答スペクトル

2，3，1　解放基盤面の加速度応答スペクトルS、B

　表層地盤への入射地震動は、解放基盤面の露頭波（以下では解放基盤面露頭波と呼ぶ）の

加速度応答スペクトルS、、として設定する。解放基盤面露頭波の加速度応答スペクトルS、、

は、荷重指針28）に示されているスペクトル形状（減衰定数5％）に従い、最大加速度A、最

大速度Vを用いて次式で表す。

　　　℃＝1．6π・7ん4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．3）

　解放基盤面露頭波の加速度応答スペクトルS、B（図2．2）は、（2．2）式に示すようにT。＜Tの

領域では、最大速度Vでその振幅が表される。解放基盤面露頭波の加速度応答スペクトル

S、、が一定値を示す上限周期T。はA／Vで表されるので、AIVを地震動（解放基盤面露頭波）

の卓越振動数に対応した指標として用いる。

木造建物

　　　　　　　　　　　　　　S
　　　　　　　　　　　　　　　aeS
　　　　　　　　　　　　　　S　　　　　　　　　　　　　　　as　SaS　（T，R）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼最大応答変形角R

　　　　性能等価加速度
　　　　応答スペクトルSaeS（τ，R）

　　　　　　　　　地表面の加速度
　　　　　　　　　応答スペクトルSaS（T，γ）

G
SaS（T，γ）＝SaB（T，γ）・Gs（T，γ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　S

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SaB

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T　　　　　　　　　　SaeB（γ）
　　　　　　　　地震動増幅率Gs（T，γ）

基盤面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　解放基盤面露頭波の

　～　　加速度応答スペクトルSaB（T，γ）

　　　　　　図2．1表層地盤と木造建物の簡略的応答評価手法

（T，R）

丁

T
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2．3．2　表層地盤の地震動増幅率Gs

　ここでは、表層地盤の地震動増幅率G、の評価法を示す。

　まず、地盤モデルは図2．3に示すように、一様な表層地盤と基盤との2層地盤モデルとす

る。ここで、表層地盤内のせん断歪みγは一様とし、歪み依存性は既往の数多くの土質試

験結果を回帰した今津・福武モデル29）と改正建築基準法で用いられている大崎・原モデル2・1°）

の2種類（砂質土、粘性土）を考える（図2．4）。弾性時における表層地盤のせん断波（S波）

速度Vs。、減衰定数hs。、密度ρ、層厚Hs、基盤のS波速度VsB、減衰定数hB・密度ρBを用

いると、弾性時における表層地盤の1次固有周期はTs。＝4Hs／Vs。、インピーダンス比はα。一

ρ・Vso／ρB・VSBとなる（図2．3）。

　次に、非線形時における表層地盤のS波速度Vsと1次固有周期T、は、剛性低減率GIG。一

γ曲線およびVs。「庫の関係式を用いると、次式のようになる。

　　聡（γ）一玲。・（G（γ）／G。）　　　　　　　　　　（2．4）

　　る（γ）一る。／（G（・）／G。）　　　　　　　　　　（2．5）

すなわち、非線形時における表層地盤のS波速度Vs、ひいては表層地盤の1次固有周期T、

はせん断歪みγの関数として表される。

25

20

ぐ　　
書

）需10

の

5

0

0．2　　 0．40．60．81　　　　　　3　　 5　7
　　　　　Period　（sec）

図2．2解放基盤面の加速度応答スペクトルS、B

弾性時 非線形時

表層地盤

ρ，Vso，　hso

ρB，VSB，　hB

表層地盤

ρ，Vs，　hs

Ts，α

γ≠0

　ρB，VSB，　hB

図2．3表層地盤の解析モデル
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　最後に、表層地盤の地震動増幅率Gsには、重複反射理論2・H）に基づく伝達関数を用いる。

非線形時の複素円振動数p、インピーダンス比αを用いると、表層地盤の地震動増幅率Gs

は次式で表される。

姻・1／磯劉・’・α（・）・血際判
（2．6）

P伽）・⊂誓〕・ 1

（1・2∫乃、（γ）） （2．7）

　　　　ρ・聡（γ）・（1・2噸γ））
α（γ）ニ

　　　　　ρガ聡ガ（1＋2∫勾
（2．8）

（2．4）～（2．8）式より、表層地盤の地震動増幅率Gsもせん断歪みγの関数として表されるこ

とがわかる。

♂
お

一砂質土一今津・福武一一砂質土一大崎・原
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2，3．3　地表面の加速度応答スペクトルS、Sの評価

　ここでは、表層地盤内のせん断歪みγに対応する解放基盤面露頭波の等価加速度応答ス

ペクトル値S。，Bを求める事を考える。まず、表層地盤内の変位分布は1次固有モードが卓越

し、直線であると仮定する。基盤面に対する地表面の最大相対変位はせん断歪み（最大せん

断歪み）γを用いると、γ・Hsと表される。次に、地表面の最大相対変位γ・Hsが表層地盤

の非線形時1次固有周期T、となる1質点系の最大応答変位に対応すると考える。最大応答

変位と最大応答加速度の近似的関係212）の他に、減衰定数の増大による等価加速度応答スペ

クトル値の低減率Fhを用いれば、解放基盤面露頭波の等価加速度応答スペクトル値SaeBは

以下のように略算することができる。

k2π処（γ）1・蒜））　　（29）

　　鵬（・））－1．1♂毒（。）　　　　　（・。1・）

ここで、等価減衰定数h，Sは1質点系の伝達関数の振幅の最大値1／（2h，s）と、表層地盤の非線

形時1次固有周期Tsにおける増幅率Gs1211）とを等値して、以下のように表される。

　　蝋γ）－1／（2・G、1（γ））　　　　　　　　　　　（2．ll）

　　G・1（・）－G・（る・・）－1／（1・57蜘）・α・・（G（・）／G・））　　　（・．12）

　以上の関係を用いて、表層地盤内のせん断歪みγに対応した地表面の加速度応答スペク

トルS。Sを算定する。すなわち、せん断歪みγに対応した非線形時1次固有周期Tsで、解放

基盤面露頭波の等価加速度応答スペクトル値S、，B（（2．9）式）と等しい加速度応答スペクトル

S。Bを求める。そして、解放基盤面露頭波の加速度応答スペクトルS、Bに表層地盤の地震動増

幅率Gs（（2．6）式）を乗じて、地表面の加速度応答スペクトルS、Sを求める（（2．1）式）。

　なお、解放基盤面露頭波の加速度応答スペクトルS、Bに応じたせん断歪みγを求める際に

は、例えば、以下のような手順でγについて収敏計算を行えば良い。i）せん断歪みγの初

期値を設定する。i）（2．9）式よりS。，Bを算定する。　ii）せん断歪みγをγ・S、BISae、と修正す

る。iv）（i）～（ii）をS。B＝S。，Bとなるまで繰り返す。
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2．4　木造建物の性能等価加速度応答スペクトルSaeS

　木造建物の応答評価には、性能等価加速度応答スペクトル27）を用いる。概要を図2．5に

示すように、性能等価加速度応答スペクトルS、，Sは地震観測記録や地震荷重の加速度応答ス

ペクトルS、、と直接的に比較可能なように、限界耐力計算の計算過程を用いて・建物の限界

性能（限界耐力、限界変形）をそれと等価な加速度応答スペクトルS。，，に換算したものであ

る。換算においては、まず、復元力特性の骨格曲線をBilinear型に近似する。限界変形角R

に対応した塑性の程度を表す係数D，は降伏変形角R，を用いると、

　　　　　D／（R）＝RIRン　　　　　　　　　　　　（2・13）

となり、建物の等価減衰定数hは以下のように表される213）。
　　　　　　　　　　　　　et

　　　　　姻・λ・（1－1／何可）・妬　　　　　　（・．14）

ただし、木造建物の初期減衰h。は比較する地震動（設計用の地震動28）と観測地震動）によっ

て設定方法が異なる214）。設計用の地震動（荷重指針に示されているスペクトル形状）に対す

る木造建物応答を求める場合には、

　　　　　　　　乃b＝0．05　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2。15）

と表される。一方、観測地震動に対する木造建物応答を求める場合には、木造建物の初期

減衰h。は以下のように表される。

　　　　　｛　　　　　蝋R）・0．05の場合　％；0・05一胸，（R）

　　　　　妬（R）・・．・5の場合妬一・　　　　　　（2」6）

総質量：M

等価質量

　：Me

h。t（D

Sa，S，　Q／M，

　　　　S、S－SdSスペクトル（h－0．05）

　　　　　　　　　真の応答

　　　　　　　　　　性能等価SaeS－Sd，Sスペクトル
　　　　　、…・……・舟磯網…幽驕’…曉（h℃．05）

het

減衰定数5％等価応答

Bilinear型スケルトンカーブ

Sd，　Sde，　H、昆R

図2．5木造建物の性能等価加速度応答スペクトルの概要27）
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　限界変形角Rに対する等価建物固有周期T、，とT。，に対応する性能等価加速度応答スペクト

ルSaeSは、加速度応答スペクトル低減率Fhを用いて次式で表される。

冗，（瓦の・2πμ・凡，R／（Cジ9）

臨，（R・C，・乃一〇・05）＝9，／（砿・罵（蝋R）））＝C，・9／（μ・罵（駕，（R）））

ただし、μ＝砿／M

（2．17）

（2．18）

（2．19）

そして、木造建物の性能等価加速度応答スペクトルSae、と地表面の加速度応答スペクトル

S。Sの交点から、木造建物の最大応答変形角Rを評価する。

　一例として、以下に示す条件の木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS、、sを図2．6に

示す。ここでは、木造建物は2階建てを想定し、質量の等しい2質点系の1次固有モードが

直線である場合を仮定して、等価高さH，、＝5．Om、μ＝0．9の1質点系（等価質量M，）に縮約し

ている。復元力特性は既往の木造構造要素実験データベース2・15・2・16）を参考に、降伏変形R＝1／
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ン
100radの完全弾塑性型の骨格曲線で表し、（2．14）式中のλは木造建物の耐震要素が筋かいの

場合に適用される値o．22」7）と設定している。降伏せん断力係数c（＝Q／Mg：Qは降伏せん断
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y　　　y　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y
カ、Mgは建物総重量）は、　Cy＝0．2～1．0まで、0．2ずつ変化させている。

25

20

⑤5
ε

制0
（つ儒

　5

0

0．2　　0．4α60．81　　　　　　3　　5　7

　　　　　　Period　（s）

25

20

£15
≧

認10

　5

季．0

0．8

　0．6

　　0．4

　　　　　　0．2

0

0．2　　0，40．60．81　　　　　　3　　5　7

　　　　　　Period　（s）

（a）設計用の地震動（荷重指針に示されて　　　　　（b）観測地震動の場合

　　　いるスペクトル形状）の場合

　　　　　　図2．6木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aeS
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2．5　周波数応答解析との比較

　提案手法による表層地盤の応答（地震動増幅率）評価精度を例証するため、周波数応答解

析（SHAKE）から得られる地震動増幅特性（伝達関数）と比較する。ここでは、簡略的応答

評価手法のモデル化（2層地盤化）の影響も見るため、周波数応答解析では、層分割を行な

い6層地盤としてモデル化している。また、表層地盤への入射地震動は、加速度応答スペク

トルが解放基盤面露頭波の加速度応答スペクトルS、Bに適合するような模擬地震動波を10波

（継続時間は120s、位相特性をランダムに変化）作成する。（2．6）、（2．1）式より得られた表層

地盤の地震動増幅率G、と地表面の加速度応答スペクトルS、、を図2．7に示す。同図中には、

10波を用いた周波数応答解析結果（伝達関数および地表面の加速度応答スペクトル）の平均

（太点線）の他に、平均±標準偏差（細点線）を示している。なお、模擬地震動10波のばら

つきは、図2．7からは十分に判読できないほど小さくなっている。ここで、表層地盤につい

ては、Ts。＝0．5s、α。－0．3、　Vs。＝120m／s、粘性土、大崎・原モデル、解放基盤面露頭波につい

ては、AIV＝8、　A＝0．64m／s2および3．2m／s2としている。図2．7（a）より、周波数応答解析によっ

て得られる伝達関数は（2．6）式によって概ね近似できていることがわかる。図2．7（b）の加速

度応答スペクトルで比較すると、周波数応答解析との差がやや大きくなっている。これは、

伝達関数として表した地震動増幅率Gsが、解放基盤面に対する地表面の加速度応答スペク

トルの比から乖離していくためと考えられる。

♂

　一提案手法
　…・・SHAKE平均3

　T＝0．5，α＝0．3

　粘性土一大崎・原

2

1

亀1

ρ～7

・一一一・ rHAKE平均±σ　　　　　　一提案手法　　　　…一一SHAKE平均±σ

　　　　　　　　　　　一・…SHAKE平均
　　　　　　　　　　14
　　　　　　　　　　12T・・＝α5・α・＝α3

　　　　　　　　　　　粘性土一大崎・原

　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌔．°，・’ヤ葦

　　　　　　　　需8　　　　　装A・3・2（・／s2）
　　　　　　　　　≧

　　　　　　　　　鴇6
　　　　　　　　　°°、　，瀞A…64（・／s2）

　　　1
Per　iod　（sec）

5

2

亀1

　　　1
Per　iod　（sec）

5

（a）地震動増幅率G、　　　　　　　　（b）加速度応答スペクトルS、，

　　　　図2．7周波数応答解析（SHAKE）との比較
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2．6　第2章のまとめ

　ここでは、表層地盤への入射地震動特性、表層地盤の地震動増幅特性が、木造建物の応

答・被害に及ぼす影響と、木造建物の耐震性能による被害の違いについて検討することを目

的として、各影響要因や木造建物の応答・被害への影響度の考察を容易とするための表層

地盤と木造建物の簡略的応答評価手法を提案した。

　提案手法では、表層地盤を2層地盤モデル、木造建物を1質点系モデルで表している。そ

して、表層地盤への入射地震動を解放基盤面露頭波として設定し、表層地盤と木造建物の

応答をともに応答スペクトル法に基づいて評価する。
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第3章　簡略的応答評価手法を用いた木造建物被害要因の定性的分析

3．1概要

　ここでは、第2章で提案した簡略的応答評価手法を用いて、表層地盤への入射地震動特

性、表層地盤の地震動増幅特性が木造建物の応答・被害に及ぼす影響について検討するとと

もに、木造建物の耐震性能による応答・被害の違いについても検討する。まず、3．2節では、

提案手法を用いて表層地盤への入射地震動特性と表層地盤の地震動増幅特性との関係につ

いて分析する。次に、3．3節では、表層地盤への入射地震動特性、表層地盤の地震動増幅特

性が木造建物応答に及ぼす影響についてパラメータ解析を行い検討する。そして、3．4節で

は、近年の地震被害事例である1995年兵庫県南部地震、2000年鳥取県西部地震、2001年

芸予地震における木造建物の被害要因について、簡略的応答評価手法を用いて分析を行う。

最後に、3．5節では、1995年兵庫県南部地震における京都市の木造建物被害について、京都

市域における地震観測ネットワークの観測記録や深部地下構造調査結果に基づいた地盤モ

デルを用いた分析から検討する。

3．2’表層地盤の地震動増幅特性

　表層地盤の非線形性が表層地盤の地震動増幅特性に及ぼす影響を把握するため、表層地

盤の地震動増幅率Gsとせん断歪みγとの関係について調べる。ここでは、表層地盤の地震

動増幅率G、を特徴づける指標として、非線形時1次固有周期T、での増幅率Gs1（（2．12）式）

と無次元1次固有周期Ts／Ts。（（2．5）式）に着目する。

3，2．1　表層地盤の非線形性の影響

　まず、非線形時1次固有周期Tsでの増幅率Gs1とせん断歪みγとの関係を図3．1に示す。

図3．1（a）、（b）では、各インピーダンス比α。を0．3、0．4としている。（2．12）式からもわかる

ように、Gs、はαoが小さいほど大きくなる。γが小さく弾性時に近い場合のGs蓋は、αo＝0．3

の場合にGs1＝3．0、α。＝0．4の場合にGs1＝2．3となっている。せん断歪みγの増大に伴って、

土質種別や歪み依存モデルの違いによる非線形時1次固有周期Tsでの増幅率Gs1の差が明瞭

となり、例えばαo＝0．3、γ＝0．01の場合には、Gsrl．5～3．0の範囲でばらついている。

　次に、無次元化1次固有周期Ts／Ts。とせん断歪みγとの関係を図3．1（c）に示す。　Ts／Ts。は

（2．5）式に示すようにG／G。一γ曲線の1／2乗で表されることから、GIG。一γ曲線と同様に、土

質種別が同じであれば歪み依存モデルの違いは小さい。例えば、せん断歪みγが0．Olの場

合、無次元化1次固有周期Ts／Ts。は粘性土でTs／Ts。＝25・砂質土でTs／Ts。＝3・5となっている。
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3．2．2　解放基盤面露頭波の影響（特に、1次固有周期の変化）

　ここでは、解放基盤面露頭波の最大速度Vと表層地盤の地震動増幅率Gsとの関係につい

て、弾性時における表層地盤のS波速度Vs。、インピーダンス比α。、1次固有周期Ts。、土

質種別、歪み依存モデルの影響を分析する。

　解放基盤面露頭波の最大速度Vと無次元化1次固有周期Ts／Ts。との関係を図3．2に示す。

図3．2では、表層地盤の土質を砂質土（今津・福武モデル3り）、解放基盤面露頭波の卓越振動

数に対応した指標AIVをAIV＝8、16としている。

　まず、S波速度Vs。の影響にっいて図3．2（a）に示す。無次元化1次固有周期Ts／Ts。と解放

基盤面露頭波の最大速度Vとの関係は、表層地盤のS波速度Vs。によって変化する。そのた

め、図3．2中ではS波速度Vs。をVs。＝160m／sの値で基準化した上で、解放基盤面露頭波の最

大速度Vを（160／Vs。）・Vと表しているが、これにより、S波速度Vs。の影響を適切に補正す

る事ができている。また、インピーダンス比α。の影響について図3．2（b）に示す。インピー

一砂質土一今津・福武一砂質土一大崎・原
　一一粘性土一今津・福武　一一粘性土一大崎・原
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ダンス比α。により無次元化1次固有周期Ts／Tsoは若干変化するが、その影響は大きくない・

　次に・弾性時1次固有周期Ts。の影響について図3．2（c）に示す。図示した結果のうち、

Tso＝0．2sの時には、　A／V＝8の場合とAIV＝16の場合で、解放基盤面露頭波の最大速度Vと無

次元化1次固有周期Ts／Ts。との関係に大きな差が見られる。例えば、　Ts。－0．2の場合でみる

と・（160／Vs。）・V＝0・4m／sの日寺、　AIV＝16（上限周期T、＝0．31s）の場合、　Ts／Ts。＝2・3で、　Ts＝0・46s（

＞T、）となっている。また同様に、A／V＝8（T、＝0．63s）の場合には、　Ts／Ts。＝1・7で、非線形時1

次固有周期T、は0・34s（〈T、）となっている。しかし、　AIV＝8（T。－0．63s）の場合でも、（160／

Vs。）’V＝0・8m／sと大きくなって、非線形時1次固有周期T、が長周期化し（Ts＝0・64s）、　TS＞T。

となると、A／V＝16と同じ曲線上にのってくる。すなわち、解放基盤面露頭波の最大速度V

と無次元化1次固有周期Ts／Ts。との関係は、表層地盤の非線形時1次固有周期Tsと解放基盤

面露頭波の上限周期T、との大小関係によって変化している。

　そこで、表層地盤の非線形時1次固有周期T，と解放基盤面露頭波の上限周期T。の関係を

図3。3（a）に示し、これを用いて図3，2（c）の結果を今一度考察する。例えば、Ts。＝0．2、　A／V－8

の場合でみると、T、は（160／Vs。）・V＝0．8m／sの時に、　A／V＝8の上限周期T、＝0．63sを超えてい

る（図3．3（a）の○印）。この様に、TsとT、の大小関係に着目して図3．2（c）を図3。3（a）と対応

させて見てみると、T、＞T、の場合に、Ts／Ts。は解放基盤面露頭波の最大速度Vに関する1つ

の曲線（関数）で表されることがわかる。また、Ts＜T、となる場合でも、　TsとT，の差が大

きくない場合（Ts。＝0．2s、　AIV＝16のような場合）には、　T，＞T。の場合との差は小さい。

　Ts＞T。の場合について、土質種別、歪み依存モデル別の解放基盤面露頭波の最大速度V

と無次元化1次固有周期Ts／Ts。との関係を図3．2（d）に示す。　Ts／Ts。は土質種別による違いは

見られるが、歪み依存モデルによる違いは殆ど見られていない。そして、表層地盤のS波

速度Vs。＝160m／s時のTs／Ts。を同図から読むと、V＝0，4m／sでは、砂質土の場合にTs／Ts。－2．3、

粘性土の場合にTs／Tso＝1．6、　V＝0．8m／sでは砂質土の場合にTs／Tso＝3．2、粘性土の場合にTs／

Ts。＝2．6となっている。なお、　Ts＞T、の場合には、解放基盤面露頭波の最大速度Vと無次元

化1次固有周期Ts／Ts。との関係が、図3．2（d）を回帰して得られた次式を用いて略算すること

ができよう。

隅。－1・β・（（160／聡。）・7）°7
（3．1）

（砂質土：β＝2．5，粘性土：β＝1．25）

簡略的応答評価手法では、表層地盤内のせん断歪みγを一様と仮定しているので、弾性時

1次固有周期Ts。を固定すれば、V／Vs。はせん断歪みγに対応するものになり、それゆえ、（3．1）

式の様に統一的な表現が可能となっている。
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　一方、非線形時1次固有周期Tsでの増幅率Gs玉についても、無次元化1次固有周期Ts／Ts。

と同様に解放基盤面露頭波の最大速度Vと関係づけることができる（図3．4（a））。ただし、先

述のように、非線形時1次固有周期Tsでの増幅率Gs1はインピーダンス比α。によって変化

し、α。が小さいほどGs、は大きくなる。なお、図3．4（b）に示すように、土質種別や歪み依

存モデルによっても非線形時1次固有周期T、での増幅率Gs、は変化する。
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3．3　木造建物の応答および被害への影響評価

　表層地盤への入射地震動特性や表層地盤の地震動増幅特性が地表面の加速度応答スペク

トル、つまり木造建物の応答や被害に対してどの程度影響するかについて検討を行なう。検

討においては、まず、弾性時における表層地盤の1次固有周期Ts。、インヒ゜一ダンス比α。、

S波速度Vs。、地盤物性（土質種別や歪み依存モデル）、解放基盤面露頭波の卓越振動数に対

応した指標AIV、最大速度Vを解析パラメータとして、地表面の加速度応答スペクトルS。S

を算定する。その際、表層地盤については、α。＝0．4、Vs。＝160m／s、土質を粘性土（今津・福

武モデル）、解放基盤面露頭波については、A／V＝8、　V＝0．4m／sとした場合を基本ケースとし

ている（図3．5～図3．7）。

　一方、木造建物については、2．4節と同様に、2階建て木造建物を想定し、質量の等しい

2質点系の1次固有モードが直線である場合を仮定して、等価高さH。、；5．Om、μ＝0．9の1質

点系に縮約している。そして、降伏せん断力係数Cy（耐力）をCy＝0．2～1．0の範囲で変化さ

せて、木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS、e、を算定する（図2．6）。以下では、各解

析パラメータが木造建物の性能等価加速度応答スペクトルSae、と地表面の加速度応答スペク

トルS、、との交点より得られる木造建物の最大応答変形角Rに及ぼす影響を考察する。

3．3．1S波速度Vsoとインピーダンスαoの影響

　まず、S波速度Vs。とインピーダンス比α。をパラメータとして得られた結果をそれぞれ

図3．5（a）、（b）に示す。弾性時における表層地盤のS波速度Vs。やインピーダンス比α。が異

なると、非線形時における表層地盤の1次固有周期Tsや地表面の加速度応答スペクトルS。S

のピーク値も若干変化している。しかし、地表面の加速度応答スペクトルS、S、ひいてはS。S
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と木造建物の性能等価加速度応答スペクトルSaeSとの交点として評価される木造建物の最大

応答変形角Rには、大きな変化は見られない。従って、表層地盤の弾性時1次固有周期Ts。

が等しい場合には、S波速度Vs。やインピーダンス比α。が木造建物被害に及ぼす影響は大

きくないと言えよう。

3．3．2　1次固有周期丁soと卓越振動数に対応した指標A／Vの影響

　次に、表層地盤の弾性時1次固有周期Ts。と解放基盤面露頭波の卓越振動数に対応した指

標AIVの影響について分析する。

　まず、弾性時1次固有周期Ts。にっいての結果を図3．6（a）に示す。　Ts。の違いによって、地

表面の加速度応答スペクトルS。、は大きく変化している。このため、降伏せん断力係数

C＝0。6と耐力が高い木造建物の場合には、最大応答変形角もR＝1／30～1／60radと大きく変
y

化している。しかし、Cが0．2以下と耐力が低い木造建物の場合には、最大応答変形角Rの
　　　　　　　　　　y
変化は小さく、概ねRM／30radとなっている。

　次に、弾性時1次固有周期Ts。＝0．2sとして、解放基盤面露頭波の卓越振動数に対応した指

標AIVを変化させた場合の結果を図3．6（b）に示す。同図より、AIV＝12～20とした場合の

地表面の加速度応答スペクトルS、sには差が殆ど見られず、　AIV＝8（T、＝0．63s）とした場合の

S。sのみ、　T。より短周期側でAIV＝12～20の結果と差が生じている。ここで、図3．6（b）に示

したケースのうち、A／V＝16、20の場合はTs＞T、、　A／V＝8、12の場合にはTs〈T。となって

いるが（図3．3（b）参照）、AIV司2の場合のT。とTsの差は約0，1と小さい。

　同様に、弾性時1次固有周期Ts。が0．2sよりも長い場合（Ts。＞0，2s）、　Ts。＝0．5sについて、

AIVを変化させた結果を図3．6（c）に示す。　Ts。＝0．2sの場合（図3。6（b））と比べると、　AIVの値

に関係なくT，＞T。となっているため、1次固有周期付近ではS、、に違いは見られていない。

ただし、短周期領域の加速度応答スペクトルの振幅レベル（最大速度Vを一定としているた

め、最大加速度A）の違いにより、2次固有周期と思われる0．3s付近において大きな差が見

られているが、木造建物の最大応答変形角Rには殆ど影響していない。

　以上より、地表面の加速度応答スペクトルS。Sの差を木造建物被害の観点から考察すると、

表層地盤の弾性時1次固有周期Ts。を変化させた場合と同様、解放基盤面露頭波の卓越振動

数に対応した指標AIVによっては（Ts＜T、の場合）、耐力の高い木造建物の被害程度に差が

生じる場合があると言えよう。
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3．3．3　最大速度Vや地盤物性の影響

　最後に、解放基盤面露頭波の最大速度Vと表層地盤の地盤物性（土質種別や歪み依存モデ

ル）が、木造建物の応答や被害に及ぼす影響について考察する。まず、表層地盤の弾性時1

次固有周期Ts。をTs。＝0．3s、解放基盤面露頭波の卓越振動数に対応した指標AIVをAIV＝8、

16として、最大速度Vを変化させた場合の結果を図3．7（a）に示す。木造建物の最大応答変

形角Rは解放基盤面露頭波の最大速度Vとともに増加し、木造建物の降伏せん断力係数C，

に関係せず、ほぼ一定値になっている。また、地盤物性を変化させた場合の結果を図3。7（b）

に示す。粘性土と砂質土では、歪み依存モデル（動的変形特性）の違いにより表層地盤の地

震動増幅率Gsが異なるため、粘性土の方が大きな加速度応答スペクトル値S、，を示してい

る。そのため、粘性土の方が耐力の高い木造建物に被害を生じさせる可能性が高くなって

いる。
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3．3．4　建物被害への影響度のまとめ

　以上をまとめると、以下の事が指摘できる。木造建物の応答や被害に対して、解放基盤

面露頭波の最大速度Vの影響が大きい。また、表層地盤の弾性時1次固有周期Ts。や土質種

別の違いによって地震動増幅特性に差が生じるが、木造建物被害の観点から見れば耐力の

比較的高い木造建物に影響が表れやすいと考えられる。さらに、木造建物の耐震性能を考

えた場合、解放基盤面露頭波の最大速度Vが大きくなると木造建物の最大応答変形角Rは

降伏せん断力係数Cによる差が小さくなっていく。このため、耐力向上だけを行なう耐震
　　　　　　　　y
補強では、必ずしも木造建物被害の低減効果は期待できないと考えられる。
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3．4　近年の地震被害の考察

　近年の被害地震である1995年兵庫県南部地震、2000年鳥取県西部地震、2001年芸予地

震の木造建物被害を事例として、提案している簡略的応答評価手法を用いて木造建物の地

震被害要因について考察する。

3．4．1　観測記録から見た地震動特性（PGA／PGV、　PGV、　S、s）

　まず、観測記録を用いて各地震の地震動特性にっいて述べる。観測記録の最大地動加速

度（PGA）と最大地動速度（PGV）の関係を図3．8に示す。

　兵庫県南部地震では、最大地動加速度と最大地動速度の比PGAIPGVは6～8と比較的長

周期成分で卓越し、PGV＝0．8m／s以上を記録している観測点が多く見られる。例えば、　JMA

神戸では、最大地動速度PGV＝0．92m／sが観測されている。

　芸予地震では、最大地動速度の小さい地震であったことがわかる。最も大きな最大地動

速度を記録したK－NET観測点大野（HRSOI4）でも、　PGAIPGV－14、　PGV＝0．32m／sとなって

いる。

　鳥取県西部地震では、観測点によってPGAIPGVが異なっている。傾向としては、　PGA／

PGVが12～20と大きい場合には最大地動速度は小さく、逆にPGAIPGVが8前後と小さい

場合には最大地動速度が大きくなっている。例として、震源近くの観測点2点を取り上げ

る。K－NET観測点江府（TTRO7）ではPGAIPGV＝17、　PGV＝0．42m／sとなっているのに対し

て、KiK－net観測点日野（TTRHO2）ではPGAIPGV＝8、　PGV＝1．13m／sとなっている（位置関

係は図3．10を参照）。また、墓石の転倒率から推定された最大地動速度は、KiK－net観測点

日野周辺でPGV＝0．6～1．Om／s程度3・2・3・3）となっている。図3．9（a）には、参考のために各代表

観測点の加速度応答スペクトルS。Sと木造建物の性能等価加速度応答スペクトルSaeSを示す。

このとき、木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS、eSは観測地震動との比較を行ってい

るため、木造建物の初期減衰h。の評価は（2．16）式に従っている。

蕩
≧

歪

　O　兵庫県南部地震　　　　　ロ　芸予地震

　ロ鳥取県西部地震
　　　　　　　　A／V＝16　A／V＝12　A／V二810

　　　　b」　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　PGV（rヅs）

図3．8各被害地震の観測記録のPGAとPGVとの関係
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　以下では、観測記録を参考に解放基盤面露頭波の卓越振動数に対応した指標AIV、最大速

度Vを設定し、木造建物の地震被害にっいて分析を行う。

3．4．2　兵庫県南部地震の被害

　兵庫県南部地震では、解放基盤面露頭波をA／V－8、V－0．8m／sとして考察する（図3．7（a））。

木造建物の降伏せん断力係数C（耐力）に関係なく、最大応答変形角Rは1／20radを超えて
　　　　　　　　　　　　　　y
いる。そのため、兵庫県南部地震の被害集中域においては、耐力にあまり関係せず、変形

性能の十分でない木造建物に甚大な被害が生じた可能性が指摘できる。なお、鳥取県西部

地震におけるKiK－net観測点日野の観測記録は、　JMA神戸の観測記録とスペクトル特性が

似ており（図3．9（a）参照）、同様の指摘をすることができよう。

3．4．3　芸予地震の被害

　芸予地震では、解放基盤面露頭波をAIV＝16、　V；0．3m／sとして考察する（図3．9（b））。解放

基盤面露頭波の最大速度Vが小さいために、最大応答変形角が最も大きくなる場合でも

R＝1／30rad程度である。しかし、表層地盤の弾性時1次固有周期Ts。や土質種別、木造建物

の降伏せん断力係数Cによって、最大応答変形角のばらっきは大きくなっている。すなわ
　　　　　　　　　y
ち、芸予地震では、最大地動速度が0．3m／sを超えない地域が多かった事が、甚大な被害を

生じた木造建物が少なかった主要因と考えられる。また、被害が発生しはじめる地震動レ

ベルであり、表層地盤の弾性時1次固有周期Tsoや地盤物性、木造建物の耐力の違い、ある

いはその組み合わせ等の微妙な条件の差によって、被害発生の有無や被害要因に差が生じ

た可能性があると考えられる。

3．4．4　鳥取県西部地震の被害

　鳥取県西部地震については震源近傍に位置し、木造建物被害が集中した日野町を取り上

げて分析を行う。地震観測点日野（TTRHO2）と江府（TTROO7）の位置関係、および木造建物

の地区別被害率34）を図3。10に示す。ここでの被害率とは、罹災証明から算定したもので、

被害率＝全壊率＋半壊率／2としている。同図から、日野町の木造建物の被害率は、布施谷

から安原地区にかけて高くなっていることが見て取れる。

　また、3．3節では、表層地盤の弾性時1次固有周期Ts。、土質種別によって、最大応答変形

角が変化する可能性を示唆した。しかし、地盤の常時微動計測から推定された表層地盤の

弾性時1次固有周期Ts。（0．3s以下32・3・3））には大きな差違が見られず、表層地盤の地盤物性や

木造建物の耐震性能についても、地区によって大きな差違が存在するとは考えにくい。

一3．ll一



　一方、日野と江府の観測記録には、最大地動速度およびPGAIPGVに大きな差が見られ

た。しかし、解放基盤面露頭波の卓越振動数に対応した指標（AIV＝8、16）と最大速度（V－0．4、

0．8m／s）を解析パラメータとしてS㏄，とS、sの比較を行った図3．7（a）を見ると、最大応答変形

角は解放基盤面露頭波の卓越振動数に対応した指標AIVに関わらず、最大速度Vによって

大きな差が生じている。

　以上の事から、日野町付近における地区別被害率の差は、表層地盤への入射地震動の最

大速度の差によって概ね説明できると考えられる。換言すれば、同町内においても、震源

から伝播してきた地震動の最大速度レベルが大きく異なっていた可能性が示唆される。
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3．5　兵庫県南部地震における京都市の木造建物被害

　兵庫県南部地震における京都市の木造建物被害について分析を行う。京都市では過去に

何度も地震被害を被っており、兵庫県南部地震の際にも見られたように、木造建物の地震

被害地域は盆地端部周辺に集中する傾向が見られている35｝。

　ここでは、京都市の木造建物被害が盆地端部周辺に集中する要因について、兵庫県南部

地震における木造建物被害を対象として、京都市域における地震観測ネットワークの観測

記録や深部地下構造調査結果36）に基づいた地盤モデルを用いた地震動増幅特性の分析から

検討を行う。

3．5．1地震動強さ指標の性質

　図3．11に示す京都市地震観測ネットワークとK－NET観測網の観測点で得られている全19

地震（2001年4月現在）の地表面観測記録を用いて、代表的な4種類の地震動強さ指標（最

大地動加速度PGA、幽最大地動速度PGV、気象庁計測震度I」MA、スペクトル強度SI）の関係に

ついて分析する。

　まず、計測震度IJMAと最大地動加速度PGA、最大地動速度PGVおよび（PGA・PGV）°5との

相関関係を図3．12に示す。図3．12より、計測震度IJMAは最大地動加速度PGAとの相関はあ

まり良くなく、最大地動速度PGVとの相関が最も良いことが分かる。そして、I」M、と（PGA・

PGV）°5との相関はPGAと同様に、高振動数成分が影響していると思われ、　PGVよりも低く

なっている。

　次に、スペクトル強度SI（Housnerのスペクトル強度SI（h二〇．2）を平均化したもの）と最大

地動速度PGVとの相関関係について分析する（図3．13）。検討に用いた観測記録からは、　SI

とPGVとの関係は童・山崎3・7）が指摘した様な比例関係には必ずしもない（図3．13（a））。

25〔．う’
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24ミ4’
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　　　　　　ぐ馬

窟。
魑‘’亀罪，

　　　　　　13536’　　　　　　13542’　　　　　　1354『　　　　　　　13554’

　　　　　　　　　　　　　　　　　マ

図3．11京都市地震観測ネットワークとK－NET観測網の観測点位置
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　そこで、地震動の卓越振動数をFe＝（1／2π）・（PGAIPGV）で定義される等価卓越振動数Fe

で略算し、SIIPGVとの関係を調べた。　SIIPGVとlog（1／Fe）とは線形関係にあり（図3。13（b））、

地震動の卓越振動数を介して対応づけられる事がわかる（図3．13（c））。

　次に、露頭岩盤上の観測点である喜撰山（KSM）を基準として、各観測点での最大地動加

速度PGA・最大地動速度PGV、スペクトル強度SIの平均増幅率と、計測震度IJM、の平均差

分を図3・14（a）、（b）に示す。また、図3．14（c）にはPGA、　PGVの増幅率と等価卓越振動数Fe

の平均的な関係を示す。図3．14（c）に示す様に、等価卓越振動数Feが高い観測点（IWK、

KYTOI2）でPGAが増大する傾向にある。前述の様に、　SIもFeの影響を受けるが、その度

合はPGA程ではなく・PGVが大きな観測点ではIJMAやSIの増幅率も大きくなっている。そ

して、IJMA、　PGV、　SIは、盆地端部付近の観測点（RKS、　FSM、　NSY、　HGS）で大きくなっ

ている様に見える。
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3．5．2　　地震動増巾冨特性

　ここでは、微動アレイ計測を含む深部地盤調査36）と表層地盤のPS検層38）との調査結果

から作成した地盤モデル（1次元地盤モデルと2次元地盤モデル）を用いて、観測地点の地震

動増幅特性について検討する。

（1）　1次元地震動増幅特性

　まず、観測地点の1次元地震動増幅特性について検討する。

　1次元重複反射理論を用いて算定される基盤面に対する地表面の伝達関数を盆地端部付

近の観測点NSY、　FSMおよび中央部の観測点MNMを例として図3．15に示す。用いた地盤

モデルのうちNSY地点を例に表3．1に示す。また、同図中には、各観測点での常時微動計

測および2000年鳥取県西部地震の観測記録から求めたHIVスペクトルも併せて示し、上記

の伝達関数と比較している。図3．15より、常時微動計測や地震観測記録から求めた地震動

増幅特性は観測地点の位置に関わらず、1次元地盤モデルを用いた解析により概ね説明でき

ている。しかし、京都盆地では、兵庫県南部地震（図3．16）など過去の被害地震において、

盆地縁辺部で木造建物被害が集中する傾向が見られているため、以下では盆地端部の地震

動増幅特性（エッジ効果）の影響にっいて引きつづき分析を行う。
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（2）　2次元地震動増幅特性

　次に、兵庫県南部地震の際に木造建物被害が目立った西京区（十条通り）東西方向の断面

を対象として（図3．16）、盆地端部での地震動増幅特性にっいて、2次元有限要素法（2D－FEM）

により分析を行う。

　京都市域の盆地端部における基盤面の形状は複雑であり、地下構造調査の結果からは十

分に特定できていない。そのため、図3．17に示すような垂直型（Mode1－A）と傾斜型（Model－

B）の2種類の地盤モデルを想定した。有限要素への要素分割は水平方向には幅25mで一定

とし、鉛直方向には周波数領域で5Hzまで評価できるように分割を行っている。解析モデ

ルには地盤の半無限性を考慮するため、側方にエネルギー伝達境界、底面に粘性境界を設

けている。そして、基盤上の堆積地盤は平行成層地盤とし、NSY地点の地盤物性（表3．1）

を用いている。ただし、NSY地点の表層地盤の影響を取り除くため、表層1層分を取り除

いてモデル化を行っている。図3．18に示すように、表層1層分を取り除いた影響は、3Hz

以下の増幅特性にば殆ど影響していない。

　まず、盆地端部からの距離をパラメータとして、基盤に対する地表の伝達関数を図3．19

に示す。1次元地震動増幅特性と比べると卓越振動数にはあまり大きな違いはないが、振幅

の形状に変化が見られ、盆地端部より約1000mまでの範囲で大きく変化するが、その後徐々

に1次元地震動増幅特性に近づいている。

　次に、地震動の卓越振動数と増幅率がピークとなる位置の関係を調べるため、中心振動

数五を0．5、0．75、1．0、15、2．OHzと変化させたRicker　waveletを鉛直下方から平面波とし

て入力した。入力波に対する地表面での加速度応答倍率の分布を図3，20に示す。
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　盆地端部の極近傍の応答は基盤に拘束されるので、地盤モデルに関係なく基盤面に対す

る加速度応答倍率は1に収束している。盆地端部の形状が垂直型（Mode1－A）の場合には、盆

地端部から300m以上離れた位置で加速度応答倍率がピークとなっている。中心振動数冗の

増加とともにピーク位置での加速度応答倍率が増加しているが、ピーク位置が盆地端部に

近づくと共に、ピークの幅が狭まって地震動増幅効果の影響が局所化していく傾向が見ら

れる。これに対して、傾斜型（Model－B）とした場合、入力波の中心振動数を鏡＝0．75～2．OHz

とすると加速度応答倍率のピークはほとんど確認できなくなり、ピーク位置での加速度応

答倍率も自由地盤（1500m以上の地点）に対して約1．1倍以下と垂直型の1．2～1．4倍に比べ

てかなり小さい。ただし、兀＝0．5Hzの場合には垂直型と同様の加速度応答倍率を示し、自

由地盤に対して約L2倍となっている。

　以上より、盆地端部の地震動増幅特性の影響は盆地端部の基盤形状や入力地震動の卓越

振動数（乙＝0．5～2．OHz）に応じて、ピーク発生位置や加速度応答倍率が大きく変化するこ

とがわかる。また、検討を行った中心振動数の範囲では、盆地端部から2000m以上離れる

と基盤に対する加速度応答倍率が一定値に収束していくが、その値は1．8～2．4倍程度と

なっている。

　　　　　　　　　　　　　表3．1観測点NSYの地盤物性
　　　　　　　　　　　　　単位体積重量下面深度（m）Vs（m／s）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減衰　　　　　　　　　　　　　　kN／m3

一7．2 220 14．70 0．03

一14．5 370 1764 α03

一30．6 590 19．60 0．01

一35．8 390 18．62 003

一35．0 590 19．60 0．01

一80．0 440 唾8．62 0．01

一200．0 490 19．60 0．01

一370．0 970 18．62 α01

一450．0 1520 19．60 0，005

一 3020 24．50 0．0α
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　次に、地震波を入力とした場合の検討結果を示す。入力地震動としては、2000年鳥取県

西部地震時のKSM地点での観測記録（EW成分）に加え、1995年兵庫県南部地震時のJMA

神戸における観測記録から逆算した基盤波（N30W成分）39）を参考として用いる。ただし、

逆算基盤波はKSM地点の観測波と比較が容易なように、振幅を0，01倍している。図3．21

に速度波形を、図3．22に速度応答スペクトルを示す。速度応答スペクトルから読みとれる

地震動の卓越振動数は、鳥取県西部地震の観測波で約3Hz、0．5Hz、0。2～0．25Hz、神戸の

逆算基盤波で約3Hzと1Hzとなっている。

　地表面における加速度応答倍率、速度応答倍率の分布を図3．23に示す。鳥取県西部地震

の観測波を入力した場合には、盆地端部の形状に関わらず応答倍率に明瞭なピークは見ら

れていない。これに対して、神戸の逆算基盤波を入力した場合には、盆地端部の形状（垂直

型と傾斜型）や地震動強さ指標（PGAとPGV）の差によって傾向が異なっている。垂直型の

場合には、最大地動加速度は盆地端部から約350m付近で自由地盤（1500nl以上の地点）の

約1．6倍に増幅しているが、その範囲は200m程度と狭く、速度では盆地端部から500～700m

で1．3倍程度の増幅率に低下している。図3．20、22より、最大加速度は3Hz、最大速度は

lHzの振動数成分によってこれらのピークが形成されていると考えられる。一方、傾斜型

の場合にはピークが明瞭でなくなっている。

　地震波入力の場合でも、応答倍率がピークとなる位置やピーク位置での応答倍率は、入

力地震動の卓越振動数や基盤形状によって大きく異なるものとなった。ただし、地震波の

場合には複数の卓越振動数成分を有している場合があり、考えている地震動強さ指標（例え

ば、PGAとPGV）によっても変化する場合がある点に注意する必要がある。
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3．5．3　地震動特性と木造建物被害

　兵庫県南部地震時に木造建物被害の集中が見られた盆地西縁部に位置するNSY地点周辺

を対象として、解析結果から得られた地震動増幅特性と木造建物被害との関係について分

析を行う。

　まず、図3．24に示した木造建物被害の分布図を見ると、被害が集中したTKB周辺は盆地

端部から300m以内である。3．5．2項の2次元有限要素モデルによる解析結果によれば、盆地

端部付近で地震動が大きく増幅されるのは基盤形状を垂直型（Model－A）と仮定した場合であ

るが、その範囲はPGAとPGVのどちらで見ても盆地端部から300m以遠となっている。ま

た、盆地端部に沿って被害のあった木造建物が散在するが、被害集中域が盆地端部に沿っ

て、帯状に分布していない事も含めて、被害状況との対応は良いとは言えない。

　そこで、木造建物の被害集中域に位置するTKB地点とその周辺のTKA地点（図3．24参照

）で地盤の常時微動計測を行った。常時微動計測から得られたHIVスペクトルをNSY地点

も含めて図3．25に示す。同図より、地盤の1次卓越振動数はいずれも0．4～0．5Hzで、　IHz以

下のスペクトル形状には殆ど差がない。しかし、表層部分の卓越振動数は被害集中地域の

TKB地点では2Hz、被害が殆どなかったTKA地点の4HzやNSY地点の6Hzに比べて著し

く低い。各地点での表層地盤における卓越振動数は表層地盤の土質資料3・1°・31Dを参考に、仮

定したS波速度構造（図3，26）を用いた1次元重複反射理論によって概ね説明できている（図

3．27に示した0．P．Omに対する地表の伝達関数を参照）。

図3．24兵庫県南部地震時におけるNSY周辺の木造建物被害の分布と

　　　　　　　　微動計測位置（NSY、　TKA、　TKB）
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　一方、木造建物（木造住宅）の微動レベルでの卓越振動数は2～6Hz3」2）であり、強震時には

長周期化すると考えられる。以上より、木造建物の被害地域（TKB地点周辺）では、表層地

盤の卓越振動数が他地点に比べて低く、地震動や木造建物の強震時の固有振動数に近い成

分が、表層地盤によって大きく増幅されたことが主要因ではないかと推察される。
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3．5．4　表層地盤の違いによる木造建物応答への影響

　最後に、NSY、　TKA、　TKB地点の仮定した地盤構造の違いによる木造建物応答の差違に

ついて検討する。

　各表層地盤の土質種別は、表層地盤の土質資料3・1q3・ll）を参考にそれぞれ図3．28のように仮

定している。地盤の非線形特性（歪み依存性）は今津・福武モデル3・1）で設定し、表層地盤へ

の入力地震動には、兵庫県南部地震時のJMA神戸での逆算基盤波（図3．21（b））3・9）を用いる。

　表層地盤への入力地震動の地震動強さは、兵庫県南部地震時の京都市で観測されている

震度53・5）から推定する。3．5．1項で示した京都市地震観測ネットワークの観測記録から求め

た計測震度I」MAと最大地動速度PGVとの関係（図3．12（c））を用いると、京都市での最大地動

速度PGVは概ね15～30cm／sと推定されることから、表層地盤への入射地震動（逆算基盤

波）の最大速度を10、20、30c！n／sとして、木造建物の最大応答変形角を推定する。木造建

物については、2．4節と同様に、2階建て木造建物を想定し、等価高さH。，＝5．Om、μ箒0．9の

1質点系に縮約している。そして、降伏せん断力係数Cy（耐力）をCy＝0。2～1．0の範囲で変

化させて、木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS。，Sを算定している（図2。6）。

　木造建物の最大応答変形角は図3．29に示すように、入力地震動の最大速度によらず、表

層地盤の周期が長いTKB地点で大きくなっている。そして、入力地震動の最大速度が小さ

いほど、TKB地点とTKA、NSY地点との最大応答変形角の差は大きくなる傾向が見られる。

　そのため、兵庫県南部地震時における京都市での木造建物被害の主要因は、表層地盤の

地盤特性の違いによって生じた可能性が再確認できる。そして、京都市における入力地震

動がそれほど大きくなかったために、表層地盤の周期特性の違いや木造建物の耐震性能の

違いによって、一部の木造建物にのみ被害が生じ、木造建物被害が盆地端部に集中してい

るように見えた可能性が示唆される。
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3．6第3章のまとめ

　ここでは、2章で提案した簡略的応答評価手法を用いて表層地盤への入射地震動特性、表

層地盤の地震動増幅特性が木造建物の応答・被害に及ぼす影響と木造建物の耐震性能によ

る応答・被害の違いについて検討した。

　検討においては、まず、表層地盤への入射地震動特性と表層地盤の地震動増幅特性の関

係について分析した。次に、パラメータ解析を行い、表層地盤への入射地震動特性、表層

地盤の地震動増幅特性が木造建物応答に及ぼす影響について分析した。そして、簡略的応

答評価手法を用いて、近年の地震被害事例（1995年兵庫県南部地震、2000年鳥取県西部地

震、2001年芸予地震）における木造建物被害の要因について分析している。最後に、1995

年兵庫県南部地震時における京都市の木造建物被害について、京都市地震観測ネットワー

クの観測記録と深部地下構造調査結果に基づいた地盤モデルを用いて分析を行った。得ら

れた第3章の結論を以下に列挙する。

1）非線形時の表層地盤の1次固有周期は、解放基盤面の地震動の卓越振動数との大小関係

によって影響を受ける場合もあるが、概ね解放基盤面露頭波の最大速度から推定できる。

2）表層地盤の地震動増幅特性による木造建物応答や被害の差は、建物被害の観点から見れ

ば、耐力の高い木造建物の場合に、より顕著に現れる場合がある事が示された。

3）解放基盤面露頭波が、荷重指針313）に示されているようなスペクトル形状の場合には、解

放基盤面露頭波の最大速度レベルが、木造建物応答や被害に対して大きく影響する。そし

て、解放基盤面露頭波の最大速度レベルが同程度の場合、解放基盤面露頭波の卓越振動数

が木造建物被害に及ぼす影響は大きくないと考えられる。

4）鳥取県西部地震における日野町および周辺地区間の被害率の差違は、表層地盤への入射

地震動特性の最大速度レベルの違いによって生じたものと推測される。

5）兵庫県南部地震の震度VII地域や鳥取県西部地震における日野町の木造建物被害を分析

する上では、木造建物の耐力よりも変形性能の評価が重要であると推察され、被害の定量

的解釈を行うためには、変形性能に関する実証データの蓄積が必要と考えられる。

6）芸予地震の被災地のように、表層地盤への入射地震動特性の最大速度レベルが比較的小

さい場合には、表層地盤の弾性時1次固有周期や地盤物性、木造建物の耐震性能やそれらの

組み合わせ等の微妙な条件の差によって、被害発生の有無や被害要因に差が生じる可能性

があることが指摘できる。

7）兵庫県南部地震時における京都市の木造建物被害は盆地端部に集中する傾向も見られて

いるが、検討対象としたNSY地点周辺の被害集中については、表層地盤による地震動増幅

特性の影響が大きかったのではないかと推測される。
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第4章　2001年芸予地震における三原市の木造建物被害の分析

4．1概要

　2001年芸予地震では、木造建物には倒壊に至るような大きな被害は殆ど発生しなかった

が、屋根瓦の被害や外壁のひび割れなどの比較的小さな構造被害が広域で多数発生した。こ

のように、木造建物に比較的小さな構造被害をもたらすような地震の発生頻度は、木造建

物の供用期間を考えても決して小さくなく、構造被害が発生する条件（地震動強さ、木造建

物の最大応答変形角等）を定量的に把握しておく事は、都市の防災対策を考える上で、ある

いは木造建物の性能設計を行う上で重要である。

　ここでは、広島県三原市内で外壁のひび割れなどの比較的小さな構造被害が多数の木造

建物に生じた地域（以下では被害多数地域と呼ぶ）を対象として、構造被害が発生し始める

地震動レベルと木造建物の最大応答変形角にっいて定量的な評価を行う。被害多数地域周

辺では2地点で強震記録が得られているが、被害多数地域内では得られていない。従って、

外壁のひび割れなどの構造被害を引き起こした地震動強さの定量的評価を行うには強震記

録だけでは無理があるため、地震動を推定し被害多数地域と被害があまり見られなかった

地域とを比較することで分析を行う。まず、4．2節では、被害多数地域を中心として、木造

建物の被害状況や強震記録について説明する。次に、4．3節では、常時微動計測、表面波探

査、アレイ微動計測により表層地盤のせん断波速度構造を推定する。そして、4．4節では、

三原市の南北断面において地盤モデルを作成し、強震記録を入力地震動とした有効応力解

析を行い、地震動のシミュレーションを行う。最後に、4．5節では、性能等価加速度応答ス

ペクトル4・1）を用いて木造建物の最大応答変形角を推定し、木造建物の被害分布との対応関

係について分析する。

4．2　木造建物被害の概要

　まず、被害多数地域を中心として三原市内の木造建物被害および観測されている強震記

録の概要について図4．1に示す。

　三原市内の木造建物には屋根瓦の被害だけでなく、外壁のひび割れなどの比較的小さな

構造被害も多く見られている。特に、新幹線路線の南側に位置する被害多数地域（図4．1中

の○で囲んだ地域）では、多くの木造建物に外壁ひび割れなどの比較的小さな構造被害が見

られている．・・24・3）。それに対して、被害多数地域の北側では木造建物被害についての明確な

記載は見あたらないが、構造被害は比較的少なく、新幹線路線を境として木造建物の被害

に差が見られていた事を住民からのヒアリングにより確認している。そして、被害多数地
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域の南側では液状化現象による地盤変状も見られているが42・43）、比較的小さな構造被害が

見られた木造建物は少なくなっている。なお、木造建物以外では図4」中に示すBS2地点付

近において、新幹線高架橋にひび割れの被害なども発生している43）。

　三原市は震源から約50km北東に位置し、気象庁震度で震度5強を記録している。そして、

被害多数地域周辺ではK－NET観測点HRSOI7（HRSOI7）と気象庁観測点JMA三原（JMA三

原）で強震記録が得られている（図4．1）。北側の山裾に位置するHRSOI7では、最大地動加

速度（PGA）は652cm／s2、最大地動速度（PGV）は11cm／s、被害多数地域の南側に位置するJMA

三原では、PGAは242cm／s2、　PGVは20cm／sとなっている。なお、両観測点周辺では木造建

物の構造被害はあまり見られていない。

T観測点
17

ノ♂・　鯉遡　測μ
レ欝高架1喬下鍮・軋、1．腱舞募纏糀騨た地域

　　　　　　　　　・轡／　（被害多数地域）

＼．／　、　　　t3
　　　　　　　　　　　　　　　　　気象庁観測点
　　　　　　　　　　　　　　　　　JMA三原

　　　　　　　　　ザ　　　η
　　　　　　　　　　13‘靖1・一一～ノ

藷一一

図4．1三原市における木造建物の構造被害4・2・4・3）と地盤の卓越振動数の分布
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4．3　せん断波速度構造の推定

　ここでは、三原市で行った地盤の常時微動計測、表面波探査、アレイ微動計測の概要に

ついて説明し、計測結果に基づいて表層地盤のせん断波速度構造を推定する。

4．3．1　常時微動計測（地盤の卓越振動数）

　常時微動計測では、サンプリング振動数100Hzで5分間の計測を行っている。計測した

微動記録を40．96秒間で分割し、交通振動などのノイズが少ない部分を選択して（標本数は

8～16）分析に用いている。HIVスペクトルはフーリエ変換後、標本のアンサンブル平均を

行い、さらにバンド幅0．2HzのParzen　Windowにより平滑化した後、水平成分を上下成分

で除して求めている。求めたHIVスペクトルのピーク振動数を地盤の卓越振動数として読

み取っている。

　常時微動計測は図4．1に示す計50地点で行い、地盤iの卓越振動数を求めている。地盤の

卓越振動数は北から南にかけて、約6．0から1．OHzへと変化し（図4．7）、被害多数地域では

概ね3．0～2．OHzに分布している。強震記録が得られているHRSOI7地点では6．3Hz、　JMA

三原地点では1．5Hzとなっている。

4．3．2　表面波探査とアレイ微動計測

　JMA三原地点および新幹線高架橋にひび割れが見られたBS2地点（図4．1）で表面波探査

とアレイ微動計測を行い、表層地盤のせん断波（S波）速度構造を推定している。

　表面波探査4・4）では、図4．2（a）に示すように直線46mの測線に2m間隔で受振計を設置し、

人工起振（カケヤ）の地盤打撃により発生させた表面波を計測し、レイリー波分散曲線（5～

40Hz程度の範囲）を求めている。そして、より深い地盤のS波速度構造（より低振動数領域

の分散曲線）を求めるために、図4．2（b）に示すようなアレイ微動計測を同地点で行い、空間

自己相関法によりレイリー波分散曲線を求めている。

　地表面

受振計

§

会

当

◆一◆アレイ微動

　（L型アレイ）

L＝50～60m

（a）表面波探査　　　　　　　　　　　　（b）アレイ微動計測

　　　図4．2表面波探査とアレイ微動計測の模式図
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　表面波探査とアレイ微動計測から求めたレイリー波分散曲線を重ね合わせ、S波速度構造

を推定する。S波速度構造の逆解析では、振動数と位相速度から波長を求め、波長の1／3の

深度に元の位相速度を与えた初期モデルを作成し、層厚および層数を固定したS波速度を

解析パラメータとして非線形最小二乗法によりS波速度構造を推定している。最後に、レ

イリー波基本モードの水平上下振幅比が同地点で求めたH／Vスペクトルのピーク振動数に

対応するように、推定S波速度構造における最下層のS波速度値を補正している。この場

合、より深い地盤に同定結果が影響を受ける可能性もあるが、表層地盤の卓越振動数に対

応したS波速度構造を推定するという本研究の目的には、大きな影響を及ぼさないと判断

し、そのまま用いている。

　本研究では、JMA三原地点とBS2地点で表面波探査の他に一辺の長さL＝50～60mのL

形アレイ（図4．2（b））を展開して微動計測を行っている。表面波探査では、サンプリング振

動数1000Hz、データ長1024で計測を行っている。アレイ微動計測では、サンプリング振

動数1000Hz、データ長16384を1単位とした計測を20回程度行い、解析に用いている。
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4．3．3　せん断波速度構造

　JMA三原地点およびBS2地点ともに、推定したS波速度構造（図4．5、図4．6）から得られ

るレイリー波の理論分散曲線は観測値に良く対応している（図4．3）。推定S波速度構造から

求めたレイリー波基本モードの水平上下振幅比および重複反射理論に基づく1次元増幅特性

は、同地点で求めたHIVスペクトルのピーク振動数を概ね説明できている（図4．4）。また、

GL－30mまでの推定S波速度構造は、ボーリングデータ45）のN値より換算されるS波速度

46）とも概ね対応している（図4．5、図4．6）。
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4．4　南北断面の地震動推定

　ここでは、K－NET観測点HRSO17の強震記録（NS成分）を入力地震動とした推定地盤モ

デルの有効応力解析により、三原市における地震動を推定する。

4．4．1解析モデル

（1）　地盤モデルの作成

　図4．1に示すA－A’断面とD－D’断面とを対象として2次元地盤モデルを作成している。

2次元地盤モデルの作成は推定S波速度構造、HIVスペクトルより求めた地盤の卓越振動数

および付近のボーリングデータ45）に基づいて行った。まず、推定S波速度構造において各

層のS波速度に対応した土質種別をボーリングデータより設定する（図4．5、図4．6）。次に、

対象断面沿いのボーリングデータから作成した土質種別（地質）断面図とHIVスペクトルよ

り求めた地盤の卓越振動数（図4．7）に対応するように、推定S波速度構造の層厚を変化させ

て2次元地盤モデルを作成している。A－A’断面ではJMA三原地点、　D－D’断面ではBS2

地点の推定S波速度構造を基準としている。A－A’断面とD－D’断面の作成した2次元地盤

モデルを図4．8にそれぞれ示す。そして、土質種別の概要については表4．1に示している。

なお、JMA三原地点（図4．5）、被害多数地域では1次元地盤モデルによる検討も行う。

（2）　解析手法

　解析手法には有限要素法に基づいた有効応力解析を用いている。有限要素への要素分割

は水平方向には幅10mで一定とし、鉛直方向には周波数領域で5．OHzまで評価できるよう

に分割を行っている。境界条件には、地盤モデルの両側面に自由地盤を設けて粘性境界、底

面には粘性境界を設定し、解析対象域は両側面境界からの反射波が影響しないように十分

な距離をとっている。地盤の応力一歪み関係については、修正R－0モデル4・7）とおわんモデ

ル4・8・4・9）で設定し、各層の解析パラメータは表4．1に示している。入力地震動にはHRSOI7地

点の強震記録NS成分の加速度波形を用い（図4．9）、各地盤モデルの底面位置で基盤面露頭

波として設定している。なお、以下に示す加速度応答スペクトルS、Sの図（図4．10、図4．12、

図4．13）には、比較のためにHRSO17地点の強震記録も併せて示している。
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表4．1地盤物性値

修正R－0モデル おわんモデル
Soil　Type Symbol

γ0．5i hmax A C D C、／（1＋eo） Xl

砂 As 0．000126 α26 一〇．5 5 40 0，006 0』4

シルト Ac 0．000253 0．22 一1．0 5 40 0，010 0．16

粘土 Dc 0．000632 0．22 一2．0 8 40 0，060 0．11

砂礫 Dg1 0．000126 0．22 一2．0 10 50 0，005 0．35

砂礫 Dg2 0．000126 0．22 一4，0 20 60 0，005 0．60
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4．4．2　地震動推定結果

（1）　JMA三原（A－A’断面）

　まず、推定した地盤モデルの妥当性を調べるために、JMA三原地点（A－A’断面）におけ

る強震記録のシミュレーションを行う。

　JMA三原地点における推定地震動と強震記録とを比較して図4．10に示す。推定地震動の

速度波形および加速度応答スペクトルS、Sはともに、強震記録に概ね対応している。従って・

JMA三原地点の強震記録は推定地盤モデルにHRSOI7の強震記録を入力地震動とした有効

応力解析により、概ね説明できている。なお、図示していないが、同条件で等価線形解析

を行った場合には、JMA三原地点の強震記録を説明できておらず、等価線形解析では地盤

の非線形性を十分に表現できなかったものと推測される。加速度応答スペクトルS。Sで1次

元地盤モデルと2次元地盤モデル（650m地点：新幹線路線からの南北距離）の結果を比較す

ると、両者に違いは殆どなく、JMA三原地点では2次元地盤構造の影響は見られていない。

（2）　被害多数地域（A－A’断面）

　A－A’断面における推定地震動の最大地動加速度（PGA）と最大地動速度（PGV）の分布を

図4．llに示す。　PGAはHRSOI7地点からJMA三原地点に向かうにつれ、約450から200cm／

s2へと小さくなっている。一方、PGVは被害多数地域で若干大きくなっているが、概ね20cm／

s程度とA－A’断面で大きな変化は見られていない。

　次に、被害多数地域における推定地震動を図4．12に示す。2次元地盤モデル（100m地点

）の加速度応答スペクトルS、，は1次元地盤モデルの結果よりも0．7～1．Osの周期領域で大き

くなっている。そして、2次元地盤モデルの加速度応答スペクトルS。sは、図4．10に示した

JMA三原地点の結果とも同程度となっている。
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（3）　D－D’断面

　D－D’断面における推定地震動のPGAとPGVの分布を図4．13（a）に示す。　PGAはA－A’

断面と同様に、南に向かうに従い小さくなっている。一方、PGVでは一200m地点で約28cm／

s程度と大きくなっているが、新幹線路線から南側では大きな変化は見られず、概ね20cm／

s程度となっている。

　PGVが大きくなっている地点（－200m地点、　Om地点（BS2）、250m地点）の加速度応答ス

ペクトルS、sを図4．13（b）に示す。－200m地点では、　PGVは大きくなっているがPGAも大き

く、加速度応答スペクトルS。、は0．2～0．4sの周期領域で大きく卓越している。それに対し

て、Om、250m地点では0．6～1．Osの周期領域が卓越する加速度応答スペクトルS、sとなっ

ている。そして、Om地点では250m地点よりも若干大きな加速度応答スペクトル値を示し

ている。
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（4）　地震動推定結果のまとめ

　2001年芸予地震における三原市域の地震動推定結果についてまとめると、以下の事が指

摘できる。JMA三原地点の強震記録は推定した2次元地盤モデルにK－NET観測点HRSO17

の強震記録（NS成分）を入力地震動として用いた有効応力解析により、シミュレーションで

きている。PGVの分布では、三原市の南北断面（A－A’断面およびD－D’断面）において、

大きな変化は見られず20cm／s程度となっている。一方、加速度応答スペクトルS。Sでは、新

幹線路線付近において1秒付近の周期領域が増幅している。そのため、新幹線路線付近では

2次元地盤構造が地震動増幅特性に影響した可能性が示唆される。

4．5　木造建物の地震被害と最大応答変形角

　最後に、性能等価加速度応答スペクトル4・1）を用いて推定地震動に対する木造建物の最大

応答変形角を推定し、三原市の木造建物被害を分析するとともに、木造建物に比較的小さ

な構造被害が発生する条件について検討を行う。

4．5．1　木造建物の性能等価加速度応答スペクトル

　性能等価加速度応答スペクトルS、e、は地震観測記録や地震荷重の加速度応答スペクトル

S、Sと直接的に比較可能なように、木造建物の限界性能（限界耐力、限界変形）をそれと等価

な加速度応答スペクトルSae，に換算したものである（詳細は2．4節を参照）。

　本検討においては、木造建物は2階建てを想定し、質量の等しい2質点系の1次固有モー

ドが直線である場合を仮定して等価高さH，、＝4．5m、等価質量M，と質量Mの比μ一〇．9の1

質点系（等価質量M。）に縮約している。復元力特性は、既往の木造構造要素実験データベー

ス4」°川）を参考に、降伏変形角Ry＝1／100の完全弾塑性型の骨格曲線で表す。（2．14）式中のλ

は、木造建物の耐震要素が筋かいの場合に適用される値0．24」2）と設定している。そして、木

造建物の降伏せん断力係数（耐力）Cy（＝Qy／Mg：Q，は降伏せん断力、　Mgは建物総重量）は、

0．2～1．0まで0．2ずつ変化させる。このとき、木造建物の初期減衰h。の評価は（2．16）式に

従っている。木造建物の最大応答変形角Rは木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aeS
と、地表面の加速度応答スペクトルS、、の交点から評価できる。

4．5．2　木造建物の最大応答変形角

　まず、A－A’断面において最大地動速度（PGV）が大きくなっている地点（－300m地点：新

幹線路線からの南北距離）、被害多数地域（100m地点）、　JMA三原地点（650m地点）の木造

建物の最大応答変形角を図4．14に示す。－300m地点では、0．3s付近の周期領域が大きく卓

越する加速度応答スペクトルSおとなっているが、降伏せん断力係数Cyに関わらず木造建物

の最大応答変形角Rは1／100rad以下となっている。それに対して、被害多数地域およびJMA
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三原地点では、1秒付近の周期領域で加速度応答スペクトルS。Sが卓越しており、降伏せん

断力係数Cが0．4以下の木造建物で最大応答変形角Rは1／50rad程度となっている。一方、
　　　　　ン
被害分布との対応をみると、JMA三原地点では被害多数地域と同程度の最大応答変形角が

推定されているが、4．2節で示したようにJMA三原周辺では被害はあまり見られていない。

JMA三原地点周辺では木造建物が比較的少なかったために、木造建物の構造被害は顕著に

現れなかったものと推測される。

　　　　　　　　　　　　　　　　ラ　次に、A－A’断面における木造建物の最大応答変形角Rと推定地震動の（PGA・PGV）°5と

の関係を図4．15に示す。木造建物の最大応答変形角Rは降伏せん断力係数Cyが0．2、0．4の

場合を示している。木造建物の最大応答変形角Rは約1／400～1／50radの間に分布している

が、（PGA・PGV）°・5が大きな値の地点（－400～－200mの範囲）では、1／100rad以下となってい

る。PGAおよびPGVの分布（図4．11）と同様に（PGA・PGV）05の分布でも、木造建物の構造

被害の分布を説明することはできていない。

　最後に、A－A’断面における木造建物の最大応答変形角Rと推定地震動のPGAIPGVとの

関係を図4．16に示す。木造建物の最大応答変形角RはPGAIPGVが小さくなるに従い、大

きくなっている。木造建物の最大応答変形角Rは降伏せん断力係数Cによっても変化して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y
いるが、PGAIPGVが約16以上の場合には約1／100rad以下、　PGAIPGVが10～12の場合に

は概ね1／60～1／50radとなっている。地震動の卓越周期1／F，を簡略的に1／F。＝2π・PGV／PGA

として関係付けると、最大応答変形角Rが1／100rad以下の場合（PGA／PGV＞16）には、地震

動の卓越周期は約0。4s以下となっている。それに対して、最大応答変形角Rが1／60radを超

える場合（PGA／PGV＝10～12）には、地震動の卓越周期は約0．5～0。6sとなり、地震動の卓

越周期によっても木造建物の最大応答変形角は変化している。

一一一 R00m地点　　　　　　　　一一藺一。JMA三原（650m地点）

一被害多数地域（100m地点）
20

　15璽

3
00鴇10

譜

　5

0

0．2　　　 0．4　0．60．81
　　　　　　　Period　（s）

3　　　5

図4．14各地点における木造建物の最大応答変形角
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4．5．3　木造建物に比較的小さな構造被害が発生する条件

　三原市における被害多数地域周辺の木造建物被害の分析結果から（図4。15、図4．16）、木

造建物に比較的小さな構造被害が発生する条件について以下の事が指摘できる。被害多数

地域では木造建物の最大応答変形角は1／60～1／50rad程度、被害があまり見られなかった地

域（被害多数地域の北側）では、最大応答変形角は1／60rad以下と推定される。そして、木

造建物の比較的小さな構造被害と推定される最大応答変形角との対応関係は、既往の木構

造の実験結果に概ね対応している。

　一方、木造建物の応答・被害と地震動特性との対応をみると、木造建物の最大応答変形

角は地震動の卓越周期によっても変化しており、木造建物の比較的小さな構造被害の分布

は最大地動加速度（PGA）、最大地動速度（PGV）および（PGA・PGV）°・5の分布では説明できて

いない。そのため、木造建物の比較的小さな構造被害の分布を説明する上では、地震動の

スペクトル特性を考慮した評価も必要であると考えられる。

　　　　　　　　　　　　　R　●　Cニ0．2
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図4．15最大応答変形角と（PGA・PGV）o・5関係（A－A’断面）
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図4．16最大応答変形角とPGA／PGV関係（A－A’断面）

一4．13一



4．6　第4章のまとめ

　木造建物に比較的小さな構造被害をもたらすような地震の発生頻度は小さくなく、木造

建物に比較的小さな構造被害が発生する条件（地震動強さ、木造建物の最大応答変形角等）

を把握しておく事は、防災対策あるいは耐震設計を考える上で重要である。

　ここでは、2001年芸予地震の際に外壁のひび割れなどの比較的小さな構造被害が多数の

木造建物に生じた三原市内の地域（被害多数地域）を対象として、木造建物に構造被害が発

生する条件（被害が発生する地震動強さと木造建物の最大応答変形角）の定量的評価を目的

として以下の検討を行った。被害多数地域では強震記録が得られていないため、常時微動

計測、表面波探査およびアレイ微動計測の結果に基づいて三原市域の南北方向2次元地盤モ

デルを作成し、K－NET観測点HRSO17の強震記録を入力地震動とした有効応力解析により

地震動の推定を行った。そして、気象庁観測点JMA三原の強震記録は概ねシミュレートす

る事ができており、推定地震動評価結果の妥当性を示した。最後に、木造建物の性能等価

加速度応答スペクトル41）を用いて、木造建物の最大応答変形角を推定し、被害分布との対

応について分析を行った。以下に、木造建物に比較的小さな構造被害が発生する条件につ

いての結論をまとめる。

1）木造建物の被害多数地域では、木造建物の最大応答変形角は概ね1／60～1／50rad程度と

なっている。これに対して、被害があまり見られなかった地域（被害多数地域の北側）では

1／60rad以下と推定された。以上の結果は、既往の木構造の実験結果とも概ね整合したもの

であると言えよう。

2）推定地震動の最大地動加速度（PGA）分布、最大地動速度（PGV）分布、（PGA・PGV）°5の

分布を用いて、木造建物の比較的小さな構造被害の分布を説明する事はできなかった。

3）三原市における木造建物の被害は、表層地盤の2次元構造と非線形性によって1秒付近

の地震動周期成分が増幅・卓越したために発生したと考えられる。木造建物の被害多数地域

を説明する上では、地震動のスペクトル特性を考慮した評価が必要である。なお、木造建

物に大きな変形や被害を生じさせるには、変形を進行させるエネルギーが必要となるため、

最大応答変形量や建物被害は最大地動速度との相関が高いと考えられる。しかしながら、本

章で対象としたような被害が発生し始める程度の地震動強さレベルでは、建物被害は被害

発生部位（屋根瓦や壁など）や地震動の卓越周期等によって建物被害と相関の高い地震動強

さ指標が変化すること4・13）が再確認された。従って、最大地動速度などの単一の地震動強さ

指標を用いた被害率曲線から建物の地震被害予測を行う場合にも、この点に十分に注意す

る必要がある。
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第5章　2000年鳥取県西部地震における日野町の木造建物被害の分析

5．1概要

　地震被害地域では建物被害の大きさによって、その地域における木造建物の耐震性能も

評価されがちである。そのため、木造建物への入力地震動特性の評価は建物被害の定量的

評価を行う上で、ひいては木造建物の耐震性能を評価する上で重要となる。2000年鳥取県

西部地震の震源域においては、強震記録が少ない上に地震動特性の評価も十分な精度で行

われているとは言えない。また、木造建物被害が大きかった日野町内（図5．Dにおいても木

造建物被害に顕著な差が見られているが5の、建物被害が大きかった地域の木造建物に入力

した地震動特性についても十分に検討されていない。

　3。4節では、日野町内の木造建物被害に差が生じた要因や表層地盤の地震動増幅特性が木

造建物応答に及ぼす影響についてパラメータ解析を行い分析している。しかし、日野町に

おける表層地盤の地震動増幅特性や木造建物の耐震性能については十分に評価されておら

ず、木造建物の応答（最大応答変形角）と建物被害との関係についても十分に検討されてい

ない。

　ここでは、日野町において表面波探査、アレイ微動計測を行い表層地盤の地盤構造を推

定するとともに、その結果に基づいて日野町の表層地盤（卓越周期約0．2～0．5s）の地震動

増幅特性が木造建物被害に及ぼす影響について分析し、日野町の木造建物に入力した地震

動特性について検討を行う。そして、日野町における被災木造建物を対象として、限界耐

力計算に基づく耐震性能評価を行い、木造建物の最大応答変形角と建物被害との関係につ

いて定量的に分析を行う。

　まず、5．2節では、日野町内に見られる木造建物被害の差について再確認し、最大地動速

度との関係について分析を行う。次に、5．3節では、表面波探査、アレイ微動計測を行い、

日野町における表層地盤のS波速度構造を推定し、表層地盤の地震動増幅特性が木造建物

応答に及ぼす影響について分析する。そして、2000年鳥取県西部地震で観測されている強

震記録を用いて、地震動特性が木造建物応答に及ぼす影響について分析を行い、日野町の

木造建物に入力した地震動特性について検討する。最後に、5．4節では、5．3節で検討して

いる木造建物への入力地震動と限界耐力計算に基づいた耐震性能評価の結果とを用いて被

災木造建物の最大応答変形角を評価し、最大応答変形角と建物被害との関係にっいて定量

的に分析を行う。
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5．2　木造建物被害と最大地動速度

　日野町内における木造建物被害の差にっいて、木造建物の地区別全壊率52）より再確認し、

墓石の転倒率から推定されている最大地動速度53）（PGV）との関係について分析を行う。

　対象地域は図5．1に示すように断層直行方向に分布している日野町内の各地区としてい

る。罹災証明より算定される木造建物の全壊率52）と墓石の転倒率から推定されている最大

地動速度53）を図5．2に示す。木造建物の全壊率は各地区の全壊棟数を世帯数で除したもの

である。なお、同図にはKiK－net観測点TTRHO2、　K－NET観測点TTROO7、　TTROO9での強

震記録の最大地動速度も併せて示している。

　木造建物の全壊率、推定最大地動速度はともに、断層延長線上付近に位置する黒坂から

安原地区までの約5kmの範囲で大きくなっている。この範囲には、最大地動速度（PGV）1．lm／

sを観測したKiK－net観測点TTRHO2も位置している。また、推定最大地動速度が0．7m／s程

度の地区では、木造建物の全壊率は5％以下と低くなっている。以上より、目野町内で木造

建物被害が大きかった地区では、地表面の地震動レベル（最大地動速度）も大きくなってい

る。

5．3　地震動特性の分析

5．3．1　表層地盤の卓越周期と木造建物被害との関係

　まず、日野町における表層地盤の卓越周期と木造建物被害との関係について分析する。

　常時微動計測では、サンプリング振動数100Hzで5分間の計測を行っている。計測した微

動記録を40．96秒間で分割し、交通振動などのノイズが少ない部分を選択して（標本数は8

～16）分析に用いている。HIVスペクトルはフーリエ変換後、標本のアンサンブル平均を行

い、さらにバンド幅0．2HzのParzen　Windowにより平滑化した後、水平成分を上下成分で

除して求めている。求めたHIVスペクトルのピーク振動数を地盤の卓越振動数として読み

取っている。

　図5．1に常時微動計測を行った合計33地点のH／Vスペクトルから求めた表層地盤の卓越

周期を示す。表層地盤の卓越周期は木造建物の全壊率が比較的低い根雨地区では0．2～

0．3s、全壊率が高い下榎地区では0．2～0．4s、黒坂地区では0．3～0．5sとなっている。ま

た、KiK－net観測点TTRHO2、　K－NET観測点TTROO7では、それぞれ0．3s程度となっている。

これより、日野町内の表層地盤の卓越周期は概ね0．2～0．5s程度であり、地区による顕著

な差は見られていない。

　地震発生直後に木造建物の被害調査が行われている下榎、黒坂地区を対象として、表層

地盤の卓越周期と木造建物被害との関係について分析する。ここで示す木造建物被害5・4）は、

簡易外観調査の結果に基づき、建物各部位の被害から総合的に判断されたものである。
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　下榎、黒坂地区における表層地盤の卓越周期と木造建物被害の分布を図5．3、図5．4にそ

れぞれ示す。同図では常時微動計測を行った地点の表層地盤の卓越周期を棒グラフで示し、

その結果に基づいて内挿した表層地盤の卓越周期の空間分布をコンター図で示している。下

榎、黒坂地区ともに表層地盤の卓越周期に関係なく、被害の大きい木造建物は同地区内一

帯に分布している。図5．5に内挿した表層地盤の卓越周期と木造建物被害との相関関係を

示す。下榎、黒坂地区ともに表層地盤の卓越周期に関わらず、木造建物に被害が生じてお

り、表層地盤の卓越周期と木造建物被害との関係には明瞭な相関は見られていない。

十

図5．1日野町における各地区の位置関係と表層地盤の卓越周期
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（a）地盤の卓越周期

1め

》

ミ、＼ミ　　　　　アレイ微動計測位置
　＼　『》－L、下榎A（75。L形アレイ）

　、／／／　　　　　　　　△：下榎B（40m正三角形アレイ）

（b）被害の大きい木造建物の分布

図5．3下榎地区における地盤の卓越周期と木造建物被害の分布
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一」
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一〇〇m
（a）地盤の卓越周期

　　　　議熱

（b）被害の大きい木造建物の分布

図5．4黒坂地区における地盤の卓越周期と木造建物被害の分布
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5．3．2　表層地盤のせん断波速度構造

　次に、日野町で行った表面波探査、アレイ微動計測結果に基づいて、表層地盤のせん断

波速度（以下ではS波速度と呼ぶ）構造を推定する。

　表面波探査55）では、図4．2（a）に示すように直線46mの測線に2m間隔で受振計を設置し、

人工起振（カケヤ）により発生させた表面波を計測し、レイリー波分散曲線（5～40Hz程度

の範囲）を求める。そして、さらに深い地盤のS波速度構造を求めるために、図5．6（a）、（b）

に示すようなアレイ微動計測を同地点で行い、空間自己相関法によりレイリー波分散曲線

を求める。表面波探査とアレイ微動計測で得られた分散曲線を重ね合わせ、S波速度構造を

推定する。S波速度構造の逆解析では、振動数と位相速度から波長を求め、波長の1／3の深

度に元の位相速度を与えた初期モデルを作成し、非線形最小二乗法によりS波速度構造を

推定している。なお、解析パラメータは層厚および層数を固定したS波速度としている。こ

の場合、より深い地盤に同定結果が影響を受ける可能性もあるが、表層地盤の卓越周期約

0．2～0．5sに対応したS波速度構造を推定するという本研究の目的には、大きな影響を及ば

さないと判断しそのまま用いている。

　本研究では、木造建物の被害が大きかった下榎地区2点（図5．3（b））、黒坂地区（図5．4（b））

とKiK－net観測点TTRHO2（図5．7）で、表面波探査の他に一辺の長さL＝40～75mの正三角形

アレイやL形アレイ（図5．6（a）、（b））を展開して微動計測を行った。表面波探査では、サン

プリング周波数1000Hz、データ長1024で計測を行っている。アレイ微動計測では、サンプ

リング周波数1000Hz、データ長16384を1単位とした計測を20回程度行い、解析に用いて

いる。

被害大

　被害中
蟹

翻被害小

響

　　軽微

無被害

0 0．2 0．4 0．6

卓越周期（s）

図5，5表層地盤の卓越周期と木造建物被害との相関
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　各地点のレイリー波分散曲線を図5．8、重複反射理論に基づいて推定S波速度構造から求

めた弾性時の地震動増幅特性を図5．9、推定S波速度構造を図5．10にそれぞれ示す。なお、

図5．10には各地点のボーリングデータより求めた地盤物性（土質名）を併せて示している。

各地点でレイリー波分散曲線の理論値と観測値は概ね対応している（図5．8）。また、KiK－

net観測点TTRHO2において、推定S波速度構造とPS検層の結果を比較すると、推定される

S波速度はGL－20～－30m付近でPS検層の結果よりも若干低くなっているものの、両者は概

ね対応している。そして、各地点ともGL－30～－40m付近までのS波速度構1造で、同一地点

のHIVスペクトルの卓越振動数を表す事ができている（図5．9）。

遷

」

　　　L＝40～50m

（a）正三角形アレイ　　　　　　　　　　　　（b）L形アレイ

　　　　　　　図5．6アレイ微動計測の模式図

△：アレイ微動融測位置＿＿

　（50m正三角形アレイ）
　　　，／
閥　　．／

＿＿＿　　，＿　－　　　420m

　、
　　、
　　　　　　　　　　　　　　時微動計測位置

　　　　／〆，ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40　　　　　　　　80

　ド　，〆’　　　　　　　　　　　・トー

図5，7KiK－net観測点TTRHO2でのアレイ微動計測位置
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5．3．3　表層地盤の地震動増幅特性が木造建物応答に及ぼす影響

　ここでは、5．3．2項で推定した表層地盤のS波速度構造を用いて、表層地盤の地震動増幅

特性が木造建物応答に及ぼす影響にっいて分析を行う。

（D　木造建物の性能等価加速度応答スペクトル

　木造建物の応答評価には、性能等価加速度応答スペクトル56）を用いる（詳細は2．4節を参

照）。本検討においては、木造建物は2階建てを想定し、質量の等しい2質点系の1次固有

モードが直線である場合を仮定して、等価高さH。，－4．5m、μ一〇・9の1質点系（等価質量M，）

に縮約している。復元力特性は既往の木造構造要素実験データベース5・75・8）を参考に、降伏

変形Ry＝1／100の完全弾塑性型の骨格曲線で表し・（2・14）式中のλは木造建物の耐震要素が

筋かいの場合に適用される値o・25・9）と設定している。木造建物の降伏せん断力係数Cy（＝Qy／

Mg：Q，は降伏せん断力・Mgは建物総重量）は・o・2・o・4・0・6・0・8と設定している・木造

建物の最大応答変形角Rは、木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS、e、と、地表面の加

速度応答スペクトルS、Sの交点から評価できる。

（2）　入射地震動の設定

　表層地盤への入射地震動は推定表層地盤の最下層上面を基盤面として扱い、基盤面位置

での解放基盤面露頭波として設定する。本検討に用いる解放基盤面露頭波には、永野他51°）

によって推定されている（以下では永野モデルと呼ぶ）本震時のKiK－net観測点TTRHO2：GL－

100m地点（NS成分）での解放基盤面露頭波を用いる。図5．11（b）に解放基盤面露頭波とした

K量K－net観測点TTRHO2（NS成分）：GL－100m地点の加速度応答スペクトル（永野モデル）と、

地表面（GL－Om）での永野モデルと強震記録の加速度応答スペクトルを示す。図5．11（a）に、

永野モデルのKiK－net観測点TTRHO2地点のS波速度構造と減衰定数hを示す。同図ではS

波速度をグラフで、減衰定数を数値で示している。なおo内の値は余震時の減衰定数であ

る。

（3）　地盤物性の設定

　表層地盤の地盤物性（土質種別）は各地点のボーリングデータ（図5．10）や各地点近傍の

ボーリングデータを参考に、表5．1のように設定している。歪み依存性は今津・福武モデル

5・11）の粘性土、砂質土、砂礫（図5．12）を用い、土質名に合わせて各層で設定している。なお、

花南岩の場合には、永野モデルの花南岩層（GL－11～－20m）のGIG。一γ、h一γの関係（図5・12

に示す●）を今津・福武モデルの関係式で近似して用いている。
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表5．1設定した各層の地盤物性

層番号　　　黒坂　　　TTRHO2　　下榎A　　　下榎B
1 粘性土 砂礫 砂質土 砂質土

2 砂礫 砂礫 砂質土 砂礫

3 粘性土
■H－u－」］」」

ｻ岡石 砂礫 砂礫

4 粘性土 花崩岩 砂礫 砂礫

5 砂礫 花商岩 ■H■」L暫山

ｻ岡石 花商岩

6 一H■Lム」山

ｻ岡石 一 一 ｝
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冨
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　　　図5．11永野他5・ゆによって推定されている
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（4）　木造建物応答

　KiK－net観測点TTRHO2：GL－100mの解放基盤面露頭波を入射地震動として周波数応答解

析を行い、推定した各表層地盤の地震動増幅特性が木造建物応答に及ぼす影響について分

析を行う。

　推定される各表層地盤での木造建物応答を図5．13に示す。推定される各表層地盤の地表

面加速度応答スペクトルには1秒以下の短周期領域に差が見られているが、1秒以上の長周

期領域では殆ど差が見られておらず、木造建物の最大応答変形角Rにも殆ど差は見られて

いない。そのため、日野町内で木造建物被害が大きかった地区では、表層地盤の地震動増

幅特性の違いによって木造建物応答は大きく変化していない。従って、日野町内で木造建

物被害が大きかった地区では、表層地盤への入射地震動が同レベルの場合には同程度の木

造建物応答・被害になると推測される。
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図5．13推定された各表層地盤での木造建物応答
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5．3．4　日野町における地震動特性の解釈

　最後に、2000年鳥取県西部地震で観測された強震記録による木造建物応答について示し、

日野町における木造建物被害を検証する際の地震動特性について検討する。

　KiK．net観測点TTRHO2、　K－NET観測点TTROO7、　TTROO9の強震記録による木造建物の

最大応答変形角Rを図5．14に示す。そして、図5．15に図5．13、図5．14より求めた木造建物

の最大応答変形角Rをまとめて示す。

　木造建物の最大応答変形角Rは木造建物の降伏せん断力係数Cy（耐力）によっても変化し

ているが、最大地動速度（PGV）1．1m／sのKiK－net観測点TTRHO2では1／12～1／30rad程度、

PGV＝0．4m／sのK－NET観測点TTROO7では1／60～1／80rad程度となっており、地震動特性（

最大速度）によって木造建物応答は大きく変化している。5．3．3項で示したように、表層地

盤の地震動増幅特性の違いによる木造建物応答の変化はあまり大きくない事から、日野町

に見られる木造建物被害の差（図5．2）は表層地盤へ入射した地震動レベル（最大速度）の差

違によって生じたと推測される。

　以上より、日野町における木造建物被害の検証を行う際の地震動特性について、以下の

事が指摘できる。木造建物被害、最大地動速度が急増している安原～黒坂地区において、

KiK－net観測点TTRHO2以外の強震記録で木造建物被害を検証する場合には、木造建物の耐

震性能を過小評価する事になる。日野町内で木造建物被害が大きかった下榎、黒坂地区の

木造建物に入力した地震動特性がKiK－net観測点TTRHO2と同レベルであると考えた場合で

も、木造建物の最大応答変形角Rは1／12～1／30rad程度となっている。一方、既往の実験結

果からは、最大応答変形角Rが1／15radを超えると倒壊の可能性も示されているが、同地域

における木造建物は大きな変形性能を有している可能性も指摘されており53・5・4）、下榎、黒

坂地区で木造建物被害が倒壊に至らなかった事実と矛盾しないと考えられる。
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5．4　被災木造建物の耐震性能と建物被害の評価

　2000年鳥取県西部地震発生直後には、日野町の5地区（根雨、安原、下榎、下黒坂、黒

坂地区）を対象として、簡易外観調査による全数被害調査の他に、木造建物の構造特性と建

物被害の関係を明らかにすることを目的とした構造詳細調査鮒が行われている。構造詳細

調査では、室内の被害状況の把握だけでなく、木造建物の構法や構造に関する項目につい

て調査が行われており、木造建物の軸組や耐震要素（全面土塗壁、土塗小壁など）を含んだ

建物平面が作成されている（図5．16（a））。一

　ここでは、構造詳細調査が行われた日野町の木造建物13棟を対象として、木造建物の限

界耐力計算に基づいて耐震性能を評価し、その結果を用いて求めた木造建物の最大応答変

形角と建物被害との関係について定量的に分析を行う。

5．4．1　限界耐力計算に基づく耐震性能と建物応答の評価

（D　限界耐力計算に基づく耐震性能評価

　木造建物の構造詳細調査から限界耐力計算に基づいた耐震性能評価5・12）の概要を図5．16に

示している。まず、対象とする木造建物の構造詳細調査結果から限界耐力計算に基づいて

木造建物の耐震要素（全面土塗壁、土塗小壁など）を抽出する（図5．16（b））。そして、各耐

震要素ごとに基準となる復元力特性を係数倍し、足し合わせることで木造建物全体の復元

力特性を求める（図5．16（c））。さらに、構造詳細調査の結果から質点の高さや重量を求めて

木造建物の質点系モデルを作成する（図5．16（d，e））。最後に、木造建物の限界耐力計算（変位

増分法）を用いて、木造建物の等価1質点系モデルを作成する（図5．16（f））。

　日野町における木造建物の耐震性能評価を行う際に用いた仮定条件を以下に示す。まず、

木造建物全体の復元力特性の算定にっいては、図5．17に示す各耐震要素の基準となる復元

力特性を以下の条件で係数倍させている。全面土塗壁については、既に貫3段（貫材3本）

を有していると仮定して、壁長1，8mを基準として壁長によって係数倍している。土塗小壁

については、壁長に関係なく枚数（スパン数）によって比例させている。貫材については、

垂れ壁内に1本、腰壁内に2本と仮定して、本数によって基準となる復元力特性を係数倍し

ている。柱ほぞ架構については、柱の上下端部に短ほぞを有すると仮定して本数に比例さ

せ、柱高には反比例させている。次に、建物重量については耐震要素、床、屋根などの面

積に建築基準法施行令第84条に基づいた単位重量（固定加重、積載荷重）を乗じて算出す

る。質点の高さについては、1階部分の高さを基礎から2階床レベル（1階の桁および梁上）

までの高さ、2階部分の高さを2階床レベルから2階の桁上までの高さとする。

　以上のような枠組で根雨地区（N）3棟、安原地区（Y）1棟、下榎地区（S）6棟、黒坂地区（K）3

棟、の総数13棟の木造建物について、限界耐力計算に基づく耐震性能評価を行っている。
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（2）　木造建物の性能等価加速度応答スペクトルSaeS

　木造建物の応答評価は、2．4節に示した性能等価加速度応答スペクトルS、，Sを用いて行う。

限界耐力計算（変位増分法）に基づいて主要な最大層間変形角ごとの等価周期と等価粘性減

衰定数を算定し、算出した木造建物の復元力特性から対象木造建物の性能等価加速度応答

スペクトルS。eSを求める。

　木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS。，Sは、質点系モデルのある限界変形角Rに対

する等価1質点系モデルの等価高さH，、、有効質量M。・せん断力係数CB，（＝QIM。：Qはせん断

耐力）、限界変形角R。から求めることができる。このとき、質点系モデルの限界変形角Rと

等価1質点系モデルの限界変形角R。とは、変形モードu2／Ul＝2（変形モードが直線）以外の揚

合には、R≠R。となるので注意が必要である。等価1質点系モデルのある限界変形角R，に

対する等価建物固有周期T，，とT。、に対応する性能等価加速度応答スペクトルS、csは、加速度

応答スペクトル低減率F、を用いて次式で表される（gは重力加速度）。

零，（R2）＝2π　　Hε、（Rg）　R，／（CB8（R，）　9）

3。。∫（R，，乃＝0．05）ニg（R，）／（ル1。（R，）・丹（乃。，（R。）））

　　　　　　　＝Cβ、（R。）・9／罵（乃。，（1～。））

（5．1）

（5．2）

　　　　　　　　　　　　15
　　　　　丹（乃。，（R8））＝1．10．駕、（瓦）　　　　　　　　　　　（5・3）

ここでは、等価粘性減衰定数hは等価1質点系モデルの復元力特性の履歴面積から算出し
　　　　　　　　　　　　　eq
ている。1サイクルのエネルギー△研とポテンシャルエネルギー研を用いると、

　　　　　　　　　△〃（1～θ）
　　　　　乃。9（R。）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．4）
　　　　　　　　　4π研（R。）

と表される。そして、観測地震動を対象としているため、減衰定数h、tは（2．16）式と同様に、

以下のように表される。

乃。，（Re）＝乃。q（R。）＋乃o （5．5）

　　　　　｛　　　　　　駕、（Re）＜0．05の場合　　乃。＝0．05－1も，（1～．）

　　　　　　蝋R、）≧0・05の場合　偏0

　想定地震動に対する木造建物の最大応答変形角Rは、木造建物の性能等価加速度応答ス

ペクトルSae、と想定地震動の加速度応答スペクトルS。，との交点から求めることができる。

5，4．2　被災木造建物の耐震性能

　構造詳細調査を行った木造建物13棟分の最大応答変形角Rが1／30rad時のせん断力係数

CB，（R30）をけた行、張り間方向ごとに図5．18にそれぞれ示す。同図では、耐震要素ごとにせ

ん断力係数CB。（R30）の負担割合を求め、せん断力係数CB，（R3。）の低い順に木造建物を並べてい
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る。けた行方向では、全面土塗壁とそれ以外の耐震要素の負担割合が、平均的にほぼ等し

くなっている（図5．18（a））。一方、張り間方向では、せん断力係数CB。（R3。）が大きいほど全面

土塗壁の負担割合が増加する傾向にあり、せん断力係数CB。（R3。）の約6～7割を全面土塗壁が

負担している（図5．18（b））。同図より、対象地域の木造建物では、全面土塗壁や土塗小壁な

どを主な耐震要素としている。そのため、以下では、筋交いや合板を主な耐震要素とする

N3、　K2邸を除いた11棟（伝統的軸組構法の木造建物）を対象として検討を行う。

　次に、最大応答変形角Rが1／30rad時のせん断力係数CB，（R3。）の分布（木造建物11棟分）を

けた行方向、張り問方向別に比較して図5．19に示す。けた行方向のせん断力係数CB。（R3。）は

約0．28－0．42に分布しているのに対して、張り問方向のせん断力係数CB、（R30）は約0．44－0．51に

分布している・また・せん断力係数CB。（R3。）の平均値で比較しても・張り問方向のせん断力

係数CB。（R3。）がけた行方向のせん断力係数CB。（R3。）よりL3倍ほど高くなっている。

12

10

翁

‘6
0

一〇一全面土塗壁

一号一土塗小壁

→一貫

→←柱ほぞ

1／60　 1／30　　　　　1／15

　　　　R（rad）

V10

1

0，8

　0．6
§

o歯0．4

0．2

0

o

平均値　：0．36
標準偏差：0．10

　　む
平均値　：0．47
標準偏差：0．14

　図5．17各耐震要素の

基準となる復元力特性5・12）

けた行方向 張り間方向

図5．19方向別の耐力分布

　　（木造建物11棟分）

1．2

1

　0．8

§o．6

Q詔

　0．4

0．2

0

K2　NI　K！　SI　N2　S6　S3　YI　S5　S4　S2　K3　N3

木造建物（N：根雨，S：下榎，Y：安原，K：黒坂）

（a）けた行方向

1．2

1

　0．8

a
琶0．6

0遇

　0．4

0．2

0

K2　閥3　S6　麗2　YI　S5　S4　S2　SI　S3　睡1　K3　K1

木造建物（N：根雨，S：下榎Y：安原，K：黒坂）

（b）張り間方向

図5．18耐力分布の内訳

一5．17一



5．4．3　推定最大応答変形角と建物被害との対応関係

　最後に、木造建物の限界耐力計算に基づいた耐震性能評価の結果を用いて、日野町にお

ける木造建物の最大応答変形角の評価を行い、最大応答変形角と建物被害との関係につい

て定量的に分析する。

（1）　木造建物に入力した地震動強さの再検討

　5．3節では、表層地盤の地震動増幅特性が木造建物に及ぼす影響から木造建物被害が大き

かった日野町4地区（安原、下榎、下黒坂、黒坂地区）の木造建物に入力した地震動強さに

ついて検討している。ここでは、木造建物の耐震性能評価の結果を用いて、木造建物の応

答と被害との関係から木造建物に入力した地震動強さについて再検討を行う。

　構造詳細調査が行われた木造建物のうち、地区別全壊率が高くなっている安原、下榎、黒

坂地区の9棟の木造建物を対象として検討を行う。そして、地震動については、KiK－net観

測点TTRHO2、　K－NET観測点TTROO7およびTTROO9地点における強震記録（NS成分）を用

い、木造建物に入力した地震動について検討する（各観測点の位置関係は図5．1を参照）。

　各強震記録による木造建物の最大応答変形角と建物被害との関係を図5．20～5．22に示す。

限界耐力計算に基づく耐震性能評価結果から各木造建物の性能等価加速度応答スペクトル

㌦、を求め、各強震記録の加速度応答スペクトルS、、との交点から、木造建物の最大応答変

形角Rを推定している。

　K－NET観測点TTROO7およびTTROO9の強震記録による木造建物の最大応答変形角Rは、

概ね1／60rad以下となっている。それに対して、　KiK－net観測点TTRHO2の強震記録では、

すべての木造建物で最大応答変形角Rは1／25rad以上と推定されている。TTROO7やTTROO9

の強震記録が得られている江府町および日南町の全壊率は0％となっており、木造建物の最

大応答変形角Rが1／60rad程度では全壊する可能性は低い。また、木造建物の既往の実験結

果5・7）との対応から考えても、最大応答変形角1／60rad程度で被害大の建物被害が木造建物に

生じる可能性は低いと考えられる。

　以上より、限界耐力計算に基づいて木造建物の耐震性能を評価し、日野町の木造建物に

入力した地震動強さについて再検討を行ったが、5，3節の結果と同様に日野町の4地区（安

原、下榎、下黒坂、黒坂地区）における木造建物に入力した地震動強さはKiK－net観測点

TTRHO2と同程度であった可能性が示唆される。
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（2）　木造建物の最大応答変形角と建物被害との定量的関係

　最後に、KiK－net観測点TTRHO2の強震記録（NS成分）に対する木造建物の最大応答変形

角と建物被害との関係について定量的に分析を行う。

　せん断力係数（耐力）が大きい木造建物ほど被害程度は小さくなる傾向にあるが、地震動

の加速度応答スペクトルS、、と木造建物の性能等価加速度応答スペクトルSaeSの交点から求

められる最大応答変形角Rは、耐力が大きな木造建物ほど増加する傾向にあり、整合して

いないように見える（図5．22）。さらに、被災木造建物の推定最大応答変形角Rと外観目視

調査による建物被害との関係は、軽微では1／23～1／17rad、被害小では1／12rad、被害中で

は1／22～1／10rad、被害大では1／9radとなっており、推定される最大応答変形角Rは建物被

害に対応していないように見える（図5．22（b））。

　被災木造建物の建物被害を部位別に示している表5．2を見ると、外観目視調査から判定さ

れた建物被害が軽微や被害小であっても、構造詳細調査では内壁の剥落、脱落や建具のゆ

がみが確認される木造建物もある。そして、被災木造建物の多くは基礎部分に被害が発生

している。例えば、基礎部分にずれや滑りが発生すると、上部構造に伝えられる地震力が

低減され、建物応答も低減される可能性がある。基礎のずれや滑りは耐力が高い木造建物

ほど生じやすくなるので、上記の様な不整合を解明する上での重要な項目と考えられよう。

　一方、既往の実験結果に基づいて限界耐力計算で設定されている最大応答変形角と建物

被害との関係では、各建物被害（小破、中破など）が発生する可能性が示されており、被害

中では1／60rad、被害大では1／30radとなっている。それに対して、被災木造建物の推定最

大応答変形角は、被害中では1／22～1／10rad、被害大では1／9radとなっている。限界耐力計

算に基づいて被災木造建物の耐震性能を評価した結果では、せん断力係数は概ね0．2～0．6

の範囲にあり、十分な変形性能を有していると考えられる。また、限界耐力計算に示され

ている最大応答変形角と建物被害との関係は、木造建物を設計することを考慮して設定さ

れており、建物被害に対する最大応答変形角は安全側に設定されている可能性も示唆され

る。

　以上より、限界耐力計算に基づいて木造建物の耐震性能を評価し、その結果を用いて行っ

たTTRHO2の強震記録に対する被災木造建物の応答評価は被災木造建物の建物被害を概ね

説明できている。そして、建物被害が被害中の最大応答変形角は1／25～1／20rad程度となっ

ている。
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表5．2建物全体被害と各部の被害

調査木造建物 S1 S2 K3 S3 S4 S5 Kl Y1 S6

全体被害 軽微 軽微 軽微 被害小 被害中 被害中 被害中 被害中 被害大 外観目視調査

ひび割れ ● ●
基礎

ひび割れ・ずれ ● ● ●

ひび割れ ● ●
内壁

仕上げ剥落 ● ● ● ● ●

ひび割れ ● ● ● ● 構造詳細調査
外壁

仕上げ剥落 ● ● ●

ずれ ● ● ● ● ● ●
屋根

落下 ●

架構 傾斜 小 中 大

一e一軽微一一△一一被害小＋被害中＋被害大
12

10

、ぐ　8

豊

鷺6

『

讃4

2

0

30
Y°

0　　0，5　　1 1．5　　2

Period　（s）

2．5　　3　　3．5

（a）最大応答変形角R

10

8

　6

攣4

2

0

口軽微　口被害小　口被害中　■被害大

0　　　α02　　0．04　　α06　　0．08　　0．1　　0．12

　　　　最大応答変形角R（rad）

（b）最大応答変形角Rと建物被害との関係

図5．22KiK¶et観測点TTRHO2の強震記録による最大応答変形角Rと建物被害との関係
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5．5第5章のまとめ

　地震被害地域における木造建物の建物被害や耐震性能を検証する上では、木造建物に入

力した地震動特性の評価が重要となる。2000年鳥取県西部地震では、木造建物被害が大き

かった日野町内においても木造建物被害、最大地動速度に顕著な差が見られている。

　ここでは、日野町内で木造建物被害が大きかった地区での表層地盤構造を表面波探査、ア

レイ微動計測より推定し、日野町における木造建物被害を検証する上で適切となる地震動

特性について検討を行った。そして、構造詳細調査が行われている被災木造建物を対象と

して、限界耐力計算に基づいた耐震性能評価を行い、その結果に基づいて被災木造建物の

最大応答変形角を推定し、被災木造建物の推定最大応答変形角と建物被害との関係につい

て定量的に分析した。得られた結論を以下に列挙する。

1）KiK－net観測点TTRHO2と下榎、黒坂地区での表層地盤の地震動増幅特性の差は、木造

建物応答・被害と大きく関係する1～2secの周期帯域には、殆ど影響しない。

2）日野町内における最大地動速度（PGV）は安原地区～黒坂地区の約5kmの範囲で急増して

おり、この範囲に位置するKiK－net観測点TTRHO2以外の観測記録で、安原地区～黒坂地区

における木造建物被害の検証を行う場合には、木造建物の耐震性能を過小評価することに

なる。

3）下榎、黒坂地区の木造建物にKiK－net観測点TTRHO2と同レベルの地震動が入力してい

たと考えた場合でも、下榎、黒坂地区の木造建物被害に倒壊がなかった事実と矛盾してい

ない。

4）被災木造建物の推定最大応答変形角と建物被害との関係から考えると、限界耐力計算に

示されている最大応答変形角と建物被害との関係では、木造建物を設計することを考慮し

て設定されており、建物被害に対する最大応答変形角は安全側に設定されている可能性も

示唆される。

5）限界耐力計算に基づいた耐震性能評価の結果を用いて求めたKiK－net観測点TTRHO2の

強震記録に対する木造建物の最大応答変形角は、日野町における被災木造建物の建物被害

を概ね説明できており、建物被害が被害申の最大応答変形角は1／25～1／20rad程度となって

いる。
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第6章　木造建物の耐震性能を考慮した地震時損傷度予測手法の構築

6．1概要

　ここでは、木造建物の耐震性能を考慮した地震時損傷度予測手法（個別木造建物の地震損

傷度予測手法と木造建物群の地震被害予測手法）の提案を行う。提案する地震時損傷度予測

手法では、その概要を図6．1に示すように、まず、限界耐力計算6・1・臥2）に基づいた耐震診断の

方法を用いて対象木造建物の耐震性能を評価し、木造建物をモデル化する。次に、第2章で

提案した応答スペクトル法に基づいた簡略的応答評価手法63）を用いて、想定地震動に対す

る木造建物の最大応答変形角の評価を行う。最後に、木造建物の被害経験に基づいて設定

した損傷確率曲線を用いて、最大応答変形角から建物被害を予測する。以上のような枠組

みの木造建物の地震時損傷度予測手法（個別木造建物の地震損傷度予測手法と木造建物群の

地震被害予測手法）を提案する。なお、想定地震動については、専門分野（強震動の分野）

で作成されたものを使用するとして、その推定方法については扱わない。

　まず、6．2節では個別木造建物の地震損傷度予測手法、6．3節では木造建物群の地震被害

予測手法を提案する。次に、6．4節では、木造建物の最大応答変形角と建物被害との関係に

ついて、近年の被害地震における木造建物被害の分析結果（2001年芸予地震、2000年鳥取

県西部地震）および既往の実験結果6・1・62）から分析する。そして、近年の被害地震における木

造建物被害を説明できるように、最大応答変形角から建物被害を予測するための損傷確率

曲線を設定する。6．5節では、2000年鳥取県西部地震における江府町、日南町の木造建物被

害について地震被害予測を行い、設定した損傷確率曲線の検証を行う。最後に、6．6節では、

2000年鳥取県西部地震で被災した個別木造建物について、設定した損傷確率曲線を用いた

地震損傷度予測を行い、地震損傷度予測結果と実被害との対応関係について分析する。そ

して、京都市における個別木造建物の地震損傷度予測を行い、木造建物の地震被害低減に

ついて考察する。
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6．2　個別木造建物の地震損傷度予測手法

6．2．1　個別木造建物の地震損傷度予測手法の概要

　ここでは、個別木造建物の地震損傷度予測手法を提案する。

　まず、個別木造建物の地震損傷度予測手法では、その概要を図6．2に示すように、対象と

する個別木造建物の構造詳細調査を行い、限界耐力計算による耐震診断の方法を用いて耐

震性能を評価する。耐震性能評価では、限界耐力計算に基づいて対象木造建物の等価1質点

系モデルを作成する。次に、耐震性能評価の結果から第2章で示した簡略的応答評価手法の

性能等価加速度応答スペクトルS哺を求める。そして、木造建物の最大応答変形角は、想定

地震動の加速度応答スペクトルS。、と木造建物の性能等価加速度応答スペクトルS。，、との交

点から評価する。最後に、損傷確率曲線を用いて、最大応答変形角から木造建物の損傷確

率を予測する。以下では、個別木造建物の地震損傷度予測手法について詳細に述べる。

6．2．2　限界耐力計算に基づいた耐震性能評価

　限界耐力計算に基づいた耐震性能評価6・1・6・2）は5．4．1項に示した方法と同様の方法を用い

る。その概要を以下に述べる。

　まず、対象とする木造建物の構造詳細調査を行い、限界耐力計算に基づいた耐震性能評

価を行う上で必要となる情報（平面形状、建物高さ、耐震要素など）を調査する（図5．16（a））。

次に、木造建物の耐震要素（全面土塗壁、土塗小壁など）を抽出する（図5．16（b））。そして、

限界耐力計算に基づいて各耐震要素ごとに基準となる復元力特性を掛け、足し合わせるこ

とで木造建物全体の復元力特性を求める（図5．16（c））。さらに、構造詳細調査の結果から質

点の高さや重量を求めて木造建物の質点系モデルを作成する（図5．16（d，e））。最後に、木造

建物の限界耐力計算（変位増分法）6・1・6・2）を用いて、等価1質点系モデルを作成する（図

5．16（f））。

想定地震動
木造建物の

cfル化

最大応答変形角の評価

最大応答変形角と建物被害

@　　　との関係

ぐコ　　限界耐力計算 既往の実験結果

ぐコ第2章簡略的応答評価手法

被害経験に基づいた最大応答変形角と

　建物被害との関係の分析結果
ぐ一一一一

第4章2001年芸予地震
第5章2000年烏取県西部地震

地震時損傷度予測

図6．1木造建物の耐震性能を考慮した地震時損傷度予測手法の概要
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6．2．3　木造建物の最大応答変形角の評価

　次に、想定地震動に対する木造建物の最大応答変形角を評価する。ここでは、2．4節で示

した簡略的応答評価手法の性能等価加速度応答スペクトルS、。S6・3）を用いて、想定地震動に対

する木造建物の最大応答変形角を求める。なお、木造建物の最大応答変形角は限界耐力計

算に従って求めることも可能である。

　限界耐力計算に基づいた耐震性能評価の結果から性能等価加速度応答スペクトルS。。Sへの

変換は5．4．1項の（5．1）～（5．5）式に示している。そして、想定地震動に対する木造建物の最

大応答変形角Rは、その概要を図6．3（a）に示しているように、木造建物の性能等価加速度

応答スペクトルS。，Sと想定地震動の加速度応答スペクトルS。Sとの交点から求めることがで

きる。

限界耐力計算に基づく耐震性能評価

応答スペクトル法による建物応答の評価一

耐震要素の抽出
建物高さの測定など

限界耐力計算に基づいて

質点系モデルの作成

降伏せん断力係数Cy。
等価高さH，t

木造建物の
性能等価加速度応答スペクトルS、，S

図6．2個別木造建物の地震損傷度予測手法の概要
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6．2．4　想定地震動に対する期待損傷度の予測

　最後に、最大応答変形角Rから建物被害の損傷確率を求め、期待損傷度を予測する。

　最大応答変形角Rに対する建物被害のばらっきを対数正規分布と仮定すると、最大応答

変形角Rに対する建物被害の損傷確率Pf（R）は次式で表すことができる。

　　弓（R）一Φ（（1・（R）一λ，）／ζ、）　　　　　　　　（6・蓋）

ここで、Φは標準正規分布関数、パラメータλR，ζRはln（R）の平均値と標準偏差で表され

る。以下では、（6．1）式を損傷確率曲線と呼ぶ。なお、パラメータλRは中央値R．を用いる

と次式のように表される。

　　　λ、＝1・（R。）　　　　　　　　　　　　　　　（6・2）

　以上のように、最大応答変形角Rと建物被害との関係はパラメータλR、ζRを用いて、

最大応答変形角Rに対する損傷確率曲線で表す事ができる（（6．1）式、図6．3（b））。建物被害

は無被害、軽微、被害小、被害中、被害大の5っに分類する。このとき、各建物被害の損傷

確率は各建物被害以上の損傷確率を示している。そして、建物被害の累積損傷確率が50％

となる点を想定地震動に対する期待損傷度として評価する（図6．3（c））。

S・S・SaeS　想定地震動の加速度応答スペクトルS。S

　　　　＼

　　　　　　　　　　　　最大応答変形角R

＼
　　性能等価加速度応答スペクトルS。eS

T，Te

（a）最大応答変形角Rの評価

損傷確率 ．唖岬．．．一・一一…軽微一

　／・・一被割と

　　　．．，被害中

　　　　被害大

R

（b）損傷確率の算定

R

累積損傷確率

50％

無被害　　軽微　　被害小　被害中　被害大

　　　　期待損傷度

　（c）期待損傷度の予測

図6．3想定地震動に対する個別木造建物の期待損傷度の予測
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6。3　木造建物群の地震被害予測手法

6．3．1　木造建物群の地震被害予測手法の概要’

　ここでは、木造建物群の地震被害予測手法を提案する。

　木造建物群の地震被害予測手法については、その概要を図6．4に示すように、耐震性能評

価が行われた個別木造建物数棟の結果（等価1質点系モデルの降伏せん断力係数C罪と等価

高さH、の平均値と標準偏差）に2次元対数正規分布を仮定して木造建物群モデルを作成す

る。次に、モンテカルロシミュレーション（MCS）を行い、木造建物群モデルの木造建物ご

とに想定地震動に対する最大応答変形角を評価する。そして、6．2．4項に示している損傷確

率曲線を用いて木造建物ごとに最大応答変形角から建物被害の損傷確率を算定する。最後

に、木造建物群モデルにおける損傷確率の平均値を木造建物群の地震被害率として評価す

る。以下では、木造建物群の地震被害予測手法について詳細に述べる。

限界耐力計算に基づく耐震性能評価

応答スペクトル法による建物応答の評価一

簡略的な構造調査を行い、

調査建物の棟数を増やす

限界耐力計算に基づいて

質点系モデルの作成

降伏せん断力係数Cy。

ρ卿H戯に2次元対数正規分布を仮定する

木造建物の
性能等価加速度応答スペクトルS、，s

図6．4木造建物群の地震被害予測手法の概要
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6．3．2　簡略的な限界耐力計算に基づく耐震性能評価

　木造建物群の地震被害予測手法では、木造建物のサンプル数が多いほど精度は高くなる。

しかし、限界耐力計算に基づいた耐震性能評価では、木造建物1棟に対して多くの時間が費

やされる。そこで、十分な時間、人員が確保されている場合には必要ないが、簡略的な限

界耐力計算に基づいた耐震性能評価方法を提案する。個別木造建物に対する耐震性能評価

の精度は低下するが、サンプル数を増やすことで木造建物群モデルの精度は向上させられ

ると考えている。なお、簡略的な限界耐力計算に基づいた耐震性能評価を行った木造建物

のうち数棟については、限界耐力計算に基づいた耐震性能評価をあわせて行い、キャリブ

レーションを行うことで、簡略的な限界耐力計算に基づく耐震性能評価の結果を補正する

ことを考えている。

（1）　簡略的な構造調査

　簡略的な構造調査では、調査する項目を以下の4項目とする。

1）木造建物の平面形状（床面積）

2）断面寸法（建物の高さ）

3）耐震要素（全面土塗壁、土塗小壁、貫、軸組など）の配置および数量（枚数、スパン数）

4）瓦葺きの仕様

　なお、平面形状および耐震要素の数量の採取は、その概要を図6．5に示すように、細かな

寸法を採取するのではなく、半間を基準としてその枚数で表す。木造建物の場合、畳の大

きさを基準として建てられている場合が多く、半間を基準として木造建物の寸法を概ね表

すことができると考えている。

（2）　簡略的な耐震性能評価

　木造建物全体の復元力特性は、5．4．1項と同様に、限界耐力計算に基づいて各耐震要素ご

とに基準となる復元力特性を係数倍し、足し合わせることで木造建物全体の復元力特性を

求める。建物重量については各階の床面積と耐震要素の面積を基準として考えて、建築基

準法施行令第84条に基づいて単位重量（固定加重、積載荷重）を乗じて算出する。

　木造建物の限界耐力計算に基づいた耐震性能評価結果（詳細法）と簡略的な限界耐力計算

に基づいた耐震性能評価の結果（簡略法）とを比較して表6．1に示す。表6．1には、最大応

答変形角Rが1／30rad時のせん断力係数C翫（R3。）と等価高さH。，（R3。）も併せて示している。木造

建物の総重量で、詳細法と簡略法との差が大きくなる傾向が見られ注意する必要があるが、

簡略法の結果は詳細法の結果に概ね対応することができている。
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表6．1木造建物の限界耐力計算に基づいた耐震性能評価（詳細法）の結果と簡略的な限界

　　　　　　　耐力計算に基づく耐震性能評価（簡略法）の結果との比較

建物の総重量M［kN］ 最大せん断力Q［kN］ せん断力係数CB。（R3。） 等価高さH。，（R3。）［m］

詳細法　　簡略法 詳細法　　簡略法 詳細法　　簡略法 詳細法　　簡略法

S1 342．7 345．8 144．8 144．2 0．42 0．42 4」3 4．32

S2 337．3 354．1 156．7 159．3 0．46 0．45 3．73 3．86

S3 481．0 405．5 136．2 139．7 0．28 0．34 4D9 4．51

S4 449．7 457．1 156．7 159．1 0．35 0．35 3．85 4．01

S5 449．5 466．0 199．9 192．4 α44 0．41 4．20 4．36

S6 625．0 568．2 134．2 125．2 0．21 0．22 3．70 3．83

Y1 429．2 467．0 166．8 172．9 0．39 0．37 4．32 4．43

K1 206．6 189．2 54．3 56．0 0．26 0．30 3．27 3．37

K3 323．6 323．8 188．4 189．5 0．58 0．59 3．36 3．42
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　　　　　　　図6．5簡略的な限界耐力計算に基づく耐震性能評価
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6．3．3　木造建物群の地震被害率の予測

　ここでは、木造建物群の地震被害率の予測について示す。概要を図6．6に示すように、ま

ず、耐震性能評価を行った個別木造建物数棟の結果（等価1質点系モデルの降伏せん断力係

数C”と等価高さH、の平均値と標準偏差）に、2次元対数正規分布を仮定して木造建物群モ

デル作成する（図6．6（a，b））。次に、モンテカルロシミュレーションを行い、木造建物ごとに

最大応答変形角を求め（図6．6（c））、損傷確率曲線を用いて木造建物ごとに建物被害の損傷確

率を求める（図6．6（d））。最後に、木造建物群における損傷確率の平均値を地震被害率として

評価する（図6．6（e））。

（1）　木造建物の復元力特性

　木造建物群における地震被害予測を行う際には、限界耐力計算に基づいた耐震性能評価

から求めた建物全体の復元力特性を、最大応答変形角1／30radの時を最大せん断力とした降

伏変形角Ryコ1／100の完全弾塑性型に近似して評価する。木造建物のモード形u2／u　1および等

価1質点系モデルの降伏せん断力係数Cy，（有効質量M。）と等価高さH，，は、限界変形角Rに

よって若干変化するが、最大応答変形角1／30rad時のモード形u2／ul（R3。）および等価1質点系

モデルのせん断力係数C脱（R3。）と等価高さH。、（R3。）で対象木造建物を評価し、木造建物の性能等

価加速度応答スペクトルへの換算を行う（（5．1）、（5．2）式）。

　限界変形角Rに応じた木造建物のu2／u監（R）、　CB。（R）、　H。、（R）から求めた性能等価加速度応答ス

ペクトル（個別木造建物用）と最大応答変形角1／30rad時の木造建物のu2／u1（R3。）、CB。（R3。）、H，，（R3。）

から求めた性能等価加速度応答スペクトル（木造建物群用）を比較して図6．7（a）に示す。個

別木造建物用の性能等価加速度応答スペクトルと木造建物群用の性能等価加速度応答スペ

クトルには大きな差は見られていない。さらに、等価粘性減衰定数の評価方法を（5。4）～

（5．5）式から（2．13）～（2．16）式に示す限界変形角に応じた塑性の程度から求める方法に変更

した場合でも、木造建物群用の性能等価加速度応答スペクトルは個別木造建物用の性能等

価加速度応答スペクトルを概ね説明できている（図6．7（b））。

　以上より、木造建物群の地震被害予測手法の場合には、最大応答変形角1／30rad時の変形

モードu2／ul（R30）および等価1質点系モデルのせん断力係数CB，（R3。）、等価高さH，、（R3。）を、木造

建物のモード形u2／u藍および等価1質点系モデルの降伏せん断力係数Cy。（有効質量M。）と等

価高さH。、として評価する。そして、等価粘性減衰定数は（2．13）～（2．16）式に示す限界変形

角に応じた塑性の程度から求める。

（2）　木造建物群モデルの確率変数の設定

　次に、木造建物群モデルを作成する上での確率変数を設定する。耐震性能評価の結果か

ら木造建物の変形モードu2／Ulおよび等価1質点系モデルの降伏せん断力係数Cy，、等価高さ

H，tの3っの変数が得られる。しかし、変形モードu2／UlのばらつきによるCy。、　H，、の変化は、
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木造建物群としてのCy。・H。，のばらつきに比べると小さい・そのため・木造建物群の地震被

害予測手法では、等価1質点系モデルの降伏せん断力係数Cy，と等価高さH、、を確率変数と

して扱う。なお、木造建物群モデルの変形モードu2／u、は耐震性能評価を行った個別木造建

物数棟の平均値で評価する。

（3）　木造建物群モデルの作成

　耐震性能評価を行った個別木造建物数棟をランダムサンプルとして扱い、その結果（等価

1質点系モデルの降伏せん断力係数Cy。と等価高さH，、の平均値と標準偏差）に2次元対数正

規分布を仮定して木造建物群モデルを作成する。ln（H，，）とln（Cy。）の平均値をλ“いλc脚、標

準偏差をζ妬、ζc粥、2変数の相関係数をρとすると、2次元対数正規確率密度関数

P（lnH，，，lnC，，）6・4・65）は

P（lnH，、，ln　C，，）＝

1

　　　　　　　2π・妬・qゼζ場・ζ偏戸　　　　　（6・3）

一・
d〔（1・H，，一λの22ρ・（1・H。，一λ。。、）・（1・C，，一λ。，，）血割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．4）

　ユ
e万9（lnH。，・㎞c鐸）

と表される（図6．6（a，b））。

（4）　モンテカルロシミュレーション

　最後に、モンテカルロシミュレーション（MCS）を行い、木造建物群モデルの個別木造建

物ごとに想定地震動に対する最大応答変形角Rを求め、損傷確率を算定する。そして、木

造建物群における損傷確率の平均値を地震被害率として評価する。

　まず、2次元の対数正規確率密度関数P（ln凡，，ln　q，）（（6．3）式）に基づいたモンテカルロシ

ミュレーションを行い乱数を発生させる。次に、発生させた2次元対数正規乱数を木造建物

群における木造建物とみなして、性能等価加速度応答スペクトルS。，sを求める。次に、各木

造建物ごとに想定地震動に対する最大応答変形角Rを性能等価加速度応答スペクトルを用

いて求める（図6．6（c））。最後に、各木造建物の最大応答変形角Rから想定地震動に対する損

傷確率を求め、その平均値を想定地震動に対する木造建物群の被害率として評価する（図

6．6（d，e））。
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　　　　　　　P即　　％蹄1，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木造建物群モデル

　　　　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『ジ）　　　％心゜）

％　　　　　－i㌦　　　　＼ソ
　　2次元対数正規分布・　　　　　　　　　　　　　　2次元対数正規分布

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を仮定　　を仮定

　　　　　　一　　　　　　　　一一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　et

　　　　（a）木造建物群モデル　　　　　　（b）木造建物群モデル（2次元表示）

S・S・SaeS　地震動の加速度応答スペクトルS、S

　　　　　＼　　　駄応答変形角。の平均値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　棟数

　　　　　　　　　　　　　建物群の最大応答変形角R

　　　　　　　　　　　　　　　　　T，Te　　　　　　　　　　　　　R

　　　　　　　　　　　　（c）最大応答変形角Rの評価

損傷確率
．．一．＿一・一一・一一

y微・一

　　，．・…囎小

　　　，〆被害中

　　　　被害大

被害率

　　　　　R　　　　　　　R

（d）損傷確率の算定　　　　　　　　　　（e）木造建物群の被害率

　　　図6，6木造建物群モデルの作成と被害率の予測
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　なお、2次元の対数正規乱数は以下の方法64・6・5・66）を用いて求めている。確率変数κrの2

次元正規分布の同時確率密度関数は次式で表される。

　　　　　ル，γ（κ，ア）ニノ｝レヒ（ニソlx）ノ腹・（κ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．5）

ル1κ（ア1κ）は条件付確率密度関数、ム（κ）は確率密度関数で2つの確率分布はいずれも正規分布

である。確率変数κγの平均値、標準偏差をそれぞれμ船σκ、μア、σア、相関係数をρと

する。まず、平均値μr標準偏差σxの正規確率変数Yより正規乱数κを発生させる。次

に、求めた正規乱数κを用いると、正規確率変数yの条件付平均値E（｝りκ）と条件付標準偏差

ση．は次式で表される。

　　　　　E（γ1・）一μ，＋ρ五（・一μ。）　　　　　　　（6．6）
　　　　　　　　　　　　σκ

　　　　　σ，、・σ，》可　　　　　　　　　　（6・7）

最後に、条件付平均値E（｝りκ）と条件付標準偏差σ堆をもつ正規分布よりアの乱数を発生させ

る。以上のようにじて求めた1組の（κ，ア）が2次元確率分布より求められた2次元正規乱数

となる。

　そして、対数正規乱数は対数正規変量Xがln（濁の平均値λ．、標準偏差ζ．となる正規変

量となることが示されている。従って、正規分布N（λ。，ζ．）から得られた乱数をガとす

ると、パラメータλ．、ζ．からなる対数正規分布の乱数は次式から求められる。

　　　　　κ：＝θκ’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．8）

この対数正規乱数xに対してアの乱数を発生させることで、2次元対数正規乱数を発生させ

ることができる。
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6．4　最大応答変形角と建物被害との関係

　最大応答変形角から建物被害を予測するための損傷確率曲線（6．2．4項を参照）を木造建物

の被害経験に基づいて設定する。

6．4．1　建物被害の分類

　木造建物の建物被害の分類については、1．2．1項に示したように数多くあり、建物の安全

性の観点から判断される応急危険度判定（安全、要注意、危険）や公的復興・復旧支援のた

めの被害状況把握を目的とした自治体によって判定される罹災証明（無被害、一部損壊、半

壊、全壊）などがある。また、最近では、過去の被害地震における木造建物被害を外観目視

から整理し、パターン化した建物破壊パターン（D1～D5）67）なども提案され、地震被害調査

6・8）に用いられている。

　ここでは、木造建物の構造的被害の観点から無被害、軽微、被害小、被害中、被害大、倒

壊で表される建物被害6％1°）の区分を用いる。木造建物の各部位ごとの被害と建物全体被害

との関係は、表6．2に示すような対応になっている。

6．4．2　既往の実験結果に基づく最大応答変形角と建物被害との関係

　既往の実験結果に基づいて設定されている最大応答変形角と建物被害との関係6・韮・62）にっ

いて示す。既往の実験結果に基づく最大応答変形角と建物被害との関係では、各建物被害

が発生する可能性のある最大応答変形角が図6．8のように示されている。最大応答変形角1／

120radでは被害小、1／60radでは被害中、1／30radでは被害大、1／15radでは倒壊の建物被害

が発生する可能性があることが示されている。なお、限界耐力計算では、小破、中破、大

破と表されているが、それぞれ被害小、被害中、被害大と読み替えている。

表6．2木造建物の建物全体被害と各部の被害との対応6・9）

架構 屋根 外壁 基礎

倒壊 層崩壊 ｝ 一 一

被害大
一部崩壊

X斜大
小屋組

j損大
下地
漉

基礎
�

被害中
傾斜小

`中
仕上げ脱落

ひび割れ
@・ずれ

被害小 傾斜小

屋根材

ｸれ・

脂ｺ
ひび割れ

d上げ剥落
ひび割れ

軽微 傾斜なし
屋根材

ｸれ
軽微なひび割れ

無被害 外観上被害なし
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6．4．3　被害経験に基づく最大応答変形角と建物被害との関係

　ここでは、近年の被害地震である2001年芸予地震（第4章）と2000年鳥取県西部地震（

第5章）における木造建物被害（被害経験）に基づいて、木造建物の最大応答変形角と建物

被害との関係を分析する。

（1）　2001年芸予地震の木造建物被害と最大応答変形角

　まず、第4章に示した2001年芸予地震における三原市の木造建物被害の分析結果に基づ

いて、木造建物の最大応答変形角と軽微な建物被害との関係を分析する。

　2001年芸予地震における三原市の木造建物被害の分析では、木造建物に外壁のひび割れ

のような比較的小さな構造被害が発生する条件について分析している。図4．16に示すよう

に、比較的小さな構造被害が多数の木造建物に見られた地域では、木造建物の最大応答変

形角Rは概ね1／60～1／50radと推定されている。これに対して、構造被害が殆ど見られてい

ない地域では、最大応答変形角Rは1／60rad以下と推定されている。

　以上より、表6．2から外壁のひび割れのような比較的小さな構造被害を軽微な建物被害と

して扱い、軽微な建物被害が発生し始める最大応答変形角Rを1／60rad程度と推定する。

（2）　2000年鳥取県西部地震の木造建物被害と最大応答変形角

　次に、第5章に示した2000年鳥取県西部地震における木造建物被害の分析結果に基づい

て、木造建物の最大応答変形角と建物被害との関係を分析する。

　2000年鳥取県西部地震における木造建物被害の分析では、被災木造建物数棟に対して限

界耐力計算に基づいた耐震性能評価を行っている。そして、その結果を用いてKiK－net観測

点TTRHO2の強震記録に対する最大応答変形角を評価し、最大応答変形角と建物被害との

関係について分析している。図5．22に示したように、木造建物の建物被害は軽微～被害大

が混在しているが、すべての被災木造建物で最大応答変形角Rは概ね1／25rad以上となって

水平力Q
　　　　　／一一諜欝霜による

倒壊 伝統構法による

木造軸組

　　　！篇融1灘　　灘　　倒壊

婁

0　　11120　　1160 1／30　　　　　1／15
　層間変形角R（rad．）

図6．8既往の実験結果に基づいた最大応答変形角と建物被害との関係6t6・2）
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いる。しかし、軽微、被害小の木造建物については、基礎部分の被害が確認されており、木

造建物への入力地震動が低減され、建物応答も低減された可能性も示唆される。そして、被

害中の建物被害では、木造建物の最大応答変形角Rは1／25～1／20rad程度となっている（図

5．22）。以上より、木造建物に被害中の建物被害が発生し始める最大応答変形角Rを1／25rad

程度と考える。

6．4．4　損傷確率曲線の設定

　既往の実験結果に基づいた最大応答変形角と建物被害との関係および木造建物の被害経

験（2001年芸予地震と2000年鳥取県西部地震）に基づいた最大応答変形角と建物被害との

関係について分析を行った。しかし、以上のような最大応答変形角と建物被害との関係だ

けでは損傷確率曲線を設定することはできず、さらに、最大応答変形角に対する建物被害

のばらつきを評価するための統計資料は存在しない。本論文では、2000年鳥取県西部地震

における日野町4地区（安原、下榎、下黒坂、黒坂地区）の木造建物被害率6」°）に対応するよ

うに、パラメータλR、ζRを求め、損傷確率曲線を設定する。なお、建物被害の損傷確率

曲線は倒壊については扱わず、軽微、被害小、被害中、被害大について設定する。

（1）　木造建物群における最大応答変形角の算定

　まず、日野町4地区における木造建物群の最大応答変形角を評価する。木造建物群の最大

応答変形角の算定は、6．3節に示した木造建物群の地震被害予測手法を用いて求める。

　限界耐力計算に基づく耐震性能評価を行った日野町4地区における被災木造建物11棟の

結果から、同町の木造建物群をモデル化している（図6．9（a））。そして、第5章の結果から

KiK－net観測点TTRHO2の強震記録NS成分（図5．14）を日野町4地区の木造建物への入力地

震動としてモンテカルロシミュレーション（MCS）を行い、最大応答変形角の分布を求めて

いる（図6．9（b））。以下では、図6．9（b）の最大応答変形角の分布に対する木造建物群の被害率

が日野町4地区における木造建物被害率（図6．10）に対応するようにパラメータ分析を行い、

損傷確率曲線を設定する。

（2）　パラメータ分析

　図6．9（b）に示した木造建物の最大応答変形角Rの分布から予測される木造建物被害率が

日野町4地区における木造建物被害率に対応するように、ln（R）の平均値λRと標準偏差ζ

Rのパラメータ分析を行い、損傷確率曲線を設定する。最大応答変形角に対する建物被害の

ばらつき（ln（R）の平均値λ、と標準偏差ζR）に関する統計資料は存在しないため、兵庫県南

部地震時に作成された被害率曲線のデータ6・1L6・12）を参考に用いる。なお、以下では、平均値

λRの代りに中央値Rmを用いて説明する。平均値λ、と中央値Rmとの関係は（6．2）式に示し

ている。
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　兵庫県南部地震時に作成された被害率曲線の多くは、最大地動速度Vに対する建物被害

のばらつきを考慮して（1．5）式のように表されている。そして、最大地動速度に対する建物

被害のばらつきを表すln（V）の標準偏差ζvは、概ねζv＝0．3～0．8の範囲にある6・11・612）。そ

こで、ln（R）の標準偏差ζRの値を0．3～0．8の範囲で変化させ、日野町4地区の木造建物被

害率を説明できるように、中央値Rm（λR＝ln（Rm））を変化させる。その時の標準偏差ζRに

対する中央値R．mの変化を図6．llに示している。被害中の建物被害の場合には、標準偏差ζ

。に関わらず中央値Rmは0．06で一定となっているが、それ以外の建物被害でも、標準偏差

ζRに応じて中央値Rmを変化させることで、日野町4地区の木造建物被害率を説明するこ

とができている。軽微の建物被害の場合には、標準偏差ζRが大きくなるに従い中央値R．

は小さくなり、被害中および被害大の建物被害の場合には、標準偏差ζRが大きくなるに従

い中央値Rmも大きくなる傾向が見られている。

　次に、図6．11に示した標準偏差ζRと中央値Rmで表される損傷確率曲線の場合に、建物

被害が発生する可能性のある最大応答変形角（既往の実験結果）と建物被害が発生し始める

最大応答変形角（被害経験）での損傷確率を図6．12に示す。既往の実験結果に基づいた建物

被害が発生する可能性のある最大応答変形角（被害小：1／120rad、被害中：1／60rad、被害大：1／

30rad）では、標準偏差ζRに関わらず、各建物被害の損傷確率は1％程度となっている。そ

れに対して、被害経験に基づいた建物被害が発生し始める最大応答変形角（軽微：1／60rad、

被害中：1／25rad）では、標準偏差ζRが大きくなる従い各建物被害の損傷確率も大きくなっ

ている。特に、軽微の建物被害では、標準偏差ζR漏0。3の場合には損傷確率は1％程度なの

に対し、標準偏差ζR＝0．8の場合には損傷確率は40％以上となっている。しかし、建物被

害が発生し始める最大応答変形角での損傷確率が1％程度と小さい場合、もしくは40％程

度と大きい場合には、建物被害が発生する可能性のある最大応答変形角での損傷確率1％程

度と整合しないと考えられる。

　以上より、建物被害が発生し始める最大応答変形角での損傷確率を10％程度と考え、標

準偏差ζR＝0．5と仮定する。

（3）設定した損傷確率曲線

　パラメータ分析の結果を参考に、予測される被害率が実被害よりも若干大きくなるよう

に、中央値Rmは0．03radずつ変化させて表6．3のように設定した。設定した損傷確率曲線を

確率密度関数と併せて図6．13に示す。このときの日野町4地区（安原、下榎、下黒坂、黒坂

地区）における木造建物被害率を実被害と地震被害予測結果とを比較して図6．14に示す。な

お、既往の実験結果に基づいた建物被害が発生する可能性のある最大応答変形角での損傷

確率と被害経験に基づいた建物被害が発生し始める最大応答変形角での損傷確率も図6．14

に併せて示している。
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表6．3設定したパラメータR。（λR＝ln（R。））とζR

軽微　　被害小　被害中　被害大

ρ“7 0．03 0．06 0．09 0．12

～κ 0．5 0．5 0．5 0．5

0

1

馨・・

0

　0．05　　　　　　　0．1　　　　　　　0．15　　　　　　　0　　　　　　　　0，05　　　　　　　0．1

最大応答変形角R（rad）　　　　　　　　　　　　　　最大応答変形角R（rad）

（a）確率密度関数　　　　　　　　　　　　（b）損傷確率曲線

　　　　　　　図6．13設定した損傷確率曲線
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図6．14鳥取県西部地震における日野町4地区（安原、下榎、下黒坂、黒坂地区）の木

　　　　　　　　造建物被害率（実被害）と地震被害予測結果との比較
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6．5　木造建物群の地震被害予測

　ここでは、2000年鳥取県西部地震における江府町および日南町の木造建物被害を対象と

して（位置関係は図5．1を参照）地震被害予測を行い、設定した損傷確率曲線の妥当性につ

いて検討する。

6．5．1　鳥取県西部地震における江府町の地震被害予測

　まず、2000年鳥取県西部地震における江府町の木造建物被害に適用する。木造建物群モ

デルは日野町と同様とし、入力地震動にはK－NET観測点TTROO7の強震記録NS成分（図

5．14）を用いる。TTROO7の強震記録に対する木造建物の最大応答変形角Rは、図6．15（a）に

示すように1／40～1／50radを中心に分布している。木造建物被害率にっいて実被害と地震被

害予測結果とを比較して図6，15（b）に示す。江府町では、構造的被害の被害調査は行われて

いないため、実被害の木造建物被害率は罹災証明から得られた全壊、半壊、一部損壊の割

合で示している。

　江府町での建物被害は一部損壊が殆どであり、一部損壊率は78％程度となっている。一

方、地震被害予測結果では軽微率は28％程度となっており、実被害と対応していないよう

に見える。しかし、罹災証明における一部損壊の建物被害は構造的な建物被害の無被害と

軽微との中間程度であることが指摘されているω3）。そのため、一部損壊率の半分を軽微率

と考えると39％程度となる。さらに、江府町における地震動強さはK－NET観測点TTROO7

地点のみで評価しており、地震動強さのばらつきを考慮すると地震被害予測結果と実被害

の木造建物被害率は概ね対応していると考えられる。

6．5．2　鳥取県西部地震における日南町の地震被害予測

　次に、2000年鳥取県西部地震における日南町の木造建物被害に適用する。木造建物群モ

デルは日野町と同様とし、入力地震動にはK－NET観測点TTROO9の強震記録NS成分（図

5．14）を用いる。TTROO9の強震記録に対する木造建物の最大応答変形角Rは図6．16（a）に示

すように1／60radを中心に分布し、地震被害予測結果では、建物被害の軽微率が8％程度と

なっている（図6．16（b））。日南町における実被害の木造建物被害率は江府町と同様に、罹災

証明から得られた全壊、半壊、一部損壊の割合で示している。日南町での建物被害は半壊

も若干見られているが一部損壊が殆どであり、一部損壊率は17％程度となって陸る。一方、

地震被害予測結果では軽微率は9％程度となっており、一部損壊率の半分を軽微率と考える

と8％程度となることから、日南町においても地震被害予測結果は実被害の木造建物被害率

を概ね説明できている。
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　　　図6．15鳥取県西部地震における江府町の地震被害予測結果
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　　図6．16鳥取県西部地震における日南町の地震被害予測結果
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6．6　個別木造建物の地震損傷度予測

　最後に、2000年鳥取県西部地震における被災木造建物と京都市の木造建物を対象として、

個別木造建物の地震損傷度予測を行い、設定した損傷確率曲線の適用性を確認するととも

に、木造建物被害の低減について考察する。

6．6．1　鳥取県西部地震における被災木造建物の地震損傷度予測

　鳥取県西部地震における日野町の被災木造建物（個別木造建物）を対象として地震損傷度

予測を行い、実被害と地震損傷度予測結果との対応関係について分析する。

　建物被害が被害大、被害中、軽微と判定されている木造建物IR邸（図6．17）、　NY邸（図

6．18）、MY邸（図6．19）を対象として地震損傷度予測を行った。なお、図6．17～6．19には、

個別木造建物の地震損傷度予測を行った各木造建物の耐震性能として、最大応答変形角1／

30rad時の等価1質点系モデルのせん断力係数C脱（R3。）、等価高さH岬o）を併せて示している。

木造建物への入力地震動は第5章の結果から、KiK－net観測点TTRHO2の強震記録（NS成分

）を用いる。

　実被害で被害大と判定されているIR邸では、　TTRHO2の強震記録に対する最大応答変形

角Rは1／9radとなっている。そして、損傷確率曲線を用いて建物被害の損傷確率を求める

と、被害大以上の損傷確率は45％程度、被害中以上の損傷確率は65％程度となっている。

累積損傷確率が50％となる点を読みとると、期待損傷度は被害中～被害大となる。そして、

軽微と判定されているMY邸では、最大応答変形角Rは1／23radと推定され、期待損傷度は

軽微～被害小となっており、実被害を概ね説明できている。一方、被害中と判定されてい

るNY邸では、最大応答変形角Rは1／20radと推定され、被害中以上の損傷確率は10％程

度、被害小以上の損傷確率は35％程度となっている。そして、期待損傷度は軽微～被害小

と予測され、期待損傷度は実被害より小さくなっている。

　以上より、鳥取県西部地震における被災木造建物の地震損傷度予測の結果は、被害中と

判定されているNY邸では、期待損傷度は実被害よりやや低くなっているが、設定した損傷

確率曲線で被災木造建物の実被害を概ね説明できている。
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6．6．2　京都市における個別木造建物の地震損傷度予測

　現在、京都市では、第3次地震被害想定が行われており、京都市周辺の8つの活断層を対

象として、想定地震動が作成されている（図6．20）614）。そのうち、琵琶湖西岸断層、花折断

層、樫原断層の想定地震動を用いて、京都市中心部に位置するKJ邸を対象に地震損傷度予

測を行う。なお、想定地震動は方向の区別はされておらず、1地点で1波が推定されている。

　KJ邸は、その概要を図6．21に示すように、　EW（張り間）方向に細長く、全面土塗壁など

の耐震要素も張り問方向に多く配置されている。限界耐力計算に基づいた耐震性能評価615＞

でも、最大応答変形角1／30rad時の等価1質点系モデルのせん断力係数CB，（R3。）はNS（けた行

）方向で0．ll、張り間方向で0．42となり、けた行方向の耐力は低くなっている。

（D　琵琶湖西岸断層の想定地震動に対する地震損傷度予測

　まず、琵琶湖西岸断層の想定地震動に対するKJ邸の地震損傷度予測の結果を図6．22に示

す。琵琶湖西岸断層の想定地震動では、KJ邸での計測震度は5．8程度となっている。想定

地震動に対するKJ邸の最大応答変形角Rは、耐力の低いけた行方向で1／25rad程度となり、

期待損傷度は軽微～被害小と予測される。一方、耐力の高い張り問方向では最大応答変形

角Rは1／49rad程度であり、期待損傷度は無被害と予測される。そのため、琵琶湖西岸断層

の想定地震動に対する期待損傷度の低減を考える場合には、けた行方向の耐力を向上させ

ることで期待損傷度を低減させることが可能であると言えよう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ど　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　花折断層

・辛・
哲
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∵

琵琶湖
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／

図6．20京都市第3次被害想定の想定断層6・14）
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（2）　花折断層の想定地震動に対する地震損傷度予測

　次に、花折断層の想定地震動に対する地震損傷度予測の結果を図6．23に示す。花折断層

の想定地震動では、KJ邸での計測震度は65程度と大きな地震動となっている。そして、KJ

邸の最大応答変形角Rは木造建物の耐力に関わらず、けた行、張り問方向ともに1／11rad程

度となり、期待損傷度も被害中と変わらない。そのため、花折断層の想定地震動に対する

地震損傷度の低減を考える場合には、木造建物の耐力を向上させることが必ずしも期待損

傷度の低減に繋がらず、木造建物の変形性能を向上させることが期待損傷度の低減に繋が

る可能性も示唆される。

（3）　樫原断層の想定地震動に対する地震損傷度予測

　最後に、樫原断層の想定地震動に対するKJ邸の地震損傷度予測の結果を図6．24に示す。

樫原断層の想定地震動では、KJ邸での計測震度は5．4程度であり、地震動強さはそれほど

大きくない。想定地震動に対するKJ邸の最大応答変形角Rは張り間方向では、1／120rad以

下であり、建物被害の損傷確率は殆ど生じない。そして、けた行方向では、最大応答変形

角Rは1／40rad程度となり、軽微の損傷確率は40％程度生じているが、期待損傷度は無被

害となる。しかし、樫原断層の想定地震動に対する地震損傷度予測の結果が地震被害に対

するKJ邸の安全性を保証している訳ではないことに注意する必要がある。

　限界耐力計算の簡略法における1種地盤の地震動を用いて耐震診断を行った結果では、図

6．25に示すように、けた行方向では、希に発生する地震動（損傷限界）に対しては最大応答
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図6．21KJ邸の概要6・15）
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変形角1／100rad、極希に発生する地震動（安全限界）に対しては最大応答変形角1／10radと

なっている。限界耐力計算による耐震診断6・2）に基づいて損傷限界となる最大応答変形角R

を1／120rad、安全限界となる最大応答変形角Rを1／15radとするとKJ邸は損傷限界、安全

限界ともに満たしておらず、安全性が確保できてない木造建物となる。

　また、逆に、張り間方向では、希に発生する地震動（損傷限界）に対する最大応答変形角

は1／120rad以下、極希に発生する地震動（安全限界）に対する最大応答変形角は1／30radと

推定されることから、ある程度耐震性能が保持されていることになる。しかし、図6．23に

示したように、花折断層の想定地震動に対しては最大応答変形角Rは1／11rad程度と推定さ

れる。そのため、木造建物の地震被害の低減を考える上では、耐震診断の結果だけでも十

分であるとも言えない。
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（4）　個別木造建物の地震損傷度予測のまとめ

　以上の結果から、木造建物の地震被害の低減について以下のことが指摘できる。木造建

物に比較的小さな建物被害をもたらすような地震動に対しては、木造建物の耐力を向上さ

せることで建物被害の低減を行うことが可能である。それに対して、木造建物に大きな建

物被害をもたらすような地震動に対しては、木造建物の耐力を向上させることが必ずしも

建物被害の低減に繋がらず、木造建物の変形性能を向上させることが建物被害の低減に繋

がる可能性も示唆される。そして、木造建物の地震被害の低減を考える上では、地震損傷

度予測の結果だけで、または耐震診断の結果だけで木造建物の安全性を判断するのではな

く、対象木造建物の地震環境なども考慮して総合的に木造建物の安全性を確保していくこ

とが重要と考えられる。
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6．7　第6章のまとめ

　被害経験に基づいて最大応答変形角から建物被害を予測するための損傷確率曲線を設定

し、限界耐力計算による耐震性能評価の結果を用いた木造建物の地震時損傷度予測手法（個

別木造建物の地震損傷度予測手法と木造建物群の地震被害予測手法）の提案を行った。

　提案した地震損傷度予測手法では、まず、限界耐力計算に基づいた耐震診断の方法を用

いて対象木造建物の耐震性能を評価している。次に、耐震性能評価の結果を用いて木造建

物をモデル化し、第2章で示した簡略的応答評価手法の性能等価加速度応答スペクトルを用

いて、想定地震動に対する木造建物の最大応答変形角を評価する。最後に、近年における

木造建物の被害経験に基づいて設定した損傷確率曲線を用いて損傷度を予測する。以上の

ような枠組みの木造建物の地震時損傷度予測手法を提案した。そして、提案した地震時損

傷度予測手法を京都市における個別木造建物に適用し、木造建物の建物被害低減について

検討を行った。以下に第6章の主な結論を列挙する。

1）2000年鳥取県西部地震における日野町4地区（安原、下榎、下黒坂、黒坂地区）の木造

建物被害率を説明できるように木造建物の損傷確率曲線を設定し、限界耐力計算による耐

震性能評価に基づいた地震時損傷度予測手法（個別木造建物の地震損傷度予測手法と木造建

物群の地震被害予測手法）を構築した。

2）設定した損傷確率曲線では、木造建物の被害経験（2001年芸予地震、2000年鳥取県西部

地震）に基づいた建物被害が発生し始める最大応答変形角（軽微：1／60、被害中：1／25）での各

建物被害の損傷確率は10％程度となっている。既往の実験結果に基づいた建物被害が発生

する可能性のある最大応答変形角（被害小：1／120、被害中：1／60、被害大：1／30）での各建物

被害の損傷確率は1％以下となっている。

3）2000年鳥取県西部地震における江府町、日南町の木造建物被害率および日野町における

被災木造建物（個別木造建物）の建物被害は、設定した損傷確率曲線を用いた地震時損傷度

予測により概ね説明することができている。

4）木造建物に比較的小さな建物被害をもたらすような地震動の場合には、木造建物の耐力

を向上させることで建物被害を低減させることが可能である。

5）木造建物に大きな建物被害をもたらすような地震動の場合には、木造建物の耐力上昇が

必ずしも建物被害の低減に繋がらず、木造建物の変形性能を向上させることが建物被害の

低減に繋がる可能性も示唆される。
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第7章　結論

　7．1　本論文のまとめ

　本論文では、木造建物の被害経験に基づいて最大応答変形角と建物被害との関係（損傷確

率曲線）を設定し、木造建物の耐震性能を考慮した地震時損傷度予測手法（個別木造建物の

地震損傷度予測手法と木造建物群の地震被害予測手法）の構築を目的として研究を行った。

　まず、第2章では、想定地震動に対する木造建物の応答評価に用いている地盤と木造建物

の簡略的応答評価手法を提案した。次に、第2章で提案した簡略的応答評価手法の有効性の

検証と被害経験に基づいた最大応答変形角と建物被害との関係を把握するために、第3章～

第5章では、近年の被害地震における木造建物被害について分析した。第3章では、木造建

物の地震被害要因が木造建物応答・被害に及ぼす影響についてパラメータ解析を行うととも

に、近年の被害地震における木造建物被害の要因分析も含めて定性的な分析を行った。そ

して、第4章では、2001年芸予地震の木造建物被害を対象として、第5章では、2000年鳥

取県西部地震の木造建物被害を対象として、最大応答変形角と建物被害との関係について

定量的に分析を行った。最後に、第6章では、木造建物の被害経験に基づいて最大応答変形

角から建物被害を予測するための損傷確率曲線を設定し、木造建物の耐震性能を考慮した

地震時損傷度予測手法を提案した。以下に本論文の結論をまとめて示す。

　第2章では、木造建物の地震被害要因となる表層地盤への入射地震動特性、表層地盤の地

震動増幅特性および木造建物の耐震性能が木造建物の応答・被害に及ぼす影響についての考

察を容易とする表層地盤と木造建物の簡略的応答評価手法を提案した。

　簡略的応答評価手法では、表層地盤を2層地盤モデル、木造建物を1質点系モデルで表し

ている。そして、表層地盤への入射地震動を解放基盤面露頭波として設定し、表層地盤と

木造建物の応答はともに応答スペクトル法に基づいて評価している。

　第3章では、第2章で提案した簡略的応答評価手法を用いて、表層地盤への入射地震動特

性、表層地盤の地震動増幅特性が木造建物の応答・被害に及ぼす影響と、木造建物の耐震性

能による被害の違いについて、パラメータ解析を行うとともに、近年の被害地震における

木造建物被害の要因分析を含めて定性的な分析を行った。

　表層地盤への入射地震動特性では、周期1～3秒のスペクトル特性が木造建物応答や被害

に対して大きく影響する。表層地盤の地震動増幅特性による木造建物応答や被害の差は、建

物被害の観点から見れば、耐力の高い木造建物の場合に、より顕著に現れる場合がある。

2001年芸予地震の被災地や1995年兵庫県南部地震時における京都市の木造建物被害のよう

に、表層地盤への入射地震動特性の最大速度レベルが比較的小さい場合には、弾性時の表

層地盤の1次固有周期や地盤物性、木造建物の耐震性能やそれらの組み合わせ等の微妙な条
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件の差によって、被害発生の有無や被害要因に差が生じる可能性があることが示唆される。

1gg5年兵庫県南部地震の震度VII地域や2000年鳥取県西部地震における日野町の木造建物

被害を分析する上では、建物耐力よりも変形性能の評価が重要であると推察され、木造建

物被害の定量的解釈を行うためには、変形性能に関する実証データの蓄積が必要と考えら

れる。

　第4章では、2001年芸予地震の際に外壁のひび割れなどの比較的小さな構造被害が多数

の木造建物に生じた三原市内の地域（被害多数地域）を対象として、木造建物に比較的小さ

な構造被害が発生する条件（被害が発生する地震動強さと木造建物の最大応答変形角）の定

量的評価を目的として検討を行った。

　比較的小さな構造被害が多数の木造建物に見られた地域では、木造建物の最大応答変形

角は1／60～1／50rad程度となっている。それに対して、被害があまり見られなかった地域（

被害多数地域の北側）では1／60rad以下となり、木造建物に比較的小さな構造被害が発生し

始める最大応答変形角は1／60rad程度と推定される。そして、推定地震動の最大地動加速度

（PGA）分布、最大地動速度（PGV）分布、（PGA・PGV）°5の分布を用いても、木造建物の被

害分布を説明する事はできておらず、木造建物の被害多数地域を説明する上では、地震動

のスペクトル特性を考慮した評価も必要である。そのため、比較的小さな構造被害が発生

し始める程度の地震動強さレベルでは、建物被害は被害発生部位（屋根瓦や壁など）や地

震動の卓越周期等によって建物被害と相関の高い地震動強さ指標が変化することが再確認

された。従って、最大地動速度などの単一の地震動強さ指標を用いた被害率曲線から木造

建物の地震被害予測を行う場合にも、この点に十分に注意する必要がある。

　第5章では、2000年鳥取県西部地震における日野町の木造建物被害を対象として、同町に入

力した地震動特性について分析するとともに、限界耐力計算による耐震性能評価に基づいた木

造建物の応答評価結果から被災木造建物の最大応答変形角と建物被害との関係について定量的

な分析を行った。

　鳥取県西部地震の震源域である日野町内でも最大地動速度には差が見られ、最大地動速

度は安原地区～黒坂地区の範囲で急増している。そのため、この範囲に位置するKiK－net観

測点TTRHO2以外の強震記録で、安原地区～黒坂地区の木造建物被害の検証を行う場合に

は、木造建物の耐震性能を過小評価することになる。そして、建物被害が大きかった下榎、

黒坂地区の木造建物にKiK－net観測点TTRHO2と同レベルの地震動が入力していたと考えた

場合でも、下榎、黒坂地区の木造建物被害に倒壊がなかった事実と矛盾していない。限界

耐力計算に基づいた耐震性能評価の結果を用いて行った木造建物の応答評価結果は、被災

木造建物の建物被害を概ね説明できており、被害中の建物被害では最大応答変形角は1／25

～1／20rad程度と推定される。

　第6章では、木造建物の被害経験に基づいて、最大応答変形角から建物被害を予測する損

傷確率曲線を設定し、木造建物の耐震性能を考慮した地震時損傷度予測手法（個別木造建物
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の地震損傷度予測手法と木造建物群の地震被害予測手法）を構築した。そして、2000年鳥

取県西部地震の木造建物被害と京都市の個別木造建物を対象として、地震時損傷度予測を

行った。

　設定した損傷確率曲線では、木造建物の被害経験（2001年芸予地震、2000年鳥取県西部

地震）に基づいた建物被害が発生し始める最大応答変形角（軽微：1／60rad、被害中：1／25rad）

での各建物被害の損傷確率は10％程度、既往の実験結果に基づいた建物被害が発生する可

能性のある最大応答変形角（被害小：1／120rad、被害中：1／60rad、被害大：1／30rad）での各建

物被害の損傷確率は1％以下となっている。設定した損傷確率曲線を用いた個別木造建物の

地震損傷度予測の結果は、2000年鳥取県西部地震における被災木造建物の建物被害を概ね

説明できている。そして、京都市における個別木造建物の地震損傷度予測の結果から木造

建物の地震被害の低減について考えると、木造建物に比較的小さな建物被害をもたらすよ

うな地震動の場合には、木造建物の耐力を向上させることで建物被害を低減することが可

能である。一方、木造建物に大きな建物被害をもたらすような地震動の場合には、木造建

物の耐力上昇が必ずしも建物被害の低減に繋がらず、木造建物の変形性能を向上させるこ

とが建物被害の低減に繋がる可能性も示唆される。

　以上より、本論文の成果は、木造建物の地震被害経験に基づいて最大応答変形角から建

物被害を予測する損傷確率曲線を設定し、木造建物の耐震性能を考慮できる地震時損傷度

予測手法を構築したことである。

7．2　今後の課題

　最後に、本論文の成果から木造建物の地震時損傷度予測手法に関する今後の課題につい

て示す。本論文で提案した木造建物の地震時損傷度予測手法の枠組みは、すべての木造建

物に利用可能であると考えている。しかし、本論文で設定した建物被害を予測する損傷確

率曲線は、2000年鳥取県西部地震の木造建物被害を説明できるように設定したものである。

そのため、2000年鳥取県西部地震の被災木造建物のような伝統的軸組構法の木造建物に対

する損傷確率曲線となる。

　従来から指摘されているように、木造建物は構造特性（構法）によって耐震性能（耐力や

変形性能）が大きく異なる。特に、建物被害を考える上では、木造建物の変形性能が構造特

性によって変化すると考えられる。2001年芸予地震に見られたような外壁のひび割れと

いった比較的小さな建物被害の場合には、木造建物の構造特性の影響は少なく、比較的小

さな建物被害は同様の最大応答変形角で発生し始めるものと考えられる。しかし、2000年

鳥取県西部地震に見られたような大きな建物被害の場合には、木造建物の構造特性による

影響も大きく、最大応答変形角と建物被害との関係も大きく変化すると考えられる。っま

り、同様の最大応答変形角であっても木造建物に生じる建物被害は大きく異なる可能性が
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高い。また、蟻害・腐朽といった生物劣化や経年劣化によっても木造建物の変形性能は変化

し、最大応答変形角と建物被害との関係（損傷確率曲線）も変化する可能性がある。従って、

木造建物の地震時損傷度予測を行う上では、木造建物の構造特性による変形性能の違いや

蟻害・腐朽による変形性能の変化を把握し、木造建物の構造特性や蟻害・腐朽の影響を考慮

できる損傷確率曲線を構築していく必要があろう。また逆に、木造建物の地震被害低減を

考える上では、耐震補強の効果も考慮できる損傷確率曲線を構築していくことも必要であ

ると考えられる。

　本論文で設定した損傷確率曲線では、最大応答変形角に対する建物被害のばらつきは兵

庫県南部地震の被害率曲線を参考に、被害経験に基づいた最大応答変形角と建物被害との

関係と既往の実験結果に基づいた最大応答変形角と建物被害との関係から仮定したもので

ある。地震被災地域では、自治体による罹災証明や研究者による全数被害調査が行われ、木

造建物被害率は把握されている。そして、建物被害が生じた木造建物の耐震性能や構造特

性に関する調査も行われている。しかし、木造建物への入力地震動を推定し、木造建物の

耐震性能を把握した上で、建物応答と建物被害との関係について分析された例はあまりな

く、木造建物への入力地震動特性と木造建物の耐震性能と建物被害とをセットとした資料

は数少ない。最大応答変形角に対する建物被害のばらつきを評価するためには、そのよう

な統計的資料は不可欠であり、木造建物の耐震性能および構造特性を把握した上で、入力

地震動特性と建物応答との関係および建物応答と建物被害との関係について整合性のある

資料を蓄積していく必要がある。また、そのような資料を蓄積し、入力地震動特性と建物

応答との関係および建物応答と建物被害との関係について明らかにしていくことは、高精

度な木造建物の地震時損傷度予測を行うだけでなく、木造建物の耐震補強や性能設計を行

う上でも重要な課題である。
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